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午前１０時００分 開会 

○稲田分科会長 皆様、おはようございます。ただいまから予算決算委員会、都市経済分

科会を開会いたします。 

 田村委員より欠席の届け出がありましたので、御報告いたします。 

 本日は、１１日の本会議で予算決算委員会に付託された決算関係議案、議案第７９号、

平成３０年度米子市一般会計等の決算認定についてのうち、当分科会所管部分、議案第８

０号、平成３０年度米子市水道事業会計の決算認定について、議案第８１号、平成３０年

度米子市水道事業会計剰余金の処分について、議案第８２号、平成３０年度米子市工業用

水道事業会計の決算認定について、議案第８３号、平成３０年度米子市下水道事業会計の

決算認定について、議案第８４号、平成３０年度米子市下水道事業会計剰余金の処分につ

いてを審査いたします。 
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 審査は、都市整備部、経済部、下水道部、水道局の順で、発言通告一覧表に沿って行い

ます。 

 この際、委員の皆様に申し上げます。審査終了後に指摘事項の取りまとめを行いますが、

指摘事項に上げる項目は、実際に発言された指摘事項しか上げることができませんので、

指摘をされる際には、質問や要望で終わることなく、その旨をはっきりと伝えていただき

ますようお願いいたします。これは確認ですので、必ず指摘であれば指摘と発言してくだ

さい。よろしくお願いします。 

 あともう１点ございます。遠藤委員より追加案件の申し出がございました。委員の皆様

の机の上には置かせていただいておりますが、項目といたしましては、市道の認定と管理

についてでございます。これを本日の審査項目に加えたいと思いますが、お諮りいたしま

す。この項目を加えることに御異議ございませんか。 

〔「異議なし」と声あり〕 

○稲田分科会長 御異議なしと認めます。 

 順番といたしましては、建設企画課が２つ出ておりますが、その３番目に入れたいと思

いますので、よろしくお願いします。 

 それでは、議案第７９号、平成３０年度米子市一般会計等の決算認定についてのうち、

都市整備部所管部分を議題といたします。 

 決算に係る主要な施策の説明書ですね、以下、説明書と言わせていただきますが、説明

書の１５６ページ、事業番号３１２番、駐車場事業特別会計貸付金、こちらは戸田委員。 

 戸田委員。 

○戸田委員 今の駐車場事業の特別会計の貸付金、これは特別会計もあるんですが、議場

でもいろいろと多角的に議論されております。累積赤字が５億円というのがあって、これ

も私も一般質問の中でも指摘したこともあるんですけれども、繰上充用をしてというよう

な形をしておりますが、副市長の答弁もいろいろあるんですけれども、貸付金３,０００万

計上されて執行しておられる。その辺の現在の状況を、まずその辺を伺っておきたいと思

います。 

○稲田分科会長 伊達建設企画課長。 

○伊達建設企画課長 現在の状況でございますが、リニューアルオープンをさせていただ

きまして、今後の赤字解消についてでございますけど、平成３０年度及び今年度にかけま

して、老朽化しておりました地下駐車場の機械式設備、これを撤去し、平面化にさせてい

ただきまして、昨月でございましたけども、８月１日にリニューアルオープンさせていた

だきました。この改修によりまして、人件費の削減、それから管理費の削減、それから機

械設備に係る委託料の削減等、年間に１,１００万円程度の削減が見込まれるというところ

で今考えておるところでございます。そして、建設当初の起債の償還が平成２８年度で終

了しておりますことから、緩やかではございますが、収支は改善していくものと考えてお

ります。 

 それから、リニューアル後の経費の推移を見ながら収支のシミュレーションを行いたい

と思っておりまして、引き続き経費の見直しを図るとともに、利用者の増に努めながら、

累積赤字の解消へ向けて取り組んでいきたいと考えております。 

 なお、この収支のシミュレーションでございますけれども、来年の３月議会、これをめ
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どにお示しできるように準備を進めていきたいと考えておるところでございます。以上で

す。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 先に答弁があったんですけど、まず、この平成３０年度、３,２００万弱な

んですが、対前年度比、２９年度に比較して３,０００万ふえておるわけですけれども、そ

の要因は何ですか。 

○稲田分科会長 角建設企画課長補佐。 

○角建設企画課長補佐兼総務担当課長補佐 ３,０００万増というところでの要因でござ

いますけれども、これは、駐車場事業特別会計のうち、中に駅前地下駐車場と万能町と駐

輪場と、３つの事業があるんですけれども、その駐輪場部分の赤字部分ということで伸び

たものでございます。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 今答弁があった、赤字を補填をしておるんだと。それで、まず基本を聞きま

すけれども、繰上充用が常態化しておるわけですけど、この特別会計は、これはいつから

始まって、何年間、これはなっておるんですか。 

○稲田分科会長 角課長補佐。 

○角建設企画課長補佐兼総務担当課長補佐 駐車場事業特別会計が始まった年度につい

ては、申しわけございません。今ここにいつから始まったというのを持っておりませんで、

また確認ができ次第、御報告申し上げたいと思います。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 私はそこのところで大事なところを聞きたかったんですが、要は繰上充用を

ずっと、会計年度が、それがずっと繰り返しをしておる。その手法がベストかどうかは私

はわからないけれども、やはりそういうような考え方を、ずっと赤字補填をしてきてて、

今、伊達課長がおっしゃったように、機器を取って収支バランスを向上化させるような方

策を今検討しておるということなんですが、繰上充用の簡単な今の理由説明の中で、ただ

繰上充用しますよというような繰り返しをずっと、私、議員になってから伺っておるんで

す。一方、その辺の何か方策を、例えば有利な起債があるのかどうなのか、その辺のとこ

ろを検討されておられるのか。全く繰上充用しておきゃえがなというような端的な考え方

が私はうかがえていけんのですが、副市長、その辺はどうなんですか。 

○稲田分科会長 伊澤副市長。 

○伊澤副市長 この問題につきましては、かねて、戸田議員を初め、議場でも御指摘を受

けているところであります。本来のあり方として、赤字の解消はなかなか見込めないもの

を繰上充用を続けていくということは、これはあんまり望ましい姿じゃない、このように

思っております。以前からお答えしているとおりでありまして、この問題につきましては、

どこかの段階で整理するということが必要だろうと。今御質問がありました何か有利な財

源が使えんか。これは我々も当然、この問題に限らず、絶えず目を皿のようにして探して

いるわけでありますが、残念ながらちょっと今の段階でこれに使えそうな財源というのは

起債も含めてないというのが今の時点の状態であります。 

 先ほども担当課長のほうからもお答えしましたが、昨年度の１１月から閉じてリニュー

アル工事をしておりました。８月１日、したがって、その関係で赤字が少しふえていると
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いうのもありますけども、リニューアルオープンいたしまして、経費の節減とあわせて駐

車場の台数も従来の、設計上は２００台ほどとめれるんですけど、機械式がダウンして、

７６台だか７８台だか、ちょっと正確に覚えてません。７０台ちょっとぐらいしかとめれ

なかったのが、今回の改修で１０２台だったと思います。とめれるようになりましたので、

そういった意味では駐車場の機能も回復したということもございます。この辺のことをち

ょっとよく見きわめて、先ほど担当のほうから申し上げているとおり、３月議会をめどに、

今後の収支見込みというのを議会に報告させていただいて、そのもとで、特別会計で最後

まで負担させる部分と、これは御案内のとおり建設費については一般財源を投入しており

ますので、一般財源を充当して、本来あるべき姿に戻していく部分との判断を我々として

議会のほうに御相談したいと、このように考えております。以上です。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 この問題については、２０数年来ずっとこの様態で来ておるわけですよね。

副市長と私も議会で議論したんですけれども、今おっしゃったように、やはりこの様態は

私は好ましくないと思うんですよね。どこかで終止符を打たれて、特会をやっぱりきちっ

と整理をされて、私はするべきだと思いますし、前回の住宅貸し付けの問題については有

利な起債があったから、２億円程度、これを解消して、特別会計を整理をしたというふう

な私も記憶があるんですけども、財政課長ともいろいろ協議するんですけど、なかなか有

利な起債がない。しかしながら、いつまでもこれ、何十年間も引きずっておって、本当に

これが好ましいのかなというのは私は疑義があるわけですよね。今おっしゃったように、

やはりこういうようなものは早急的にある程度収支のバランスをとるような形で、今、機

器の撤去をして、平面駐車をして、米子駅のＪＲ南北自由通路のオープンと同時にその辺

の収入も見込めるということも想定はされるんですけれども、やはり抜本的な事務手法を

改める私はもう時期に来ておるんではないかなというふうに思いますので、これは強く指

摘しておきたいと思います。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 今、戸田委員から言われた貸付金の問題で、決算書の明細書を見てると、補

正予算で３，４００万組まれておって、不用額が２,６００万になっているんですね。こう

いうことを考えてみると、一般財源からの貸し付けをする理由があったんだろうかという

ふうにも読み取れるんですが、これはどういうことなんでしょうか。 

○稲田分科会長 角課長補佐。 

○角建設企画課長補佐兼総務担当課長補佐 不用額の補正内容というところについて、確

認をさせていただけたらと思うんですけれども、よろしいでしょうか。 

○稲田分科会長 附属資料の１４６ページ。 

○遠藤委員 １４５ページから１４６ページ。 

○稲田分科会長 １４６ページの一番右側の不用額の、項目としては駐車場管理費。 

○遠藤委員 特別会計の中に２,６００万円の不用額。 

○稲田分科会長 一番上のところでいいですね。 

 １４６ページにございます、これは平成３０年度決算附属資料の１４６ページ、不用額

の欄がございます。１款駐車場費のところで不用額が２，６８７万９，１３３円あります

ので、このことについての説明をお願いします。 



－6－ 

 角課長補佐。 

○角建設企画課長補佐兼総務担当課長補佐 失礼いたしました。ありがとうございました。 

 ２,６００万円の不用額についてでございますけれども、これは決算附属資料の１４５ペ

ージから１４６ページにかけまして、款項目でいいますと、１款１項２目の駐車場整備費

というのがございます。こちらのほうで１,５２４万５,０００円上がっております。今回、

地下駐車場の整備事業といたしまして、平成３０年度、そして平成３１年度、令和元年度

にかけて、２カ年度の事業で、単年度ごとの事業費で事業を進めておりまして、そのうち

３０年度の地下駐車場部分の工事請負費、これの減が主なものでございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 減になっとるけど、僕が今聞いておるのは、一般会計から貸付金として載っ

とるのが３,１００万でしょう。補正では３,４００万になっとるけども。トータルでいう

と３,１００万だな。だけど不用額が２,６００万出ておるということは、一般会計で貸し

付ける必要の理由が見えなかったんじゃないかというのが、トータルで見るとそうなっち

ゃう。貸し付けの理由が見えないよ、これでは。足らないから３,０００万出して、決算し

たら不用額もなくて、それを下回ったというならまだいいけど、だけど２,６００万という

か、３,０００万、一般会計から貸し付けしちょいて、２,６００万余るという予算の組み

方は妥当なのか。 

○稲田分科会長 角課長補佐。 

○角建設企画課長補佐兼総務担当課長補佐 ３０年度の決算収支を見た際に、駐輪場部分

というもの、冒頭にも説明をさせていただきましたが、駐車場事業特別会計の中には地下

駐車場事業と万能町、そして駐輪場事業の３本柱がございますけども、これのうちの駐輪

場部分といいますのが、予算上、特別会計ではあるんですけれども、決算をする際に、全

国的な自治体を比較する際に使用します普通会計というのがございます。この駐車場事業

特別会計のうち駐輪場部分はこの普通会計に該当しますことから、切り離してといいます

か、別に考えているところがございまして、今回、３０年度決算をしたときに、駐輪場部

分の収支を見たときに、累積の赤字も含めまして３,０００万円程度あったというところか

ら、一般会計からの繰り入れという形になったものでございます。それで、結果としまし

て、全体の特別会計で見ますと、収支が黒字というような格好になっておりますので、今、

遠藤委員さん御指摘いただいたような傾向が見えるかと思われます。以上でございます。 

○稲田分科会長 では、３１２番は終わります。 

 次に移ります。決算附属資料１５１ページ、市営墓地事業特別会計、墓地管理手数料。 

 遠藤委員。 

○遠藤委員 未済額ですね。これは件数と額について説明をいただけますか。 

○稲田分科会長 伊達建設企画課長。 

○伊達建設企画課長 平成３０年度の墓地管理手数料に係る収入未済額の件数と額につ

いてでございます。全体で５２８件、１４５万７,３４０円です。内訳についてですが、平

成３０年度の管理料、これが５４件、１５万５,６９０円、それから、平成２９年度までの

滞納繰越分、これが４７４件、１０３万１,６５０円となっております。 

 なお、墓地ごとの内訳につきましてですが、まず、北公園墓地でございます。全体で８

２件、３０万６,３６０円。さらに、そのうち平成３０年度の管理料のほうが１１件、４万
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４２０円、滞納繰越分につきましては、７１件、２６万５,９４０円。次に、南公園墓地に

ついてでございます。４４２件、１１４万６,９８０円。内訳は、管理料のほうが４３件、

１１万５,２７０円、滞納繰越分につきましては、３９９件、１０３万１,７１０円でござ

います。最後に、淀江墓苑でございます。４件、４,０００円でございます。平成３０年度

の管理料の未収額はございません。２９年度までの滞納繰越分につきましては、４件、４,

０００円でございます。以上でございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 北公園墓地、南公園墓地、管理料は１件幾らですか。 

○稲田分科会長 角課長補佐。 

○角建設企画課長補佐兼総務担当課長補佐 管理料についてのお問い合わせでございま

すけれども、まず、南公園ですが、南公園は墓地の区画によって一部管理料が異なるもの

はありますけれども、区画によりまして大体一番安いものが１,７２０円、一番高いものが

４,３００円となっております。続いて、北公園墓地でございますが、金額が２種類ありま

して、３,４４０円と４,３００円。淀江墓苑につきましては、１,０３０円、このようにな

っております。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 これ、滞納になっている皆さんの理由はどういうことですか。 

○稲田分科会長 伊達課長。 

○伊達建設企画課長 滞納の理由ということでございますが、使用者が所在不明、または

使用者が死亡していることなどが挙げられます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 その所在不明、死亡されているという方々に対する滞納はどういうふうに処

理されるんですか。 

○稲田分科会長 伊達課長。 

○伊達建設企画課長 通常は、管理料の納付がないものについては、督促状を送付した上

で、さらに納付のないものについては、年度内に２度、催告状を送付しております。電話

番号とか連絡先がわかるものにつきましては、電話による催告も都度行っております。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 所在不明で死亡された方は、電話をかけられなきゃ、催告状を送っても届か

ないんと違うの。届くかいな。 

○稲田分科会長 角課長補佐。 

○角建設企画課長補佐兼総務担当課長補佐 死亡された方ですとか所在不明の連絡のと

り方といいますか、滞納処分の連絡のとり方ですけれども、親族調査を行いまして、その

親族の方に文書を送付というか、管理料を送付したりしているところでございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 親族の方に送るということは、相続権があるということでやっておられるわ

け。そしてその親族の方は、相続権を持っとるけん、ほんならどうのこうのということで

対応しておられるわけ。 

○稲田分科会長 角課長補佐。 

○角建設企画課長補佐兼総務担当課長補佐 親族権ということでございますけれども、実
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際、使用者、例えば固定資産税とか、そういうものとはちょっと異なっておりまして、相

続とかというものはないんですけれども、その使用者、次に使われる使用者という方を探

す上で、親族調査を行っているものでございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 聞いておるのは、亡くなっておる方と、それから所在が不明の方が滞納にな

っておって、次、そのところを使っていただく方を調べておりますということは話が違う

じゃない、僕が聞いておるのは。滞納があって亡くなった方や所在不明の方に対しての滞

納はどう処理するんですかと聞いておる。そうすると、親族の方に連絡しておりますと言

われるけど、親族の方は相続権がありますかと聞いたわけです。だけどそうじゃなくして、

その後を使っていただける人を探すために電話しておりますという話になっちゃう。全然

つじつまが合わんで、これ。 

○稲田分科会長 伊達課長。 

○伊達建設企画課長 死亡している方なんですけど、親族調査を行いまして、その親族に

対して承継の手続をしていただくように働きかけておるところでございます。連絡がとれ

ない場合というのもございます。そういったときには、入り口に看板立てて連絡してもら

うように促しているというようなことも行っているところでございまして、とにかく親族

調査を行って、承継、それから、そういった親族の方に連絡をとらせていただいて、何と

か承継してもらって払っていただくというところで連絡しておるところでございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 直接面談というか、家庭を訪問されて親族の方に会っておられるんですか。

僕はなぜこれにこだわるかというと、以前の決算委員会でも取り上げたことがあるんだけ

ども、ただ通告をしております、書類を送っております、電話をかけておりますだけにと

どまっとっただ、この業務。金額が安いからということで、そういう簡便な扱いかどうか

は知らないけども、いっても公金ですからね。ただ一方通行の、連絡ほどしました、だけ

ど返事が来ませんでした、だけど滞納が残りました、こういう結果が起こっとるんじゃな

いかと私は心配しております。直接行ってその親族の方に面談をして、今言われたように

手続をしていただけますかということがあって、手続しますということになったのか。電

話ほどしちょうもんだけん、そこら辺の話までまだしちょうませんと、こういうことなの

か。僕はここのとこが非常にひっかかるんですよ。多分これだけの件数の内容ですから、

例えば南公園墓地、３９９件でしょう。家にすると３９９軒の家なんです、これ。北公園

墓地、私も利用させてもらっているけど、７１件。これ直接会ってね、この金額でだめだ

と言われる方がおられるんだろうか。例えば親族が、そぎゃんことを、迷惑かけておりま

すかいなと、ほんなら私が立てかえておきますわとか、それから、もう亡くなりましたけ

ん、今回、滞納はうちが払っておきますけど、もう契約を解除していただけませんかとか、

会うとそういう話ができるんじゃないかと私は思うんだけれども、そういう直接面談をし

た上でこういう処理になってくるんですか。 

○稲田分科会長 角課長補佐。 

○角建設企画課長補佐兼総務担当課長補佐 今御指摘のありました面談につきましては、

現時点ではできてないところでございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 



－9－ 

○遠藤委員 僕は、できてないじゃなくて、やっぱりそういうところまできちんと仕事と

いうものはしていただかないと、ただ数字的に、決算したらこれだけの滞納が残っており

ますけん、報告しておきますということじゃ議会は通らんよ。これははっきり申し上げて

おきますけども。そういう点については十分に滞納に対する対応についてはきちんと領分

を果たしていくような体制をとってもらって、行動で示してもらいたい。このことを指摘

しておきます。 

 それとね、委員長。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 この滞納が、今、所在不明とか死亡とかということで言われておるんですけ

ども、４,３００円、私、毎年通知いただくんですよ、封筒でね。その中に僕は工夫する方

法があるんじゃないかと思う。例えば、今、私なんかもそうなんだけども、恥ずかしい話

だけど、墓を守る子どもがおらんだ。そうするとね、自分の代で始末しちょかんと、それ

こそこういう迷惑かけることになる。いわゆる終活計画というかな、最近はやりの。今、

本当に深刻な状態が墓地の関係で出てますよ。そうするとね、この滞納になっている皆さ

ん方も含めて、あるいは現在払っておられる方も含めて、そういう方々の状況というのは

多分存在していると思うんです。そうすると、送り状の料金のお知らせの中にね、お願い

事項というような形でもいいから文書を残して、例えば今後とも継続して御利用いただけ

ますかとか、継続して御利用できない場合については、あらかじめ契約を返上していただ

けませんかとか、解消しませんかとか、そういうようなことを一つ載せて、そしてやっぱ

り毎年案内をするということも僕は一つの方法じゃないかと思うけど、こういう整理する

ために。相手に対しては失礼で、その権利を放棄しなさいと言っているわけじゃなくて、

結果的にこういうことが起こると、いざ亡くなられたときには大変手間がかかるんです。

例えば亡くなられた場合には速やかにお願いしたいとか、極端に言えば、もうお亡くなり

になるような状況であったならば、前もって連絡してくださいとかいうようなことも含め

て、丁寧に相手方に連絡をする、そういった情報を提供しておくという工夫も僕は必要じ

ゃないかと思うんですけど、どうなんでしょうかね。 

○稲田分科会長 伊達課長。 

○伊達建設企画課長 大変参考になる御提案をいただきました。生き死ににかかわること

なので、失礼にならない文面、こういったものを今後考えて、そういった納付書というん

ですか、そういったものを送るときにそういった文書を同封する、そういったことを今後

考えさせていただきたいと思っております。 

 それからあと、滞納者の親族に出会わないか、ちょっと一つ前の質問でございますけれ

ども、やはり親族さんというのは全国に散らばっておられまして、非常に遠方の方もおら

れます。そういった方で、一つ一つになるとちょっと旅費とか、そういったこともござい

ますので、そういったことも考えながら、今後、近所の方、すぐ出会えるような方、こう

いった方はちょっと出会ってお話でもするようなことを今後考えさせていただきたいとい

うことで思います。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 整理しておきます。相続権はないでしょう、この場合は。でしょう。そうす

ると、親族を拾い上げてみたって、これ、相続権がないのにどうしようもない、逆に言え
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ば。だからそういうこといって、今申し上げたように、例えばその中で、よく在宅介護の

関係で、一番最初に通報する人は誰ですかということで必ず言うじゃないですか。例えば

この墓の場合も、だけん一番最初にそういう責任を持ってもらうというか、話のできる相

手はどなたさんですかということを決めておいたがええと思うよ、僕は。というようなこ

とを含めて、もう少し管理の中身を工夫してもらいたい。このことを指摘しておきます。 

○稲田分科会長 ほか、この項目、よろしいですね。 

 次に参ります。次は、冒頭、諮って、遠藤委員から申し入れの部分ですね。市道の認定

と管理について。 

 遠藤委員。 

○遠藤委員 発言通告を漏らしておって、追加させてもらって、御理解をいただいて、感

謝いたします。 

 そこで伺いますけども、平成３０年度の市道認定と廃止の件数、これわかりますか。 

○稲田分科会長 伊達課長。 

○伊達建設企画課長 ３０年度の市道認定と廃止の件数でございますが、認定につきまし

ては１８件の議決をいただいております。廃止については１件の議決をいただいておりま

す。以上です。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 次に伺いますけども、この市道認定をする場合に、米子市には市道認定基準

という規定を設けていらっしゃいますか。 

○稲田分科会長 伊達課長。 

○伊達建設企画課長 市道認定の基準でございますが、市道認定基準というものは設けて

おります。 

○遠藤委員 ある。 

○伊達建設企画課長 ございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 それは市民なり議会はどうして知る方法がありますか。 

○稲田分科会長 伊達課長。 

○伊達建設企画課長 ちょっと今、公表というか、隠すものではないんですけれども、一

般市民さんとかに見れるかどうかというのはちょっと今承知しておりませんので、確認を

またさせていただきたいと思います。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 これね、僕は重大なことだと思うんですよ。市道認定基準というのは議会に

も示されないし、市議会も知る由がない。ましてや市民の方はなおさらわからない。しか

し、業務としては市道認定いたします。何に基づいてやっている、自分たちの懐の中にあ

ります。これで本当に公正な業務ができるんですか。各インターネットで探してみました。

米子市、出てきません。米子市が出てくるのは、市道関係では占有権の問題だけです。他

の自治体見るとね、みんな表が一面にだあっと出てくるんですよ、市道認定基準。この違

いというのは何ですか。 

○稲田分科会長 伊達課長。 

○伊達建設企画課長 質問の答えになってないかもしれませんけれども、隠すものではご
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ざいません。聞かれればお答えをしておるというところでございますので、広く皆様に御

周知できるよう、今後ちょっと検討というか、ホームページに載せるとか、そういったよ

うなことを考えさせていただきたいと思います。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 これね、道路法を御存じだと思いますよね。道路法において市町村道という

道路区分があって、その市町村道を決めるのは市町村長が決める、こう定めてありますよ

ね。それをきちんと内部的に事務手続をするために、市道認定基準が存在するんじゃない

ですか。そういうことになってくると、僕は公表されるべきものだと思いますよ。いうこ

とを指摘しておきます。 

 もう１点は、市道認定に関する要綱、市道認定基準だけでなしに、その全体をさらにく

くっていく市道認定、事務的な流れというものを含めた位置づけの要綱、これなんかもつ

くっている自治体があるんです。米子市はこれもないですね、要綱も。 

○稲田分科会長 伊達課長。 

○伊達建設企画課長 要綱はございません。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 僕はあわせたものだと思ってます、要綱と市道認定基準。それはぜひ公文書

として僕は確立してほしい。そのことは何を今度は指すかといいますと、この市道認定基

準の中に道路用地の規定が入るんですよ。道路用地の規定が定めてある。どこの自治体見

てもこれがみんな入っている。そこはどこから出てくるかというと、道路法の私権の制限、

第４条、これがあるために市道認定基準にこの道路の用地についての規定をさらに具体的

に定めている。こういう流れになっているんです。そうするとね、私権の制限、これが道

路認定をするときに重要な役割を果たすんです。ですよね。今まで１８件の中で、平成３

０年度ありましたけど、認定した分が、まさか所有権が残った認定というのはないでしょ

うね。 

○稲田分科会長 伊達課長。 

○伊達建設企画課長 これは多分残ったというか、多分民地か何かで残った、米子市以外

の土地で残ったということだということでお答えさせていただきますけども、全て米子市

に帰属、寄附をしていただいておる土地でございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 そこでね、もう１点伺いますけども、市道に対して、これは予算全体会で副

市長とやりとりした部分なんだけども、市道認定した市道に借地料を払っている経緯があ

りますよね。これは僕は不当じゃないかなと言ったけど、副市長は不当ではないという発

言をしてますけども、道路法から見て、今言った市道基準から見たときには、これは明ら

かに違法行為に入るんじゃないかと私は理解するんですが、どういう見解ですか。 

○稲田分科会長 錦織都市整備部長。 

○錦織都市整備部長 今の市道の借地のことでございますけれども、議員さんがおっしゃ

られるとおり、第４条のほうでは私権の制限という形で規定されております。これについ

ては当然、その条文があるということにつきましては、借地、そういったところの使用す

る権限の取得、こういったところも含んでいるというところで考えております。それで、

経緯といたしましては、市道認定の供用開始告示する際にはやっぱりその土地所有者の方
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の承諾を受ける必要がございますので、市としては、借地という形で使用する権限を確保

いたしましてやっているというところでございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 部長ね、それが間違っていると。道路法で、今、第４条で私権の制限を確認

されましたよね。この私権の制限ということはどういう意味を指していますか。どう理解

されていらっしゃいますか。 

○稲田分科会長 錦織部長。 

○錦織都市整備部長 この条文のとおりでございまして、道路を構成する敷地、支壁その

他の物件につきましては、私権を行使することができない。ただし、所有権を移転し、ま

たは抵当権を設定し、もしくは移転することについては妨げないという形でございますの

で、それ以外のものについては制限されるというところで考えております。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 説明になってない。私権の制限とは何ですかと、具体的に。 

○稲田分科会長 錦織部長。 

○錦織都市整備部長 例えばその土地を使って使用収益とかされるような、そういったと

ころの権利が制限されているというところだと思います。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 最高裁判例を皆さんにお配りしていると思います。目を通してもらいたいと

思いますが、最高裁の判例では、昭和４１年でございます。道路の所有権を持つ人が、敷

地の所有権を持つ人が土地収益権を主張することはできないと、道路管理者に対して。こ

ういうことが最高裁で確定しているんですよね。これは確認できますか。 

○稲田分科会長 錦織部長。 

○錦織都市整備部長 議員のほうから提供いただきました資料を見させていただいたと

ころでございます。これにつきましては、道路供用開始以降に所有権を取得されました第

三者の方が、要は使用収益権の行使が妨げられているということを理由として損害賠償を

求められたというものだと思います。これにつきましては、道路法の規定に基づき私権の

行使を制限された状態において土地所有権を取得したものにすぎず、被告人に対し損害賠

償請求権を有するものでない旨、判断したことについては正当として是認するという形の

ことになっておりまして、上告が棄却されたというところで理解しております。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 そうするとね、借地しているという今の現状という考え方自身が僕は間違っ

ていたと思う、この法律からいくと。市道認定という道路法に基づいてやった場合には、

例えばその根の部分に当たる権限が存在をしておっても、その方とは当然に了解をとって

市道認定したわけですから、その方も理解をしていただいたという前提になると思うんで

すよね。そうすると、その方が収益権を主張することはできないと、こういうふうに裁判

で決まっていると思うんですよ。そうなってくると、契約をしますという行為自身が無効

になるんじゃないですか。収益権が認められないのに契約をしますということになっちゃ

うと、収益権を逆に言うと認めた形の契約になってしまう。こういう理屈が出てくるんじ

ゃないですか、と思いますよ。 

○稲田分科会長 錦織部長。 
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○錦織都市整備部長 遠藤委員さんから御提供いただいた裁判等の資料でございますけ

れど、この中に、道路法に定める道路を開設するためには、原則として、まず路線の指定

または認定があり、道路管理者において道路の区域を決定し、その敷地等の上に所有権そ

の他の権限を取得し、必要な工事を行って道路としての形態を整え、さらに供用開始手続

に及ぶことを必要とするものであるということがございますので、当然そういった所有権

その他の権限を取得するということは前提になってくるということで考えております。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 聞いていることとつじつまが合わん。所有権を取得するためということは当

然のことだと思いますよね、これは道路法に基づいてやった場合は。今言った市道認定基

準を設けた場合には当然それはみんな入っとるわけ。要らんことが起きないようにという、

整理をしてかからないけませんよということの定めがあるわけだ。だけども一旦道路認定

してしまうと、市道認定してしまっちゃうと、その所有権が例えば存在しとったとしても、

その人は土地の収益権を主張することができないと、こういう法律の定めでしょう。裁判

の結果でしょう。それは理解できるでしょう。 

○稲田分科会長 錦織部長。 

○錦織都市整備部長 御提供いただいているこの使用収益権の行使が妨げられているこ

とを理由として損害賠償をできないというところは理解しております。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 私は、米子市が借地料で軽減します、用地を取得します、こういう議論を何

遍もやってきたけども、用地を取得する理由はないんですよ、もっと言えば。土地所有権

の主張ができないんですから。だから今の道路認定したまんまでずっといけばいいんです

よ、廃止せん限りは。だから契約を結ぶ必要もないんですよ。そのことを法令は言ってい

るんじゃないんですか。だけどそれに対して借地契約をいたしました、借地料払わないけ

ませんというふうなことがなぜ続いておるのかということが僕は問題だと思うんです。昔

からあったことだけん、引き継いでおりますよでは事は済まされないと思います。法律の

流れから見ると、２６年ですか、新しい法律が誕生したのが、道路法の関係で。そういう

流れはわかりますけども、それ以前にあったもんだけじゃなくて、４６年ごろでしょう、

この市道認定したのは、米子市が。新法に基づいた認定なんですよ。そうすると、新法違

反なんですよ。新法では認めてないんですよ。私権の制限をちゃんとかけているんです。

だから今言ったような流れが出てくるんじゃないですかと。そうすると、今まであったこ

とだと、だから仕方がないじゃないんじゃないですかと。契約をすることも借地料を払う

ことも、この法律に基づいて整理をしていく。だから用地買収して余分な金をかけること

もないんですよ、これ。新しく市道認定するのは別ですよ、これは。今しているところに

権限が存在しておることについて、買収しなきゃならないといったことは、なくても市道

としてやっていけるということじゃないですか、これ。 

○稲田分科会長 伊澤副市長。 

○伊澤副市長 今、担当部長のほうからもお答えいたしましたが、委員がお示しされてい

る判例というのは、重ねて申し上げますが、現所有者から道路認定後に所有権が移転し、

その移転した道路認定時には所有者でなかった第三者が道路法の規定に基づいて私権が制

限されていることをもって、損害を受けているから損害賠償を請求するという請求に対し
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て、その損害賠償は認めないと認めた判例であります。このことをまず押さえていただき

たいと思います。 

 道路としてまず民地を使うという段階で、道路認定の一番最初の時点、道路として使用

し始める最初の段階ですけど、これは当然何らかの権原を持たなければ、勝手に民地を道

路にすることができないということはもう当然であります。議場でもお答えしましたが、

現在であれば、あるいは昔もそうかもしれませんが、通常は用地買収という形で買収をし

て、そして永久的なといいましょうか、所有権を市が取得して、そこを道路にするという

形で行われるのが通例ですし、それが望ましい姿、通常ある姿だと思います。 

 しかし、今回問題になっている案件につきましては、そういった意味で、あるべき姿で

はない姿になっているということはそのとおりだと思います。ただ、一方で、道路法自体

も、先ほど条文を読み上げていただきましたが、その後の所有権は否定していないという

ことからわかるように、所有権を必ずしも用地買収等で道路設置者が取得しなくても、そ

の他の権原、具体的に言うと借地権等を取得して道路を敷設するということもあり得ると

いうことを法上も想定しているわけであります。一番最初の権原を取得する際の賃貸借契

約、あるいはそれに引き続くような賃貸借契約までを全て無効だと、そういったものは成

立しないんだということを定めているものではないということだと我々は理解しておりま

すし、ただ、繰り返し申し上げますが、本来あるべき姿ではないというふうに思いますの

で、かねてからもお答えしておりますが、この解消に向けて地権者の方に買い取らせてい

ただくように交渉をしておると。そして、実は、３月議会にたしか議員から同じような御

指摘を受けたような気がしております。その後も精力的に交渉するように指示をして、ま

だわずかでありますけども、案件が動き始めている案件もございますので、引き続き地権

者の方に買い取らせていただくように交渉を重ねて、買い取りしたい、このように考えて

おります。以上です。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 ここだけ時間をとってもいけませんけど、副市長ね、僕はもう少し判例なり

含めて整理して、議会に対する説明、もちろん市民に対する説明なりもしてほしいと思う。

今の副市長の理解はね、僕は納得できないですね。当局から私にいただいた私権の制限と

いうこの道路の、これは判例集なのか行政事例集なのかわからんけども、こう書いてある

んですよ。今、副市長がおっしゃったように、供用開始が有効であれば、公用制限はそこ

の権原の有無にかかわらず、道路管理者による公用廃止がない限りなくならないから、道

路を廃止する意味での返還の訴訟において認められることはないと言ってよいだろう、こ

ういうふうにも、当時のこれは大審院判決、こういうものが載っておるんですよ。そうす

ると、今おっしゃったように、借地権というものを含めて道路認定をしますという行為自

身がおかしな話になるんですよ。道路認定するというのは、所有権を含めて、本来なら全

部これは収用というか取得してやる問題であって、土地所有権を、借地契約するというこ

とは、そういう所有権が存在するから契約することになるんじゃないですか。だけど中に

はそういう経過があって残っておるかもしれんけど、道路認定してしまった以上はもう私

権の制限がかかると法に書いてあるわけですから、それをあえて既存のものに合わせただ

けの解釈をするというのは、僕はおかしいと思いますよ、これ。 

 だから、委員長ね、ここで２人で議論しておっても始まらんけども、これはやっぱり当
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局に対して、この辺の法的解釈を含めて、きちんとした事実関係を含めて、法令の判例を

含めた、整理してもらった上で、議会に提出を求めたい。このことを指摘しておきたいと

思います。 

（「関連でちょっと聞いてみます。」と矢倉委員） 

○稲田分科会長 矢倉委員。 

○矢倉委員 何年ごろに計画しただ。何メーター道路。 

○稲田分科会長 伊達課長。 

○伊達建設企画課長 借地契約のことでありますけども、４路線ございまして、錦町２丁

目２号線、これが昭和４８年２月２８日、それからあと、錦町２丁目３号線及び上新印上

赤井手線というのが先ほどと同じように昭和４８年４月１日でございます。もう１路線、

朝日町公園線というのがございまして、これが昭和３６年７月１日に契約をしております。 

○稲田分科会長 矢倉委員。 

○矢倉委員 何メーター道路。 

○稲田分科会長 伊達課長。 

○伊達建設企画課長 ４メーター道路です。 

○稲田分科会長 矢倉委員。 

○矢倉委員 皆さんわかっておると思うけど、法以前の問題でね、皆さんも、私はもう長

い議員生活しちょうけど、それはもう頑として譲らんかったんじゃないでしょうかね。私、

いつぞやのときに大ベテランに本会議で言われたけど、それは絶対だめだということで、

私も自治会長としても絶対それはだめだと言って、４メーター道路でしょう。寄附しなか

ったらできないということで言ってきたわけだけど、だけんこういうものはね、今言われ

たけども、絶対これはもう今後認められませんので、市としてもこれは改善するようにや

っておりますけどと言わないと、地域ががたがたになってしまうで。わしゃ知らんかった

からあれだけども、これまでもいっぱい要望があってきたけど頑として譲らんかって、４

メーター道路させてきたわけだけんな。それはできないということだった、絶対に。もう

以前にそういう申し合わせになっているからということで、ずっと。今聞いとって、地元

に怒られるような話だがん、これは法以前の問題だけん、やってもらったら地域社会が     

がめちゃくちゃになってしまうよ。 

○稲田分科会長 伊澤副市長。 

○伊澤副市長 委員のほうからも御指摘がありましたが、改めて整理してお示ししたいと

思いますし、そして、法律の専門家、あるいは国の見解も確認したいと思います。 

 今、矢倉委員からも話がありまして、先ほどの答弁、少し誤解を生んだと思いますが、

今回問題になっている土地は、いずれも戦前から借地で、いろんな経過があって、実は市

に残っている台帳等で追いかけれる原契約が昭和４８年だということを今申し上げたんで

すけど、その前もあって、どうも戦前からそういったことが続いていたということがうか

がわれます。ちょっと確実にどこまで歴史を追いかけれるかというのはありますし、その

途中で農地法の国の買い上げといったようなものにもかかったといったような記録もあり

ますので、非常に歴史があるといいましょうか、歴史を重ねていることも考えられます。 

 ただ、いずれにしても、問題を解決しなければいけません。解決しなければならないと

いうことは我々もそのように認識しておりますので、ただ、その前提として、現在の法律
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関係がどうなっていて、そしてこれからどうするのかということをきちんと整理して、ま

た議会のほうに御説明したいと思います。以上です。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 副市長ね、過去のことが続いているという話もわからんでもないけど、例え

ば、今、矢倉さんがおっしゃったように、今、私も気がついたんだけれども、市道に認定

するため、４メーター最低幅員が必要ですよという条件がついているんですよね、今でも

ね。そうすると、過去に寄附された人が、それで市道認定という市道になって寄附された

人がおられて、本当に所有権を全部登録しているかというのを私は聞きたい。財産登録。

寄附を受けて書類は整っとるけども、それを本当に全部財産登記は済んでいるんですかと

いうことの中身があるんですよ。これ全部できてないでしょう、寄附してもらったやつ、

財産登記が。そうするとね、今の議論をしちゃうと、これほんなら借地料を請求するわっ

ていったらどうするの、これ。こういうことにもつながってくると思うんです、私は。知

恵を与えることはないんだけども、寄附していただいたものが財産登記になってない件数

があるんですよ、かなり、旧市内に。皆さん方、台帳を見てもらえばわかると思う。そう

すると、市の財産になってませんから、寄附はしてもらっても、所有権残っちゃっている

んですよ、相手に。そうすると、それをもって借地契約して、開き直られたらどうするの。

寄附するって書類がありません。だって所有権がほかに残っとるだもん。こんなやりとり

が起きるんですよ。いうこともあるんで、僕は道路法の解釈を間違えちゃうと大変なこと

になると思うんですよ、これ。これを申し上げておきます。 

○稲田分科会長 矢倉委員。 

○矢倉委員 今、副市長が言われたように、旧法なら旧法で、あったもんだとはっきりと

図面に出しておかないと。旧法でなんていったらなかなか難しいところもそれはあるわけ

で、相続権でも何でもそうだけど、それをきちっと分けてやっぱり答弁していただかんと

誤解を生んでしまうと思う。以上です。 

○稲田分科会長 じゃあ次に進みます。説明書１５８ページ、番号３１６番、都市公園管

理事業について、こちら、この順番に沿っていかせてください。 

 戸田委員。 

○戸田委員 都市公園等の維持管理についてですけど、これは私どもの田村委員が本会議

でいろいろと議論しておるわけですけれども、まずもって、今の都市公園だ、近隣公園だ、

街区公園だ、緑地だというそのすみ分けがなかなか住民の方々には理解できない部分がい

っぱいある。その辺の住民に理解していただくための手法ですよね。例えば立て札をする

かとか、そういうふうな対策というのは全く考えておられませんか。今の現状と考え方を

ちょっと伺っておきたいと思います。 

○稲田分科会長 福住都市整備課長。 

○福住都市整備部次長兼都市整備課長 都市公園と緑地公園というのがわかりづらいと

いう御質問ですけども、都市公園と緑地公園につきましては、都市整備課所管の公園は、

大きなもので弓ヶ浜公園、湊山公園、海浜公園などの比較的大きい近隣公園と、それから、

地域の住民の方が利用されます街区公園などがございます。それから、緑地につきまして

は、今、民間宅地の開発とか、それから区画整理事業などにより、法に基づき設置された

広場を緑地として管理をいたしております。 
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 都市公園も緑地についても都市整備部の管理であることから、連絡方法などについても

検討していきたいというふうに思っておりまして、今、委員さん言われました、公園に公

園名を書いた柱というですか、公園についてはそういう表示するものがあるんですけども、

緑地についてはございませんので、その緑地について、どういう表示の仕方がいいのかと

いうのも含めてちょっと検討してみたいというふうに思っております。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 それでね、私も連合会長をしておって、公民館長さんもかわられた。それで、

連合会長さんもかわられて、経緯がなかなかわかりにくい。今、各公園にそういう標識と

いいますか、そういうものもいいんですけども、各公民館に、各連合会、連合自治会単位

の中でそれぞれの緑地公園がいろいろあると思う。そういうふうな情報提供をきちっとさ

れて、管理をしていくというような考え方はないんですか。そういうふうな、やはり住民

の方からどこに行くかって、市には行かない。まず公民館に行って、草がぼうぼうになっ

とるが、どうなっとうだと、ここは誰が管理するんですかというような、先般も、私、１

週間ほど前にも伺って、実はこうこうこうですよって説明したんですけど、そういうふう

な対応方というのは考えておられませんか。 

○稲田分科会長 福住都市整備課長。 

○福住都市整備部次長兼都市整備課長 今の公民館単位での公園なり緑地、それから、委

員さん今言われませんでしたけども、先月の委員会で、今の遊園地や子どもの広場という

ふうなものも含まれているかというふうに思います。それで、今、うちの中で、都市整備

部の中で、今の公園、近隣公園、大規模公園、街区公園、それと今の子どもの遊び場と遊

園地をプロットした図面をつくっておりまして、その今の図面をどういう、公民館なのか

連合会なのか、どういうふうな形でお示しするのがいいのかというのもまた、連合会なの

か、公民館、ちょっと協議をさせていただきたいというふうに思っております。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 私ね、この間も公民館に出向きました。私の経験則の中で説明をして理解し

ていただいたんですが、現地へ運んでみたら、やはり草ぼうぼうで、管理者が全くわから

ないという状況なもんですから、公民館長さんも連合会長もその都度かわっていく。その

辺の情報がきちっと伝わらない。そうなれば、管理する状況の中で、やはりそういうふう

な書類をまとめられて、わざわざ一々都市整備部に電話入れて、これはどこの管理ですか、

誰ですかというのは、私はいけないのではないかなと、住民サービスにはなっておらない

じゃないかなというふうに思います。 

 遊具の問題については触れません。先般も言いましたので。窓口一元化はどうかという

ふうに思っておるんですが、その辺のところを要望しておきたいなと思いますが、もう１

点、区画整理事業で残った残地がいっぱいあるんです。私たちも自治会にいっぱいあるん

ですけれど、先般もボランティアで刈りました。草刈りを。これ、自治会でボランティア

で毎年年２回刈っておるんですけど、私の家の近くもすぐ家内と２人で刈ったんですが、

この対応は誰がするんですか。その辺のとこをまず伺っておきたいなと。 

○稲田分科会長 福住課長。 

○福住都市整備部次長兼都市整備課長 開発なり区画整理事業でできた法で定めた緑地

につきましては、今現在、指定管理者で草刈り等をするということになっております。 
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○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 指定管理者で刈っておる。私、指定管理者さんが刈っておるとこを見たこと

がないよ。正直言って、うちの近所も４カ所ぐらいあります。これほとんど自治会で刈っ

ておるんです。これね、自治会で刈っておるんですけど、自治会も高齢化してしまって、

自治会のボランティアがなかなか仰げない。そういう現状を皆さん方は承知しておられま

すかね。それで、私も家内と２人、よく刈るんですけれども、先般は隣の方が、御婦人が

一人で刈っておられた。ずっと１日かかって。苦情があってから草刈りをされるというの

を、私、よく仄聞するんです。指定管理者ですよ。いや、直接これ自治会の単位ですよ。

区画整理は緑地ですので誰々です。しかしながら、苦情があってようやく草を刈るという

ような状況では私はいかんのではないかなと思うんですが、改めてその辺の管理をどのよ

うにされておるか、集中管理しとるのか、その辺をちょっと伺っておきたい。 

○稲田分科会長 錦織都市整備部長。 

○錦織都市整備部長 今の緑地につきましては、指定管理者のほうで、年１回ですけれど

も、除草を行っているということでございまして、ただ、１回ではちょっとまたすぐ伸び

ますので、ですけれども、緑地が１６０カ所ぐらいあるということで、今のところは年１

回除草をさせていただいておるというところでございます。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 あのね、私、指定管理者に丸投げしておられるかどうか、私はそこの辺のと

ころはよく理解できんだけど、本当にその辺を刈っておられるかどうかというのを担当者

の方も巡回パトロールか何かしておられる。ほとんど刈ってないよ、私たちのところは。

だから年１回刈っておられることを言われるけれども、なかなかその辺のところが私は理

解できない部分がいっぱいある。私たちが刈ってしまったけん、刈らんでもいいわって帰

られた例も私は結構あると思うんですよ。日報、月報、それが出てくるんでしょうから、

そこで確認をされておると思いますけれども、やはり今、先ほども言ったように、住民の

方々が従来どおりなかなか協力を得られない、高齢化してこられて。私ども自治会やちも

約１００軒あったんですが、今は７０軒です。だんだんだんだんそういうふうな高齢化な

り、今の自治会を脱会されるのがいっぱい出てこられる。そうした中で、やはり協力とい

うような態勢というのはなかなかこれからは望めんだろうなというふうに思うんですよ。

だからある程度もう１回その辺の都市公園というか、緑地とか、そういうふうな管理の問

題については十分に検証されて、今後、指定管理者にまた、いつですか、指定管理者の、

わかりませんけれども、その辺の発注なり、そういう内容についての十分に検討をいただ

きたいというふうに思います。これは要望しておきたいと思います。 

○稲田分科会長 同じ項目。 

 前原委員。 

○前原委員 ちょっとかぶってしまうので、違うほうから言いたいと思いますけども、８

月の委員会の中で、自治会長さんにアンケートをとったということで、アンケートが集ま

ってましたけども、これは全て市民ニーズとして反映されるのかなというちょっと疑問が

ありまして、やはり先ほども話がありましたように、自治会に加入されてない方もたくさ

んいらっしゃるということで、市民ニーズをしっかり把握していかなきゃいけないんじゃ

ないかなと思っております。そのために、私自身もちょっとこれどうなのかなということ
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がありまして、それは、街区公園でも緑地に関しても、災害が起きたときに一時集結所と

いうか、避難所というか、地域の方がそこに集まるということもあると思うんですけども、

そのときにせめて水道ぐらいは必要なんじゃないかなと思うんですけども、その辺の検討

というのはされているのかどうかというのをお伺いしたいと思います。 

○稲田分科会長 福住課長。 

○福住都市整備部次長兼都市整備課長 都市公園及び緑地の今の避難所としての水道施

設の設置ということでございますが、開発の中でも小さい面積の緑地とか大きい面積の緑

地がありますので、都市公園に準ずる規模の緑地につきましては、水道の整備について、

住宅事情、それから人口変動なり利用状況を考慮しながら、水道、トイレなどの便益施設

は必要だというふうに考えておりまして、今後、便益施設の整備について検討してみたい

というふうに思っております。 

○稲田分科会長 前原委員。 

○前原委員 わかりました。 

 それと、遊具についてなんですけども、遊具、少子高齢化の中で、子どもの遊具だけで

はなくて、中高年の遊具というのが最近見直されてまして、健康遊具というんですかね、

中高年用の健康遊具というのが都市部ではかなり設置されております。こういうことにつ

いても検討しているのかどうかというのをちょっとお伺いしたいと思います。 

○稲田分科会長 福住課長。 

○福住都市整備部次長兼都市整備課長 健康遊具の設置についてでございますが、健康遊

具の設置につきましても、必要性など、地元の自治会などに聞き取りを行ってみたいとい

うふうに考えております。 

○稲田分科会長 前原委員。 

○前原委員 いずれにしてもちょっと今までの体制が、遊具が壊れたら電話して、それを

対応するという、何かとっても管理としてはどうだったのかなという部分がたくさんある

と思います。先ほどの話の中で、どこが管理しているかというのがよくわからないという

のがありますので、管理者をまず明確にすることということと、遊具についても点検はさ

れてますけども、これからの遊具というものを考えていただきまして、とにかく老若男女

が集える、利用できる場所ということを考えていただいて、そういう設置も考えていただ

きたいなと思っております。 

 私のほうは以上でございます。 

○稲田分科会長 要望ですか。 

○前原委員 はい。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 私は、戸田委員と重なるところがあるんですけれども、指定管理のあり方に

ついて、都市公園及び緑地公園の維持管理の費用対効果について、どのように考えている

かということを確認したいと思います。 

○稲田分科会長 福住課長。 

○福住都市整備部次長兼都市整備課長 都市公園及び緑地の費用対効果についてでござ

いますが、費用対効果につきましては、具体的に比較検討は行っておりません。指定管理

者が行っておりますアンケートや年１回の自治会長と行っております公園に関する意見交
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換会で、指定管理者に対する評価はおおむね良好だというふうな御意見をいただいており

ます。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 自治会長と公園に関する意見交換はできてますけど、緑地に関する自治会長

との意見交換はできているんでしょうか。 

○稲田分科会長 福住課長。 

○福住都市整備部次長兼都市整備課長 先ほど言いました公園に関する意見交換会につ

きましては、自治会に管理をしていただいている公園についての御意見を伺っておりまし

て、緑地についての御意見というのは伺ってはおりません。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 先ほど戸田委員がおっしゃられた、私も緑地についてもその名称とどこに連

絡をするという表示は必ず必要だと思いますので、そこをお願いしたいと思いますが、あ

とまた、先ほど前原委員からありましたように、草が伸びてから連絡をいただいて指定管

理が行くという形になっているのがとても多いんじゃないかと思うんですね。なのでそこ

の行った後の一瞬はきれいでも、また見苦しくなってしまうという、後手後手に回ってい

るというような状況がずっと続いているのではないかと思うんですね。なので計画的な管

理のあり方の、予防保全という考え方のもとのその計画というのは上がっているんでしょ

うか。予防保全。 

○稲田分科会長 福住課長。 

○福住都市整備部次長兼都市整備課長 先ほど部長が申しましたのは、緑地が１６６カ所

ございます。それを計画的に順次除草なりをしていっておるんですけども、何せ箇所、言

いわけになるかもしれませんけども、計画的に除草をしておりますけども、その場所場所

によって早く草が伸びたりとか、なかなか伸びんかったりとか、いろいろございますので、

苦情の電話がないかというと、それは今現在も草が伸びたけん、草を刈ってもらえんだあ

かという連絡は今現在入っておりますので、だから管理する上で、ここは草が余計早いこ

と生えるとか、そういうふうなものを整理をして、また苦情等が来ないような、早目に処

置ができるように指定管理者と話をしたいというふうに思っております。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 結局ね、草がどっと大きくなって、ごみもたくさん出るわけだし、また、除

草も大変になってしまうじゃないですか。また、景観としてもとても見苦しいというよう

なことがずっとあるということになると、やっぱり専門家で、プロでありますのでね、そ

のための委託なので、それはきちんとどこら辺で、一雨ごとに草も生えますし、夏は特に

ですし、それはもう承知の上だと思うんですね。そういうことを、やっぱりきちんと管理

をしてもらうということがまず必要だと思うんですね。 

 もう一つは、先ほどもございました自治会との話は、緑地だったらできていないんです

ね。私が以前聞いたときは、緑地は年に２回除草してますって言われましたけど、今は１

回ということでした。私たちの自治会も、緑地、２カ所あるんですけども、全然自治会が

管理してない、清掃してないところと清掃しているところがあるんですね。清掃している

ところは、じゃあ自治会との話をしてください。自治会も定期的な清掃をしているので、

除草作業をしているので、自治会と話をしてください。でもいまだに話もできてないので、
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それこそ私たちが終わった後に除草しているのかもしれないし、してないのかもしれない

し、とても不明確なんです。なのでそういうようなことをやっぱりきちんと明確にしてい

ただきたいなというふうに思います。それが１点です。そこはお願いできますでしょうか。 

○稲田分科会長 福住課長。 

○福住都市整備部次長兼都市整備課長 その点につきましては、ちょっと今、自治会長さ

んの件もありますし、指定管理者ともちょっと話をしてみたいというふうに思います。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 実態をきちっと捉えて改善していただきたいと思います。よろしくお願いし

ます。 

 次に、複数の管理委託への検討状況についてですが、指定管理、１業者ということで、

問題もあったということです。なので、私は複数の管理委託、さっき答弁でも緑地が１６

０カ所、たくさんあるのでというような弁解めいたこともありましたので、なのでやっぱ

りきちんと維持管理していくということになれば、複数の管理委託の検討状況について、

もうちょっと検討する必要があるんじゃないかと思いますが、そのことについてお尋ねし

たいと思います。 

○稲田分科会長 福住課長。 

○福住都市整備部次長兼都市整備課長 公園の指定管理者の割合といいますか、現在１社

で行っておりますが、それを複数ということでございます。現在、指定管理者の分割につ

いては検討しているところでございます。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 検討状況について、もうちょっと詳しく教えていただけますか。 

○稲田分科会長 福住課長。 

○福住都市整備部次長兼都市整備課長 今、１社で指定管理を米子市全域しておりますけ

ども、その中で、何分割にするかとか、メリット、デメリットなどをあわせて検討をして

いる最中でございます。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 それはぜひ早急にしていただきたいなと思います。 

 一つこれは提案ですけれども、例えば下水道のポンプ場の除草は障がい者の優先調達な

どを使っておりますので、そういうこともできるんじゃないかなと思うんですね。優先調

達もございますので、除草について、障がい者の、これは施設外就労ということになると

思うんですけども、そういうようなこともできると思いますので、それはどちらにとって

もメリットが大きいのではないかと思いますので、研究していただきたいと思います。以

上です。 

○稲田分科会長 要望でいいですか。 

○伊藤委員 はい。 

○稲田分科会長 では、次に進みます。１６３ページ、事業番号３２５、公園施設長寿命

化事業、こちらは伊藤委員。 

 伊藤委員。 

○伊藤委員 前原委員の質問にも重なるところなんですけど、老朽化の判断と遊具の考え

方についてお尋ねしたいと思います。 
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 まず、老朽化の現状とその判断基準についてお尋ねしたいと思います。 

○稲田分科会長 福住課長。 

○福住都市整備部次長兼都市整備課長 老朽化の現状と判断基準についてでございます

が、老朽化の現状は、平成３０年１１月時点での遊具の健全度判定に基づいて説明させて

いただきたいと思います。 

 Ａ判定の施設が３３施設、Ｂ判定が２４７施設、Ｃ判定が１１１施設、Ｄ判定が２施設

で、計３９３施設でございます。その判断基準につきましては、遊具の健全度の判断基準

として、国土交通省が出しております公園施設長寿命化計画策定指針の評価基準によるも

のでございまして、公園施設製品安全管理士や公園施設点検管理士などの点検で判断をし

ております。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 お尋ねしますけど、この公園施設製品安全管理士や公園施設点検管理士とい

うのは、市の職員さんにも何名かいらっしゃるということですか。 

○稲田分科会長 福住課長。 

○福住都市整備部次長兼都市整備課長 公園施設製品安全管理士や公園施設点検管理士

につきましては、市の職員に有資格者はおりません。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 それでは、ここも指定管理というところなんですか。ここのところも。 

○稲田分科会長 北村都市整備課長補佐。 

○北村都市整備課長補佐兼公園街路担当課長補佐 遊具の健全度判定につきましては、指

定管理者のほうから資格を持った業者の方のほうに依頼をして、健全な判定を行っている

状況です。以上です。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 市が直接この点検を、だから点検を資格を持っている人に依頼するのではな

くて、指定管理者が依頼しているんですか。 

○稲田分科会長 福住課長。 

○福住都市整備部次長兼都市整備課長 今の点検につきましては、日常点検は指定管理者

がしております。国が定める点検につきましては、今説明しました公園施設製品安全管理

士や公園施設点検管理士の有資格者がするということになっておりますので、指定管理者

の中にもこの公園施設製品安全管理士や公園施設点検管理士の有資格者はおりませんので、

外注をしております。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 遊具のことなんですけれども、やっぱり日常点検がとても重要だと思うんで

すね。それは指定管理者がやっているということですが、日常点検が十分できていれば、

定期点検、あわせて行うというような、定期点検と日常点検、機能的な補完が重要である

というふうにされてますので、そこの部分が十分できていれば、大きな修繕、大変ひどい

修繕が必要なということはなかなか私は発生しないのではないかなと思うんですね。だけ

ども実際はちょっとここまで投げっ放しになってていいのかなというようなものがやっぱ

り見受けられますので、この辺の日常点検、定期点検はまたさらにきちんと、指定管理の

範囲なのかなと私は何かとても疑問に思うんですけれども、やっぱり市がもうちょっとか
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かわってやっていくということが必要ではないでしょうか。 

○稲田分科会長 錦織部長。 

○錦織都市整備部長 日常点検と、それと定期点検というのがございますけれど、これに

ついてはやっぱり検査項目がかなり違ってくるということもございますので、あくまでも

日常点検は目視なり、そういった形で異常がないかと確認する分でございます。定期点検

は、それに基づいて判定していかれるという形なものですから、その検査の内容自体がち

ょっと違うというところもございますので、ちょっと定期点検についてはそういった専門

性を有するというところがございまして、有資格者がいないという形で、それについては

外注しているということでございます。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 その外注の、何で市が直接行わないのかなというのが私の疑問なんです。 

○稲田分科会長 錦織部長。 

○錦織都市整備部長 今の外注については、市のほうが直接発注をしまして点検をしてい

るという、定期点検についてはしていると。 

（「さっきと違うね。」と前原委員） 

 定期点検は……。 

（「指定管理者のほうから。」と声あり） 

○稲田分科会長 北村課長補佐。 

○北村都市整備課長補佐兼公園街路担当課長補佐 先ほどと繰り返しになるかと。部長と

ちょっと意見が違ったということがあるんですけど。 

○稲田分科会長 答弁してください。 

○北村都市整備課長補佐兼公園街路担当課長補佐 実際、指定管理者のほうから資格を持

った業者のほうに健全な判定を依頼というか、点検を行っているのが事実です。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 何かとてもちょっと違うんじゃないかなと思うんですね。やっぱり市がもっ

と責任を持ってしなければ、適切な維持管理をこうやって指定管理者に全て丸投げしてし

まっていいのかなととても不安に思います。実際に弓ヶ浜公園でも壊れたまま投げっ放し

にして、危険じゃないですかとか、使用禁止の張り紙をかけてますというような市民の声

もたくさんいただくので、それは改善していただくように指摘しておきたいと思います。

判断についてはそういうようなところでお願いしたいと思います。 

 次に、遊具の対象や目的、利用者及び地域住民のニーズの把握は、先日の委員会でもお

聞きいたしましたけれども、改めてどうなっているのかということをお尋ねしたいと思い

ます。 

○稲田分科会長 福住課長。 

○福住都市整備部次長兼都市整備課長 遊具の対象や目的についてでございます。 

 現在設置しております遊具は小学生程度までを対象としておりますが、公園利用者の対

象は子どもさんだけではないというふうに思っております。 

 地域住民のニーズについての把握でございますが、昨年の１２月に自治会様へ公園につ

いてのアンケート調査を実施したところでありまして、このアンケート結果を参考に、地

元自治会と協議をしてみたいというふうに思っております。 
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 また、先ほど言いましたけども、年１回の関係自治会長との公園管理に関する意見交換

会も開催しておりますので、その中で自治会のニーズについて把握に努めたいというふう

に思っております。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 先ほど遠藤委員のお話もございましたが、私もやっぱり手紙を送ってアンケ

ートでまた返ってくるというような形よりか、さっき答弁にもございましたきちっとした

協議をやっていただきたいと思うんですね。例えば担当課がその地域に出向き、どのよう

なあり方を一緒になって考える、集約していくというようなことが必要ではないかと思う

んですね。例えばＤ判定のところは今も改善というふうになってますけれども、Ｃ判定だ

とか、Ｂ判定だとか、そういうふうにこれから改善をしなきゃいけないというところは特

に早急に地域に出向いてさまざまな意見を、やっぱり自治会だけでも集約でき切れないと

ころがありますし、そういうふうに話していく必要があると思いますけれども、いかがお

考えでしょうか。 

○稲田分科会長 福住課長。 

○福住都市整備部次長兼都市整備課長 今、長寿命化で遊具を更新しております。遊具を

どういった形の遊具にするかということにつきましては、地元自治会と協議をしながら、

その設置する遊具の形といいますか、種類といいますか、そういうものを話しながら決め

てはおります。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 先ほど前原委員からもございましたように、私も中高年を対象とした健康遊

具というようなことや、全ての住民が使えるような憩いの場所にしていかなければならな

いと思ってます。なので小学生までを対象としている遊具に特化したというのはどうなの

かなというふうに、いかがなものかなと思ってます。保育料の無償化も１０月からですし、

女性も活躍社会になって、なかなか今まで公園を小さい子どもがお母さんと一緒に使って

いくという、そういうようなことよりか、社会情勢が変化しておりますので、ニーズも本

当に多様に変化しているんじゃないかと思うんですね。そこのところをやっぱり捉えてい

ただいて、もっとその実現に向けて話し合う、協議するということを一つ一つやっていた

だきたいなと思います。いかがでしょうか。 

○稲田分科会長 福住課長。 

○福住都市整備部次長兼都市整備課長 今、健康遊具のことについての御質問ですが、今

現在、弓ヶ浜公園に健康遊具、７基ございます。今、健康遊具につきましては７基にとど

まっておりまして、今の米子市の現状、先ほどの除草のことでも出ました少子高齢化、公

園を利用される方が以前と変わってきている地域もございますので、その辺も地元にどう

いった遊具、だけん子どもさんを対象にした遊具がいいのか、それとも健康遊具がいいの

かというのも聞き取りしながら整備をしていきたいというふうに思っております。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 最後ですが、それでは、健全度判定もしておられますけれども、やっぱり予

防保全の考え方で、市がもっと直接的にかかわってやっていくというところと、あと、本

当に小学生までを対象とする遊具に特化するというよりかは、やっぱりさまざまなニーズ

を捉えて、地域に出向いて、十分な協議を重ねた上での公園のあり方を模索していただき
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たいということを指摘しておきます。以上です。 

○稲田分科会長 前原委員。 

○前原委員 ちょっとさっきの話の中で確認したいんですけど、遊具の定期点検というの

は委託内容に入っているんですか。これ、市が直接発注しなければいけないんじゃないか

なと思うんですけども、これを委託業者に発注させるというのはちょっと違うんではない

かなと思うんですけども、まず、定期点検が委託内容に入っているかどうかというのを確

認させてください。 

○稲田分科会長 北村課長補佐。 

○北村都市整備課長補佐兼公園街路担当課長補佐 大変申しわけありませんが、ちょっと

今、そのことについて把握しておりません。調べさせてもらいまして、指定管理者の契約

内容をちょっと確認したいと思います。 

○稲田分科会長 前原委員。 

○前原委員 聞きようによっては、公園の遊具の安全を業者に投げっ放しみたいな形にな

っちゃうわけですよね。これは日常点検はいいかもしれませんけど、見た目というか、あ

れでわかりますけど、どういう専門家を使ってどのような点検されたかという点検内容な

んかもきちっと目を通されているんですか。 

○稲田分科会長 北村課長補佐。 

○北村都市整備課長補佐兼公園街路担当課長補佐 通常の日常点検につきましては、日誌

等が出てきますので、それにおいてうちのほうは確認をしているという状況でございます。 

（「定期点検のほうは。」と前原委員） 

 定期点検につきましても指定管理者のほうから報告書が出てまいりますので、それを確

認して対応している状況です。 

○稲田分科会長 前原委員。 

○前原委員 ちょっと法律上わかりませんけども、副市長、これは正しい形なんですか。 

○稲田分科会長 伊澤副市長。 

○伊澤副市長 これもちょっと確認させていただきますが、指定管理、完全な業務委託で

はありませんので、御案内のとおり指定管理という中で、指定管理者に日常点検は当然で

ありますが、いわゆる定期点検も含めて指定管理業務として委託というか、やらせている

ということではないかなというふうに思います。法的に問題があるかどうかとかはちょっ

と確認をさせてください。ただ、全くあり得ない話ではないというふうに思います。指定

管理というのは御案内のとおり施設の運営管理を包括的に委託する方法でありますので、

その権限の中で指定管理の業務として定期点検も委託しているということはあり得る話だ

とは思いますが、それが本当に法的に問題がないかどうかはちょっと確認させていただき

たいと思います。 

○前原委員 いいです。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 関連で、私ね、ずっと聞いてて、先般も御相談受けて、ブランコのロープが

外れっ放しだと。どこへ行ったら、どこですかと言ったら、こども未来局が所管だと。誰

がそれするですか、修理だったら、都市整備課に相談をして、そこから委託だというよう

なことを聞いた。もう一つは、児童館で遊具が外れとって、どうするだってまた都市整備
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課と相談して、専門家が来て確認をするというような、昨年もあったんだけど、先般も繰

り返すように、私ね、同じ遊具であって所管事務が全然違うというのは私は理解できんだ

がんね。住民サービス、スピーディーに対応できてない。そういうふうな観点からいけば、

本当に都市整備課がきちっとその辺のところを持たれて、今の委託業務、きちっとやられ

てるかどうか、今これから検証されるんでしょうけど、やはり私は遊具に関しての管理と

いうのは一元化をされて、きちっと管理されたらどうですか。遊具の管理台帳なんかも整

備されておられるんですか。まずその辺を伺っておきたい。 

○稲田分科会長 福住課長。 

○福住都市整備部次長兼都市整備課長 先ほど戸田委員言われました今の遊園地と遊び

場のブランコとかがうちに相談をしてというのは、ちょっと私のところの耳に入っており

ませんので、ちょっとお答えができません。 

 それで、今の一元化というお話がありました。それで、８月の委員会で、今の街区公園

と緑地と子どもの遊び場、それから児童遊園地ということで、遊具があるというお話をさ

せていただきまして、今、社会福祉協議会から補助を受けて設置されております遊具１０

３カ所分、それと児童遊園地、子育て支援課が管理しております１４カ所、それに児童館

に遊具があるということを先般お伺いしまして、それが４カ所、全部で約１３０カ所の遊

具につきまして、今、点検をする準備を進めております。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 そういう台帳が整っておって、既にそれが一局できちっと管理するのが本来

のあり方ではないんですかと私は今、問うておるんです、まず。これから、この間も私、

遊具を見に行ったんですけど、輪っぱが外れかけておって、それも１年間以上放置してお

られるんだそうです。これはこども未来局なんだそうです。もう一つは、児童館のやつも

輪っぱが外れて投げっ放し。だからそこの管理台帳が本当に整備されておられるのかどう

か。されておられなかったら、誰がそれを、管理台帳を整備されておられるか。私が相談

を受けたから、それをどこに、電話を入れたら、じゃあこれは都市整備課ですから、また

相談してみて回答しますということが、それがまた１週間ぐらいかかるということになる

と、だからそこら辺のところが、子どもさんは外れとるのがわからずそのまま乗ってしま

いますよね。そのときに、そこまで言うのはやめようか思ったんだけど、事故が発生した

ら、どうするかという問題が、管理責任は問われてきますよと。だから私はもう一元化を

図って、遊具の管理台帳も整備されて、きちっと今後管理されたらどうですかてって私は

言っておるんです。副市長、どうですか、その辺。 

○稲田分科会長 伊澤副市長。 

○伊澤副市長 現状をよく点検して、一元化の方向で考えたいと思います。 

○戸田委員 要望でお願いします。 

（「委員長、関連。」と遠藤委員） 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 弓ヶ浜公園の話も出ていましたからちょっとお尋ねしたいんですけども、弓

ヶ浜公園の中に県の二級河川が入っておることご存じですよね。確認していらっしゃいま

すか。 

○稲田分科会長 錦織部長。 
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○錦織都市整備部長 弓ヶ浜公園の中に加茂新川という県河川があるということは承知

しております。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 あの二級河川の加茂新川の管理と公園の景観との一体化というものについ

て、何か疑問を感じていらっしゃいませんか。 

○稲田分科会長 福住課長。 

○福住都市整備部次長兼都市整備課長 弓ヶ浜公園の中の二級河川加茂新川と公園の景

観についてでございますが、波が高いときは河口閉塞する場合もあります。そういった場

合に、今の親水護岸といいますか、川と公園が接するところがございます。そのところに

ごみがたまったりとかというふうなことは把握はしております。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 河口閉塞のその部分について、一時的に県が関与してますからあれですけど

も、私が問うているのはね、あの公園の敷地の中にある全体の河川の区域が草が生えてま

すよね、川底から。あれは藻というだか、何だか、大きい、背の高いもん。あれ、私は随

分、弓ヶ浜公園をつくった経緯の中で県とは大分やりとりしましたことがあって、一時、

県が手を入れたこともあるんですけれども、このところ、県のほうに除草してくださいと

いうようなことを市のほうから要請されることがあるんですか。 

○稲田分科会長 錦織部長。 

○錦織都市整備部長 今、そういった要望をしているというのがちょっと確認できており

ません。ということは、多分してないということではないかと思います。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 あれね、物すごく見苦しいんですよ。公園の中でああいう状態が続いている

というのは。だってそうでしょう。周辺は指定管理者がきちんと除草してきれいにして、

川の中だけばあっと野生の、しかも草が生えている。名前は何ていうかわからん。背の高

いもん。それを管理する側の市のほうが県に対して一言も言ってないというのはね、これ

は不自然だと思うんだけどね。あれがあるかないかによっては公園のイメージが随分違う

と思うんですよ。草が取られているか、取られていないかという。ところめが、県も賢い

わ。野鳥の会がうるさてね、草も刈れんですわと。こんなことが通っていいんだろうかと

私は思う。僕は一遍どなり込んだ、県に。そしたら渋々応じてくれたけどもね、僕はそん

なことで、公務員の皆さん方というのは市民の意見、県民の意見を聞き入れないという体

質が僕はしゃくにさわる。しかも財産の管理でしょう。しかも公園機能というものをさら

にはえさせるためには、雑草で覆われとったらええのか、ないほうがいいのかといったら、

どっちがいいかということを判断するぐらいは簡単ですよね、これ。だけど野鳥の会がう

るさくて草が刈れんですわという、たまには自然も、川の中に生えておるのは自然環境に

いいですわなんて、へ理屈ばっかり言われるだけんね、そんな感覚で公務が通るのかなと

いう気がするんだけどね。あるとき、天皇陛下さんが通られたとき、今の上皇様が、そし

たらきれいに通る前に刈ったんですよ。こんなむちゃくちゃな話があるだろうかと思って

ます。しかも市のほうも現実として公園施設の中にそういう状況が起こっておるのに、一

遍も県のほうに話もしてないと。これもお粗末な話じゃないかと思うで。 

 これはね、今後、継続的に話をされんと、なかなか県も予算をつけるだ云々でやんちゃ
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こいとるけんね。だけんきちんと市のほうから管理して、そのことを県に言って、掃除さ

せて、もっと公園の機能というものがはえるようにやってもらいたい。このことを指摘し

ておきます。 

○稲田分科会長 指摘ですね。 

○遠藤委員 うん。 

○稲田分科会長 矢倉委員。 

○矢倉委員 ちょっと遠藤さんのに反論するようだけど、県の河川というのはね、実は私

もあのときにかかわったんだけど、昔は三面コンクリしてみんなきれいにするというのが

あったわけだがんな。だけどやっぱり自然環境とかいろんなことを考えて、例えばトンボ

や鳥でも、いろんな、フナでもすめるような、そういうものにしていこうという流れがや

っぱり河川にあるんですよね。それで、ガマが生えたり、いろんな、どうこうするのが自

然の川だという考え方があるんですよね。ですけん、河川にも私も実はかかわっていたん

ですけどね、私は自分の地元の河川もね、前は川さらえするとみんなきれいに取りなはよ

ったです。今は取らないでくれと、藻や草も生えて、それでいいから取らないでくれって、

最近は大分取らんようになってきてね、草も生えたり、藻が生えたり。そうすると、メダ

カやオタマジャクシを子どもたちがとりに来たりとかいう流れで、その辺のバランスはね、

遠藤さんおっしゃったこともあると思いますけど、バランスで、何でもきれいに刈ってし

まえばいいということじゃないと思うだがんね。その点を私のほうからは要望しておきた

いと思います。 

○稲田分科会長 次に移りたいところですが、ちょっと確認というか、提案させてくださ

い。恐らく３１６番、１個前、都市公園管理事業は指摘事項等はなかったですが、３２５

の内容というのは、これ多分３１６をかなり踏まえた内容で、後ほど指摘事項とした際に、

これとこれは、こっちが要望でこっちが指摘だったという作業はちょっと無益なものにな

るかと思いますので、３１６番も内容によってはこれ指摘事項があったということで、指

摘事項ということに項目としては上げておくということで確認させていただいてよろしい

でしょうか。 

〔「はい」と声あり〕 

○稲田分科会長 では、次へ行きます。決算附属資料８５ページ、都市計画費、都市計画

総務費について。 

 遠藤委員。 

○遠藤委員 １億１,２２８万円の減額補正が行われております。この予算執行の理由に

ついて、まず説明を求めておきたいと思います。 

○稲田分科会長 福住課長。 

○福住都市整備部次長兼都市整備課長 減額補正があった事業と、それから理由について

御説明させていただきたいと思います。 

 減額補正となった事業は、米子駅南北自由通路整備事業、これが７,２６６万４,０００

円の減でございます。それと県営街路事業負担金、これが４,６９０万円の減でございます。

それ以外に人件費の減額補正２,７１０万７,０００円が減額でございます。それに駐車場

事業特別会計貸付金の増額補正３,４３８万５,０００円がありまして、合計１億１,２２８

万６,０００円の減額補正を行っております。 
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 減額補正の理由でございますが、まず、米子駅南北自由通路整備事業につきましては、

本市の予算を最大限に効果的に活用するために、国の交付金を活用して進捗をしておると

ころでございますが、平成３０年度につきましては、予算額に対して交付金の配分額が少

なかったため、減額補正を行っております。 

 次に、県営街路事業負担金でございますが、鳥取県が事業計画に基づいて算出しました

市への負担額が、当初予算として計上しておりましたが、当該年度の事業実績に基づき請

求のあった本市の負担金が４,６９０万円の減額となったために減額補正を行っておりま

す。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 前段の状況は把握できましたけども、問題は、県の負担金の関係ですけども、

これは県のどの事業がこういうふうになっているんですか。 

○稲田分科会長 福住課長。 

○福住都市整備部次長兼都市整備課長 街路の負担金の事業でございます。これは都市計

画道路葭津和田町線、これは和田町になります。ＪＲ境線をまたぎます和田浜工業団地に

接する高架、延長が９８０メーターの部分でございます。それともう一つ、街路両三柳中

央線、県道東福原樋口線でございます。両三柳のマルイ交差点から博愛病院を通りまして、

今の外浜産業道路の交差点まで約２,４００メーターの事業についての負担金でございま

す。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 和田葭津線の分はわかりました。 

 この東福原樋口線の問題ですよね。用地買収も、産業道路、三柳のところの駐在所があ

ったところの場所、交差点改良、これ用地買収がまだ進んでないようですね。この間、県

に行って聞きました。私はね、これ市のほうからも、国の社総金の関係というのは予算が

つかんで難しいということもあの中で犠牲になってるかも知らないけども、僕、ちょっと

考えてみるとね、あそこにある商店さんがおられたんですよ。個人営業しておられる方。

この方が２８年に退去されたんです。退去させられたんです、移転で。そのときの理由が、

２８年度から事業を着工しますので、申しわけないけども、２８年度までに店を畳んで他

に移転してくださいということがあります。それからね、今、３年ぐらいたっておるでし

ょう。ということは、退去されたのはその前ですから、僕はこんな事案が起きていること

に対して、本当に行政の皆さん方は、予算がつかないけん、いいですわと、仕方がありま

せんわで過ごせるんかなと思ってね、これは県にも言っただ、担当課長に。説明に困っと

った。あなた方は幾ら営業補償したんですか、いつまで営業補償を見たんですかと言った

んですよ。だってそうでしょう、今までもまだ仕事ができる状態でありながら、移転を強

制されたわけですよ、２８年に。しかもその方は借りておられましたから、店舗を、借家

でしたから。底地の大家さんはまだ用地買収に応じてないんですよ。こんなことが起こっ

ているんですよ、この東福原線には。私はもう少し市民の利益というかな、生活を守ると

いう観点から、こんな公共事業の実態が存在していることに対して、私は市も県ももっと

真剣に考えてもらいたいと思うんですよ。どんなもんでしょうか。そういうことがある中

で、県に対して市が市民の意見としてやっぱり解決を求めていくというような意見具申と

いうのはできないもんですか。 
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○稲田分科会長 福住課長。 

○福住都市整備部次長兼都市整備課長 今、遠藤議員がおっしゃられました、県の事業で

すので、今言われた事業促進については、県のほうに要望していきたいというふうに思い

ます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 私が言ったでしょ、課長さんに、予算要求をされて、きちんとやりますかっ

て。予算要求されますから上乗せするわけじゃないでしょう。それは３月になってみにゃ

わかりません。こんな話なんですよ。だけん、一番僕は肝心に思うのは、そういうふうに

一つの、何ていうんですかね、生活圏がそういう中でいわゆる契約上かわってくださいと

言われて追い出された人の立場を考えてみたときに、予算がつきませんけん仕方がありま

せんわで、公共事業というものはほっといていいんだろうかということ。それならそれへ

の補償をちゃんとするとかいうことを本当にされているかどうなのか。だって今でも仕事

ができるんですよ、おられたら、ずっと。なじみの長い店ですから。しかし、大家さんの

土地はまだ用地買収しとりませんと。大家さんの土地、用地買収はしとらずに、まず借家

に入っとる人に逃げてくださいと、出てくださいてって県が言って出られたんですよ。こ

ういう実態の、何ていうかね、救済というかな、何にもないもんだろうかと。最近この予

算のつきが悪くなって、こういうふうに事業がおくれるというのが多々見えるけども、こ

ういうケースというのは非常に珍しいじゃないかと。そこで生活しとった人が今言ったよ

うな状況の中で追い出されて、だったら今でもずっと私はおってもよかったんじゃないで

すかということも言えるんじゃないかと思うんですよ。現にこの２.４キロの中に用地買収

に応じなきゃいけない方が今でも営業していらっしゃるんですよ、応じないで。 

 そういうことが起きているので、私はこの事業が遅延をするという中にそういう市民の

生活が脅かされているか、そういう状態が発生している状況に対して、県と市がもう少し

話し合って、そういう事態が起こらないように、あるいは起きておった場合には何かの救

済策があるかどうなのか、私、検討すべき課題が起きているんじゃないかというふうに思

って、あえてこの負担金の中身を聞いたわけだ。ただ要求します、早くやってくださいだ

けの問題じゃなくて、そういう事実についてどういうふうに対応したらいいのか。これ、

市民個々が話ししても、門前払いがあってなかなか話が通じないと思う。だけど市と、行

政の皆さん方が、それは市民の意見だから、市民の財産権を脅かした経過につながるかも

しれんという観点で議論をしてもらうと何らかの新しい方法が出てくりゃへんかと思うの

で、ぜひそういう事案が発生しておるということについて、県と協議してもらいたい。い

かがです。 

○稲田分科会長 錦織部長。 

○錦織都市整備部長 この事業は、当初、地元の方にどういった計画を示されて、どうい

う協議がなされてなったかというのはちょっと把握しかねているところでございますけれ

ども、今、遠藤委員さんのほうからそういった御指摘がございますので、それにつきまし

ては、県のほうと協議をしてみたいと思います。 

○遠藤委員 要望しておきます。 

○稲田分科会長 要望でいいですね。 

○遠藤委員 指摘はしません。 
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○稲田分科会長 要望で。 

 同じく決算附属資料１０９ページ、災害復旧費、土木施設災害復旧費について。 

 遠藤委員。 

○遠藤委員 これ、不用額が計上されておりまして、工事請負費６,２００万円のうち２,

８９６万円になっておりますが、この不用額の理由と事業の進捗について伺っておきたい

と思います。 

○稲田分科会長 福住課長。 

○福住都市整備部次長兼都市整備課長 工事請負費の不用額についてでございます。土木

施設災害復旧費２,８９６万円の不用額のうち、都市整備部所管に関するものがこのうち３

９４万円ございます。その内訳といたしまして、道路、これは新山地内でございますが、

１７万２,４００円。それから、河川、これにつきまして、大水落川についてでございます。

これが１９６万３,２００円。それから、公園、これは東八幡の日野川の河川敷の中にあり

ますグラウンドゴルフ場でございます。公園が１８１万２,０００円ということで、合計３

９４万７,６００円というのが不用額でございます。 

 不用額になった理由でございますが、予算要求時と復旧工法が若干変わったものがござ

います。河川の今の大水落川の災害復旧でございますが、当初、河川工事をするために、

矢板など仮設工事を必要とするように計画しておりましたが、仮設工事が不要となったた

め、不用額が出ております。それと、東八幡にございます多目的広場でございますが、復

旧をスポーツグラウンド並みの整備を考えておりましたけども、実際に真砂土を入れまし

て、敷きならしによることにしたことから、１８１万２,０００円の不用額が発生いたして

おります。以上です。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 そうすると、２,８９６万から３９４万を引いた残りの２,５００万あたりは、

これは誰が説明してくれる。 

○稲田分科会長 福住課長。 

○福住都市整備部次長兼都市整備課長 今の２,８９６万円のうちの３９４万が都市整備

部所管でございまして、それ以外のことにつきましては、最大は、日野川の河川敷に野球

グラウンド、それからラグビー、サッカー場がございます。その案件につきましては、ス

ポーツ振興課所管でございますので、その案件につきましてはスポーツ振興課が説明する

というふうに考えております。 

○遠藤委員 スポーツ振興課はいるの。 

○稲田分科会長 経済部のところ。 

（「経済部でやる。」と遠藤委員） 

○稲田分科会長 ちょっと待って。 

 どうぞ、福住課長。 

○福住都市整備部次長兼都市整備課長 きょうの一覧表の中で、これは３ページの上から

２つ目に、遠藤委員さんのほうから工事請負費ということで記載されておりますので、そ

ちらのほうでスポーツ振興課が説明をするというふうに考えているところです。 

○稲田分科会長 よろしいでしょうか。 

○遠藤委員 そちらでやります。わかりました。 
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○稲田分科会長 じゃあこの項目は以上ということで、最後ですね。国県要望、加茂新川

河川の河口整備についてを遠藤委員。 

○遠藤委員 国県要望を議会に配られておりますけども、最近は全協を開いてこれを説明

するという機会がなくなっています。各議員さんがそれぞれ目を通していくという中で、

どういうふうにこうなったのかという話もない現状が今の市政運営ですね。これは議会の

ほうにも責任があると思う。なぜ全協を開いてこの説明がないのかということもあると思

いますが、それで見ておりますとね、加茂新川河口、いわゆる県の二級河川ですよ。それ

の河口の要望をずっと続けておったと思うんです、県要望に。ところが、見ると２９年、

３０年、この県要望の中からこの文言が外れているんですよね。消えているんですよ。な

ぜそうなったのかということについて聞きたいですね。説明を求めたいです。 

○稲田分科会長 伊達建設企画課長。 

○伊達建設企画課長 加茂新川の河口の整備に対する県に対しての要望についてでござ

います。確かに平成２７年度までは県政要望というのに上げておりました。ただ、現時点

では困難というようなことを県から回答を得ておったわけでございます。その後、翌年度、

２８年度の県政要望からは、本市として重点を置いた内容で要望内容をちょっと絞りまし

て見直した際に、本項目がちょっと落ちた、上げてないという状況でございます。 

 ただ、平成２７年度以前に県政要望に上げておりました維持修繕、その他土木工事の要

望項目は、別途、これに並行してさせていただいております西部総合事務所への要望とい

うのにはずっと継続してのさせていただいておるところでございます。本市といたしまし

ても、加茂新川の河口整備、この必要性は認識しておるところでございまして、毎年度、

これからも西部総合事務所への要望は行っていきたいということで思っております。 

 県政要望として令和３年度以降の要望に上げるかどうかということなんですけども、ほ

かの項目の進捗等、この辺を踏まえて考えていきたいということで思っております。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 僕は説明の意味がわからんな。ほんなら２７年度で県が現時点では困難だと

言った理由は何ですか。 

○稲田分科会長 伊達課長。 

○伊達建設企画課長 県のほうに聞き取りをしましたところ、過去の導流堤、いろんな整

備をされたという経緯はあったんですけども、河口閉塞というのがそこの部分は解消でき

たということなんですけども、ほかの海岸の侵食等に影響があったということで、イタチ

ごっこというような現状を踏まえて、県としては導流堤の整備をちょっと今控えておられ

まして、サンドリサイクルと人工リーフによる整備方針というところで考えられておると

いうところでございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 僕は技術議論したくないけども、サンドリサイクルなんていうものが河口閉

塞にどんな影響を与えているんですか。富益がいい例でしょう、海岸がなくなってしまっ

たのが。海岸がなくなってしまった、砂浜がなくなって。僕はね、そういうことを県と市

の担当課の皆さん方が本当に税金を使ってね、それが本当に事業に値するかどうかという

判断がないままに、何か簡便な言いわけで物事を済ませておられるという現状はね、いか

がなものかと思うよ。私は、加茂新川の河口がなぜ要求されたかということだと思うんで
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すよ、当時。海岸侵食が始まったからですよ、あれは。しかも、今、離岸堤をつくって、

一時的に左岸側の海岸侵食がとまったように見えてますけども、加茂新川の左岸側が食い

込んでいるんです、今、ばあっと、あれから。そういうことを考えると、ほとんど侵食が

始まっているんですよ。だからそれをとめるにはどうするかといったら、河口整備しかな

いんですよ。矢倉さんおいでえけども、準用河川の大水落川、あれ河口整備して侵食がと

まり、きちんといいぐあいになっているんですよ。堀川、なったんですよ、きちんと。か

つては加茂新川も準用河川だったんですよ。だけど公園をつくったために、県が当時、二

級河川に逆に格上げしてくれたんですよね。こういう流れがある、歴史的に。というのは、

なぜ加茂新川だけの河口が取り残されているんですかということになるんですよ。状況は、

被害の状況に大小あろうとも、河口閉塞も含めて解消するというのが河口の整備なんです

よ。だけん、その項目を実現できてないのに勝手にほかの方向でやっておりますから県要

望からは外しますというのはおかしな、県要望というのはメーンの要望でしょう、これ。

サブの要望に切りかえるという話でしょう、今の話を聞くと。そんなことでいいのかなと

いう気がしたけど。もっと真剣に、河口の閉塞だけじゃなしに、国土がそのことによって

侵食されておるという現実を見たときに、その侵食をどうとめるか。これは県と国が話し

合って、あの海岸線の問題の維持をどう図るか。その中に僕は河口のこの改修があると思

いますよ、県の側としては。国のほうとしては離岸堤問題がある。そのところを市の人が、

別に言っとるけども、それから先の突っ込んだ要求はしていませんよと、こういうことで

いいのかなという気がするだ。どうなんですか。 

○稲田分科会長 伊達課長。 

○伊達建設企画課長 加茂新川に特定した県政要望というのは行っておりませんが、弓ヶ

浜海岸、皆生海岸の延長というような、皆生海岸ということで、この侵食対策ということ

は県政要望のほうにはずっと上げさせていただいております。ただ、加茂新川の河口整備

という要望としては、済みません、県政要望からは今落としておるというところでありま

す。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 だから問題だと言っているんですよ。海岸線で一体くくっとるだけでありま

して、加茂新川の河口の整備は出しておりませんと。もともとあったものを何で外したん

ですかって聞いているんですよ。必要性がないんですか、市から見とったら。国土が侵食

されているんですよ。それで河口整備というのが必要になってきたんですよ、当時。ほん

なら海外線一体で管理してくださいというだけで済むんですか。だけど河口の整備という

のは県でしょう。国じゃないんでしょう、これは。今言ったように、河口整備は県、離岸

堤整備は国なんですよ。それをサンドリサイクルでいいじゃないですかというような話が

何で出てくるですか。サンドリサイクル、これでとまるの、海岸侵食が。 

○稲田分科会長 錦織部長。 

○錦織都市整備部長 先ほど２８年度以降の要望からは落としているというところでご

ざいますけれども、今、遠藤委員さんからも御提案いただきましたので、そこら辺の内容

について精査して、来年度の要望については入れるというところも踏まえて考えていきた

いと思います。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 
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○遠藤委員 現場を見ていただいて、そして県と協議していただいて、そして国土侵食の

現状をどう打開するのかということに対して市の側から県に話をしていただいて、そして

整備ができる方向をぜひ目指してもらいたい。そのことを指摘しておきます。 

○稲田分科会長 指摘ですね。 

○遠藤委員 はい。 

○稲田分科会長 では、ここで暫時休憩といたします。再開は午後１時といたします。 

午後０時０２分 休憩 

午後１時００分 再開 

○稲田分科会長 再開いたします。 

 冒頭に私からお願いをいたします。質問並びに答弁は、要領よく簡潔にお願いいたしま

す。 

 また、平成３０年度の決算認定についてでございますので、平成３０年度の事業に焦点

を当てた質問並びに答弁をお願いいたします。 

 また、午前中の補足があるということで報告を受けておりますので、随時発言を許しま

す。 

 伊達課長。 

○伊達建設企画課長 午前中お答えできなかったちょっと２点についてお答えさせてい

ただきます。 

 まず、駐車場事業特別会計の創設年度についてでございますが、昭和６３年度、これは

万能町の駐車場の開設に伴いまして創設されたものでございます。 

 次に、加茂新川、これの伐開の要望ということでございますが、伐開の要望は、西部総

合事務所への要望ということで、毎年行っておるものでございます。以上です。 

○稲田分科会長 福住課長。 

○福住都市整備部次長兼都市整備課長 午前中、遊具の点検を誰が行うかという件につい

てでございます。 

 指定管理者による米子市都市公園等管理業務仕様書というのがございまして、その中に

遊具の点検仕様書というのがございます。その遊具の点検仕様書の中に、業務内容の中に、

点検の種類として日常点検、それと定期点検がございます。日常点検につきましては、指

定管理者が目視などをして劣化等の有無を調べるために行う点検でございます。定期点検

といたしまして、年に１回、専門技術者が目視とか打音、揺動診断により、また専門器具

等を用いて行う点検であり、遊具を構成する部材等の摩耗状況、変形及び劣化等を確認す

るということが記載してありまして、指定管理者業務の中で今の定期点検を行っておりま

す。以上です。 

○稲田分科会長 では、審査順に従って進めたいと思います。 

 説明書の１４４ページ、事業番号２８７番、道路維持補修事業、維持管理課についてで

すね。 

 戸田委員。 

○戸田委員 今の道路維持補修事業についてですけれども、事業の概要を見ますと、今の

通行に支障を来した箇所が発生した際は、車両、歩行等の安全な措置を講ずる事業だとい

うことですが、平成２９年度が１億１,７００万弱、平成３０年度が１億３,０００万弱と
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いうことになっておるんですが、その予算の内容について、予算編成の考え方について、

まず伺っておきたいと思います。 

○稲田分科会長 山浦道路整備課長。 

○山浦都市整備部次長兼道路整備課長 道路整備課、当時は維持管理課でしたが、道路整

備課で行う道路維持につきましては、主に道路舗装の段差、穴です。ポットホールとかの

補修、それから道路側溝のふたの補修や設置、道路照明灯、安全施設、除雪等と多岐にわ

たっております。市民からの通報とか連絡がありましたら、現地を確認して、ふぐあいが

生じている場合は車両や歩行者等の安全な通行を確保するように、早期に対応するように

心がけてはおります。 

 現在、補修については、予防保全的なものは行っていませんが、おのおのの施設の劣化

状況を踏まえて補修を行っておりまして、補修の際にはできる限り道路施設が延命する方

法で補修等を行うようにしております。 

 予算措置の考えについてでございますが、想定外の事案の発生や補修箇所等が増大し当

初予算が不足する場合は、補正等への予算措置をしているところでございます。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 予算措置に当たっては、いわゆる前年度のパトロールとか、そういう補修す

る箇所があって、それを見きわめて予算措置する部分と、緊急的案件で予算措置するため

の枠なのかな。その辺のところを持っておられるかどうか、まずその辺を伺っておきたい。 

○稲田分科会長 山浦道路整備課長。 

○山浦都市整備部次長兼道路整備課長 当初予算はやはり若干、金額は抑えられてはいる

んですが、ただ、実際にやっていく中で不足が生じてきますので、その場合はほかの費用

から流用したりとか、それでも足りない場合は、月ごとの進捗を確認しておりますので、

そこの部分が足りなくなれば、補正として足りないという部分は要求をさせていただいて

いるというところでございます。 

○稲田分科会長 山浦課長。 

○山浦都市整備部次長兼道路整備課長 当初は枠で予算が決められているというところ

でございます。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 私が言いたいのは、前年度、ここには最後の今後の評価の中で、郵便局のパ

トロールや、そういうものから通報していただいて、例えば平成２９年度にこういう陥没

があった、側溝の不備があるので、平成３０年で対応せないけんという部分が一つはあろ

うという考え方です。もう一つは、私がよく地元、山浦次長さんとこもしょっちゅう出か

けるんですけど、地元から例えば側溝の不備があるとか、道路の陥没があるけん、修繕し

ていただけませんかということでお願いします。しかしながら、なかなか予算がないので、

補正まで待ってくださいとか、来年度当初予算編成までお待ちいただけませんかという回

答をよく伺うんですが、やはり枠というのは、予算上の枠の位置づけってどういうふうに

見きわめていくのか、そこら辺のところはわかっていかないけんですけれども、ある程度

枠を持っておって、住民サービスにすぐ適用できるような体制が整えられているかどうか、

そこをまず伺っておきたいと思います。 

○稲田分科会長 山浦課長。 
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○山浦都市整備部次長兼道路整備課長 小修繕とかというのは通常用務でございますの

で、それは枠の中で、枠というか、予算の中でやっていくものでございますけども、例え

ば延長が長いとか、断面を変えて費用がかかるとかというところがございますと、どうし

ても補正とかいうところで対応するということが出てくるというふうに考えております。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 私も山浦次長さんや部長さんに相談させていただいて、例えば一挙にできま

せんので、３カ年とか４カ年工期でやっていただきたいという、住民に、対応に応えてい

ただくような手法も講じていただいておるんですけど、やっぱり昨今は、今の自然災害、

そういうのがすごく出てきます。先般も台風で千葉県も今、大変な状況。その前は佐賀の

そういう状況があって、これからは私はその維持管理補修だけの焦点を絞っていくのでは

なくて、逆に言えば予防保全的なものも今後考えていかなければならないなというふうに

私は思っておるんですけれども、予算編成上、１億３,０００万、３０年度についておるん

ですけれども、副市長さん、どうですかね、予算編成に当たっては、今後、新年度の対応

についてもやっぱりそういうふうな予期せぬ出来事についての枠というのも一つの考え方

でしょうけども、違った管理、維持管理だけではなくて、予防保全というような観点から、

そういうふうな対応措置の予算編成も私はすべきではないかと思いますが、その辺のとこ

ろはどうお考えですか。 

○稲田分科会長 伊澤副市長。 

○伊澤副市長 私は全く同感であります。なかなか予算が厳しかった、今でも厳しいんで

すけど、ということもあって、絞れるところを徹底的に絞っていったということもありま

す。もちろんそれ自体は正しいことだとは思いますが、一方で、道路の維持管理のように、

不足といいましょうか、穴があいてて、じゃあふさがなという話もあります。そういった

小規模なものはその都度対応しているわけでありますが、一定の規模のものも早く手をつ

けたほうが結局はトータルコストが安く済むということはたくさんあります。もちろん議

会のほうの御理解を得てということになりますが、一定の枠を持たせていただくというこ

とは有効だし、ぜひ必要だろうと思っております。考えてみたいと思います。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 今の山浦次長さんとこもいろいろと創意工夫してね、いろいろと住民対応し

ていただいておるわけですけど、やはりそうした社会情勢なり、地球環境もいろいろ変わ

ってきますので、今、副市長さんがおっしゃるように、今後そういうふうな考え方で対応

していただければというふうに思います。終わります。 

○稲田分科会長 よろしいですね。 

 次に行きます。同じく１４４ページ、事業番号２８８番、市道維持管理安全パトロール

事業について。 

 又野委員。 

○又野委員 先ほどの戸田委員の質問とも多少関連してくるとは思うんですけれども、市

道の維持管理ということで、パトロール員さんが回っておられるということなんですけれ

ども、平成２９年のときは２人で平成３０年が１人とこのパトロール員さんではなってい

るんですけれども、ここら辺の人員の体制について、中身を教えていただけますでしょう

か。 
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○稲田分科会長 山浦課長。 

○山浦都市整備部次長兼道路整備課長 道路パトロールの人員のことについてでござい

ますけども、平成２９年度までは非常勤職員の２名体制で業務を行っておりましたが、平

成３０年度より市の職員が１名配属になりまして、市の職員１名と非常勤職員１名の２名

体制で行っておりまして、２名体制というのは維持しているところでございます。 

○稲田分科会長 又野委員。 

○又野委員 このパトロールの頻度というのは何か変わったりはしてきているんでしょ

うか。同じなんでしょうか。 

○稲田分科会長 山浦課長。 

○山浦都市整備部次長兼道路整備課長 道路パトロールの頻度についてでございますけ

ども、週５日、毎日午前と午後に行っておりますけども、市道の延長が約９８０キロあり

ますので、それを一度にということはできませんので、１カ月をかけて９８０キロを大体

全線が見れるような体制で行っているというところでございます。 

 職員がついてどうかというところでございますけども、非常勤職員の場合は９時－１６

時の５日勤務ということにしていただいてましたので、職員がつきますと８時半から５時

１５分まで張りつきますので、その１名になった時間の中で報告書等の整備をしていただ

いているような状況でございます。 

○稲田分科会長 又野委員。 

○又野委員 市道、先ほども全部で９８０ということなんですけども、どんどんどんどん

市道の認定ふえてきていると思うんですけれども、この体制というのは今の状態で十分と

いうか、適正と考えておられるところなんでしょうか。 

○稲田分科会長 山浦課長。 

○山浦都市整備部次長兼道路整備課長 今のところ現在の２名の方法でパトロールがで

きていると思いますが、今後、延長がどんどんふえていって、例えば物すごく延長が、今

の２倍とは言いませんけど、１.５倍ぐらいになったとすれば、またそれはそのときに３名

体制にするか、どうするかというのは検討が必要になってくるというふうに思ってます。 

○稲田分科会長 又野委員。 

○又野委員 ちなみに、破損とかいろんな、先ほど戸田委員さんのときからもあったんで

すけども、道路の破損だけじゃなくて、道路照明灯とか、いろいろ点検しておられるとい

うような話なんですけれども、そこら辺、大体どれぐらい発見というか、見つけて対応し

ておられるものなんでしょうか。 

○稲田分科会長 山浦課長。 

○山浦都市整備部次長兼道路整備課長 道路パトロール員が発見したというところは、ち

ょっと数は把握してないんですけど、全体の件数としては、２８年度、１,３６３件ありま

して、そのうち道路パトロール員が現地で直接対応したとこが１,１０４カ所。２９年度は

１,００８件の事案がありまして、現場で対応が９１８件。それから、平成３０年度は８６

４件の事案がありまして、現場で８３８件対応しているというところでございます。 

○稲田分科会長 又野委員。 

○又野委員 ありがとうございます。 

 じゃあ件数としてはちょっと減ってきているということなんでしょうか。 
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○稲田分科会長 山浦課長。 

○山浦都市整備部次長兼道路整備課長 ２８年度からの件数からいえば、だんだんだんだ

ん箇所的には少なくなってきているというところです。 

○稲田分科会長 又野委員。 

○又野委員 減ってきているというのは、何か要因とか、延長自体はふえてくると思うん

ですけれども。 

○稲田分科会長 山浦課長。 

○山浦都市整備部次長兼道路整備課長 一つには、パトロールをしているというところで、

今までは見逃していたところとか、何回も補修しなければならなかったところが減ってき

ているという、複数回しないといけないところが数が減ってきているというような状況も

あると思います。 

○稲田分科会長 又野委員。 

○又野委員 ありがとうございます。 

 そういうふうにパトロール、充実させておられるということで、早目に発見して、何回

も補修しなくてもいいということだと思いますので、本当に道路を利用する人の安心・安

全とか、この米子が住みやすい町かどうかというのも道路が整備されているかどうかとい

うのも大きな問題だと思いますので、今後も財政を確保してもらって、このパトロール事

業をしていただければと思いますので。以上です。 

○稲田分科会長 じゃあ次に行きます。１５３ページ、事業番号３０６番、排水路維持補

修事業（維持管理課）について。 

 戸田委員。 

○戸田委員 排水路維持補修事業、先ほどとかぶる面もありますけれど、御容赦ください。 

 今、いわゆる雨水排水、生活排水を容易にして、不安のない市民生活を創造するという

ことなんですが、まず初めに伺っておきたいのは、排水路等の維持補修工事について、約

５,０００万なんですが、内容はどういうことですか。 

○稲田分科会長 山浦課長。 

○山浦都市整備部次長兼道路整備課長 やっぱり水路の横断部分とかが陥没したりとか、

そういった部分の補修とか、あとは豪雨時に仮設ポンプを設置したりとか、土のうをつく

ったりとか、事前準備とか、そういったところ、あとは排水路が修繕が必要な部分につい

ての修繕を行っているところでございます。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 それで、よく私たちも自治会とかいろんなところで相談を受けるのは、私も

先般、春の一斉清掃で側溝清掃をやろうとしたんですが、グレーチングがボルトどめでは

ぐれません。連合会でもそういうのが議論になって、なかなか側溝を整備しようというふ

うな状況にはないという状況なんですね、今。そういう中で、側溝の清掃業務については、

市はどのような対応を今現在されておられるんですか。 

○稲田分科会長 山浦課長。 

○山浦都市整備部次長兼道路整備課長 現在の対応についてでございますけども、暗渠管

の維持事業というのを、そういったものも出しておりまして、市民でできない交通量の多

い横断部分とか、ふたがはぐれない部分とかいうところにつきましては、これ委託してい
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るんですけど、ジェットポンプとか、そういった設備を持っている業者さんに年間委託を

しまして、そういうところの掃除は別途やっているところでございます。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 そういうふうな、昨今はゲリラ豪雨等で、うちの家なんかもすぐオーバーフ

ローするんですけれども、今おっしゃったように、ジェット噴射というのはなかなか市民

には行き渡っていない。おたくのほうから資料をいただいたんですけど、県のほうがそう

いうふうなのを持っておられるということなんですが、やはりそういうふうな委託に出し

ておる形態とか、ジェット噴射でもこういうふうなものも利用できますよというようなＰ

Ｒをやっぱり米子市の自治連合会とかというところにも話をされて、こういうような要請

があればジェット噴射でもやりますよというような周知というのはやっぱり私はされるべ

きだと思うんですね。私も初めて先般、山浦次長さんと話をして、こういうふうなジェッ

ト噴射というような手だてもありますよということを伺ったんですが、そういうふうな広

報なり、今のジェット噴射でそういう側溝清掃もできますよというような市民にきちっと

周知を私は図るべきだと思うんですが、その辺はいかが考えておられるんですか。 

○稲田分科会長 山浦課長。 

○山浦都市整備部次長兼道路整備課長 戸田委員が言われる周知の方法については、考え

てみたいというふうに思います。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 やっぱり県なんかがジェット噴射持っておられて、県にも聞きました。やっ

ぱり結構稼働しておるようです。委託業者が米子市さんも設定されておられるようですの

で、俊敏にその辺のとこは稼働ができると思いますので、その辺のところはきちっと住民

に、やっぱり側溝がもうはぐれない、ジェット噴射しかできないというような対応場面の

ところであれば、市のほうが現地に出向いて、そういうふうな対応をされて、今の側溝の

いわゆる清掃が完備できるような体制を私はすべきだというふうに思います。これは指摘

しておきたいというふうに思います。 

○稲田分科会長 よろしいですね。 

 では、次に行きます。決算附属資料８１ページ、道路橋梁費の道路維持費について。 

 遠藤委員。 

○遠藤委員 委託料の不執行が出ておりまして、不用額２,４３３万円、これについての

理由を説明を求めます。 

○稲田分科会長 山浦課長。 

○山浦都市整備部次長兼道路整備課長 この委託料の２,４００万の不用額でございます

が、平成２９年までは除雪の費用が、これも枠でございますけども、年間８００万しかつ

いておりませんで、いろいろな議員さんから御指摘がございまして、もっとつけておくべ

きじゃないかという話がございまして、平成３０年度からは３,０００万、当初につくよう

になりました。それで、この除雪費というのが、３月まで雪が、不測の事態というですか

ね、センター試験とかもございますし、そういったときにもし雪が降った場合に必要な場

合がございますので、３月までは除雪の費用としてとっておかないけん費用なんでござい

ますが、昨年度は雪が余り降りませんで、除雪の費用がかからなかったということがござ

いまして、２,４００万の不用額が生まれたということでございます。 
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○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 わかりました。 

 そこでね、除雪をする場合の計画策定、これ毎年やっていらっしゃいますよね。違いま

すか。 

○稲田分科会長 山浦課長。 

○山浦都市整備部次長兼道路整備課長 毎年除雪計画を立ててやっております。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 その場合には、各地域の状況を把握するために、各自治会長あたりとの意見

も聴取されておるということですよね。 

○稲田分科会長 山浦課長。 

○山浦都市整備部次長兼道路整備課長 そのとおりでございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 私も地元の関係を含めて、二、三の連合会長に話ししたんだけども、その方々

が必ずしも地域の実情を十分に把握をしているという状況にない場合があるんですよ。そ

れでね、私はやっぱり住民の皆さんの生活実態に合わせた状況というものを誰が管理して

いくのかということをこの策定の中で検討してほしいと思うんですよね。そういうような

ことを含めた検討をされることはありますか。自治会長だけの意見でつくるのか、いや、

地域に聞きに行ったらこういう意見もあったんですけども、ここを見たらやっぱりせない

けんなというような形で策定の中に意見を入れられてつくられているのかということなん

ですけど。 

○稲田分科会長 山浦課長。 

○山浦都市整備部次長兼道路整備課長 平成２９年度に、その前の年の大雪を受けまして、

除雪計画の変更をずっとしてなかったんですが、その年に変更を行っております。そのと

きに連合自治会のほうに諮りまして、新たに必要な路線をお聞きして、今の除雪計画がで

きております。ただ、その中で、これで終わりじゃなくって、要望があれば検討をさせて

いただきますというお話をさせていただいておりますので、その中で、もし要望があって、

除雪路線に加えないといけない場合は、その除雪路線に加えていくような形にしておりま

す。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 去年は除雪に係る実効性がなかったもんだから、そういう実施について言及

はできませんけども、ただ、その策定の中に、私は前からこの除雪策定の議論、委員会に

かけられたときにも議論して、提起したと思うんですけども、三柳と福米と福生の旧県道

です。今は自衛隊道路というのがあって、それが県道になっていますけども、その前の県

道です。これがいわゆる簡単に言うと集落の中をずっと走っておるんですよ。これが除雪

をする街路に入ってないんです。それを入れていくような検討をされたらどうかというふ

うに言ったけども、連合会長あたりとも相談してみますわということがあって、だけど結

果、直ってないですね。連合会長に聞いたんですよね。何であんた意見出さないんだ。そ

れが必要なのか、がいに意見が出ちょらんだけん言っちょらんがなという話になっちゃっ

てます。実態、昔のそういう今言った県道は、それにたくさんの枝線がひっついているん

ですよ、集落の中に。縦の部分は地元の方々が除雪をしておられるので、この本線の部分
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を除雪してあげりゃあ随分と助かると思うんですよ。それがなぜ連合会長だけの意見で、

聞いたけども言われないのかということになっておるのかわからんけども、そういう視点

は、例えば行政の立場で見たときに、これはかく必要があるんじゃないかというようなこ

とについての検討はできんもんかという気がする、策定の段階で。本当に大きいですよ、

あの線は。実態がおわかりかと思いますけどね。県道の加茂から皆生街道に向かってずっ

と中を走っとる。あれは対象になってないんですよ。それに沿ってたくさんの枝線がずっ

と入っているんですよ。それも含めて全部地元の方に任せるというのが果たしていいのか

なというか、僕はここは非常に大きな問題点だと見ておるんですけどね、この地域では。

それはどうなんでしょう。地元の会長さん方に言って、そこも市がかいてあげますよとい

う話はできんのだろうか。地元から要求がないけん策定要りませんだということで終わっ

てしまっていいものだろうか。それは大雪が降らにゃあいいけども、大雪が降ったときに

どうするかという話なんですね。 

 もう一つ、余分な話ですけど、この間、県に行ったときに話ししたんですよ。博愛病院

のあのカーブから産業道路までの間は除雪機械、見てなかったんですよ。何でおまえ見と

らんだって怒った。よそが見とる。見とらんじゃない。県道だろう、それは。２度ほど大

きな声でけんかしたことがある。そういうことと同じことに見えてならないんですよね。

だからしないということじゃなくして、それを生活の実態を見たときに、地域の実情を見

たときに、それは市民の声が、あるいは住民の声がなくても、行政から見たときに、ここ

はかいてあげとかんと大変じゃないかなというとこもあるんじゃないかと思うんだけどな。

そういうところを行政が考えて策定をするということもあってもいいじゃないかと思うん

だけど、そういう面での策定計画の見直しということはどうなんでしょうか。 

○稲田分科会長 山浦課長。 

○山浦都市整備部次長兼道路整備課長 遠藤議員が言われました路線なんですが、除雪機

械が雪を排出することができない狭い部分がございまして、その部分についてはなかなか

難しいところでございます。ただ、地元から要望がありまして、除雪機械が雪を排出して

も排出先があるとか、そういうところがあれば、今の現状の地域の路線ですかね、順番に

決めてますけども、優先順位は緊急路線から来ますので、順位的には下がるかもしれませ

んけど、そういうところで検討はできるんじゃないかというふうに思います。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 これは要望に付しておきますけどね、雪をためて、例えば一時的に民地を借

りて、ここに置かせてもらえませんかという場所はあると思いますよ。僕はずっと見てま

すけども。だからそういうことも含めて、あればじゃなしで、そういう見ていてあるとこ

はありますので、それはやっぱり自治会の皆さん方と話をして、そういう方針なら方針を

まとめて入りますよと、地元自治会の皆さん方とそれなりにお互いが話をして、そういう

準備をしていただけるんじゃないかと思うので、ぜひそういうことを含めて検討を求めて

おきたいと思います。これは要望しておきます。 

○稲田分科会長 じゃあ次に移ります。事務報告、３３５ページ、開発行為等の許可につ

いて、これは戸田委員。 

○戸田委員 ３３５ページの開発行為の許可について、申請届け出協議についての事務報

告があるんですが、まず初めに、平成２９年度と対比して、どれだけの増減があったのか、
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その辺をまず伺っておきたいと思います。 

○稲田分科会長 湯澤建築相談課長。 

○湯澤都市整備部次長兼建築相談課長 これは調整区域の分でよろしかったでしょうか。 

○戸田委員 いいです。 

○稲田分科会長 どうぞ、湯澤課長。 

○湯澤都市整備部次長兼建築相談課長 そうしますと、市街化調整区域内におけます建築

物等の許可件数で、２９年度との対比ということでございます。平成２９年度におきまし

ては、１１０件ございました。平成３０年度は１３１件でございますので、２１件の増と。

それとあわせまして、条例改正前の平成２８年度につきましては、１０１件ございました。

そこから比べますと３０件の増ということになっております。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 今、なぜそれを聞きましたかといいますと、御存じのとおり、今触れました

ように、条例改正、平成２９年４月でしたかね、規制緩和措置をされて、市街化調整区域

の規制緩和をやったと。それで市街化調整区域内の建築物が相当ふえたんだろうなと私は

分析しておるんですが、建築住宅課さんはどのように分析をされておられますか。 

○稲田分科会長 湯澤課長。 

○湯澤都市整備部次長兼建築相談課長 平成２９年７月の条例改正によります規制緩和

の主な効果の例といたしまして、それまで下水道及び農業集落排水の整備もしくは事業計

画区域であることを市街化区域に準ずる指定区域としていたことに加えまして、合併浄化

槽によります汚水処理についても開発許可基準の要件といたしましたことが市街化調整区

域内における開発許可件数の増加につながったものと考えております。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 規制緩和をして、合併処理浄化槽と、あとは連檐の部分もあるんでしょうけ

れども、特に私の隣接しておる春日地区については、市街化調整区域、道路に張りついた

部分を緩和して、それがある程度促進できたかなというふうに思うんですけれども、その

辺のところを私は思いますのは、きょう総合政策部いませんけれども、マスタープランつ

くられて、その辺のところで、こういうふうな要因があって、この事務報告の前に事務で

ある程度、総合政策部とか、そういうふうな共管はされておられるんですか。いわゆる共

有認識を持っておられるのか。その辺のところをまず伺っておきたい。 

○稲田分科会長 湯澤課長。 

○湯澤都市整備部次長兼建築相談課長 都市計画マスタープランとの整合ということで

あろうかと思いますけれども、都市計画マスタープランにつきましては、都市創造課のほ

うで策定されておりますけども、私どもの建築相談課のほうでは、それとの整合を図りな

がら、調整区域の規制緩和というところについては、さらなる緩和というものが必要とさ

れるのかどうかというところは検討していきたいというふうに考えております。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 私、マスタープランがあって、そこで規制緩和をして、事業者の方々や市民

の方々もそれを踏まえながらある程度家を建てたり、調整区域内の開発事業をしたりとい

うようなことが進んでおると思うんです。しかしながら、実際、マスタープランをつくっ

たところも、都市創造課等がその実態を十分に把握しておられるかどうか。それを検証さ
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れて、次のマスタープランに反映していく材料として捉まえておられるかどうかというこ

とが私は疑問がある。都市創造課に話ししても、この内容を本当に理解しとるのって私が

あるとき伺ったんだけど、なかなかその辺のところを理解しておらない。そういうふうな

中で、今、次長さんがおっしゃったように、マスタープランは都市創造課がつくるがん、

うちはただ許可しとるだけだわということでまちづくりができるんでしょうか。だからや

っぱりそこのところを開発許可に当たって、市街化調整区域の中でもどういう要因の中で、

こういうふうな今の許可申請もどんどんふえてきた。それは何の要因なのか。いわゆる条

例改正をして規制緩和をしたけん、そのことが的確に施策として反映できてきたのかとい

うような私はきちっと各部が検証して、本当に把握しておかなければならないと思うんで

すよ。今回マスタープランをつくられたけど、マスタープランの中身が本当にそこが入っ

ているかどうか。今の工業地域についてもその辺のところの見直しを図られてきとるんだ

けど、さらなる規制緩和とかというようなことは、建築住宅課にこれ伺っても仕方がない。

副市長さんに伺っておくか。その辺のところは、このような実態を踏まえて、どのように

検証分析されて、今後のマスタープランへ反映していこうかとかというようなことは考え

ておられるかどうか、その辺をちょっと伺っておきます。 

○稲田分科会長 伊澤副市長。 

○伊澤副市長 今の御指摘の件ですが、まさにそのとおりでありまして、マスタープラン

という大きな方針のもとで、既に実行している規制緩和措置も含めて、実情の開発行為等

がどういうふうに誘導されているのかということ、これはもちろん不自由な面もあると思

いますけども、これは都市創造課が中心になって検証して、そして次なる規制緩和、ある

いは都市計画に生かしていくという流れ、こういったサイクルを回していく必要があると

思います。 

 住宅地については、今回のマスタープランでお示ししているとおり、特に将来の人口減

少というようなことも視野に入れながら、駅を中心とした規制緩和というようなものを考

えていきたいという方針を出しておりますし、かねてこれも御指摘いただいております工

業用地、工業団地についても、既存の工業団地や、それからインターチェンジの周辺とい

ったようなものを中心に、その必要面積等を見定めながら、必要に応じて規制緩和等々、

あるいは地区計画の誘導等をやっていくという方針で今考えているというところでありま

す。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 最後にしますけど、やっぱりそういうふうな施策を講じてきて、実際にこう

いう実態が浮かび上がってきたということは十分に皆さん方が共有せないけませんし、た

だ、もう一つさらなる踏み込んで規制緩和をしていくのかどうなのか。もう一つ、今、下

水道が進めておる合併処理浄化槽の転換事業、これによってこれも誘導された要因になっ

ておるだろうというふうに私は思いますので、やはりそういうふうなことも十分に、各課

がそれぞれの事務分担ではなくて、大きな事業ですので、皆さんが共有されて、その辺の

ところを今後の施策の反映の中にやっぱり反映していかなければならないだろうというふ

うに思いますので、その辺のところを十分に検討願いたいというふうに要望しておきたい

と思います。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 
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○遠藤委員 関連してちょっと聞いておきたいと思うんですけども、今、開発行為等にお

ける許可についての報告がありましたけども、建築件数とこの開発行為による住宅件数と

いうのは必ずしも一致していないというふうに私は判断しているんですが、その実態はど

ういうふうに把握していらっしゃいますか。 

○稲田分科会長 湯澤課長。 

○湯澤都市整備部次長兼建築相談課長 開発をしたところは、基本的には建築物をつくら

れる、あるいは住宅をつくられるというところで開発行為等を起こされているというとこ

ろですので、これは連動したものが基本的にはあるというふうには考えております。ただ、

開発の許可を得ないで実際市街化区域内ですとか、そういったところで住宅等の建築をさ

れる件数というのはありますので、その分の連動ということになると、なかなかそこのと

ころは難しいところがあろうかと思いますが、最近の増税前の住宅駆け込み需要ですとか、

そういったものがやはりあるというふうな認識をしておりますので、最近の事例では、や

はり件数的にはその部分で伸びてきているところがあろうかと思いますし、それから、今

回のこの調整区域内の許可件数の増加につきましても、先ほど申し上げた条例改正の効果

というのももちろんあると考えておりますが、近年の住宅事情というものも影響している

部分はあるのではないかなというふうに考えております。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 そういう数字というのはちゃんと把握していらっしゃいますか。 

○稲田分科会長 湯澤課長。 

○湯澤都市整備部次長兼建築相談課長 手元にはちょっと資料ございませんが、建築物や

住宅の確認の件数ですとか、そういったものはデータとしては残しております。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 これは直接この開発行為にかかわるかどうかわかりませんけど、開発行為と

いうのは、私が聞いておる情報によると、市道があって、いわゆる公道があって、それか

らの段差が５０センチ以内の場合の埋め立ては、これは開発行為に当たらないと聞いてい

ますが、そのとおりですか。 

○稲田分科会長 大櫃建築相談課開発審査担当課長補佐。 

○大櫃建築相談課開発審査担当課長補佐 開発行為、造成がありますと、基本的には地目

の変更があるかと思いますので、そういった場合には、地目の変更がありますと、基本的

には開発許可をとっていただくんですが、中には調整区域内での例えば５００平米以内で

すか、そういったものは軽微なものとして２９条申請もらわないということもございます

けれども、基本的には土を盛っていれば開発行為に当たってくるかと考えております。そ

の当たらないといった行為は、上に工作物がなければ、当然建築行為ではありませんので、

開発行為に当たりませんという回答をしているんですけども。 

○稲田分科会長 錦織部長。 

○錦織都市整備部長 開発の定義が結局区画形質の変更というのが開発行為に当たるか

当たらないかということでございまして、区画というと、例えば道路を入れて宅地を張り

つけると、こういうのが区画の変更という形になりますけど、形質の変更というのがあり

まして、例えば農地から宅地にする場合、それからさっき遠藤さんが言われたように盛り

土をする場合、こういったところが形質の変更ですので、そういった盛り土をする場合も
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開発に該当する場合もございますし、あるいはさっき言った農地から宅地という形質の変

更もございますので、農地から宅地にかわる場合は盛り土がなくても該当するというとこ

ろです。区画形質の変更というところで判断をさせていただいております。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 詳しい専門的な用語はわからんけど、区画と形質というのは具体的に全てに

市の許可が必要ということになるわけですか、変更は。 

○稲田分科会長 錦織部長。 

○錦織都市整備部長 今言ったように、区画形質の変更がある場合は開発許可に該当しま

すので、そういった許可をとっていただくということになります。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 私のじげの話して、皆さんに迷惑かける話になるかもしらんけど、結構ね、

この規制緩和によってかどうかは知らないけども、十分な大きな家屋敷とは言えないまで

も、結構新築がどんどんどんどん調整区域で今出ているんです。そこを見ちゃうと、前は

いけないって言われたところに家が建っとうが、これはどげなことだあかなといって地域

の方からの意見がやっぱり出てくるんです。そうすると、いろいろ聞くと、開発行為、５

０センチ以下だったら、その本人さんが持っとって、それを埋め立てられた場合には開発

行為になりませんので、それを本人さんが売られたなら、それはそれで家が建てれますわ

と、こういう話になるんですよね。そうするとね、今言われた所有権じゃないけども、地

権者としては登記の変更をしなくても、農地のままで造成をして、家主さんが、そしてそ

れを今度売ることができるのかということになっちゃうんですけども、そういうのは開発

行為にならないということになるんじゃないかというふうに理解しちゃったんだけど、勉

強のための質問したって意味がないけども、そういう件数とか、よく見えるんですけど、

それは問題ないわけですか。 

○稲田分科会長 大櫃担当課長補佐。 

○大櫃建築相談課開発審査担当課長補佐 今、委員さんから伺ったお話ですと、調整区域

ですので、市街化区域のように、法２９条の申請とかはならないですが、必ず４３条とい

って調整区域に建物を建てる場合につきましては、どなたであっても許可が要るようにな

りますので、またそれは後ほどよろしければ詳しくお話をさせていただければと思うんで

すけども、聞いた内容でいきますとそういった場合は必ず都市計画法の４３条に基づく申

請をいただいてる案件でなかろうかとは考えてます。 

○遠藤委員 何が言いたいかというと、まず住宅のほうで建築許可とかそういうもののと

きに開発許可というもの、これチェックができているんかなという気が実は疑い的に見て

るんですよ。今おっしゃったように、物を建てる場合には必ず申請をしてもらわにゃいけ

ませんよという話になりましたよね。ところが物を建てるのは、土地が売れてから物を建

てる人は、そらできると思うんです。ところが土地をつくって、建物を建てるまでの仕事

というか、インフラ整備というか、土台づくりの段階、いわゆる農地の段階で５０センチ

以下で埋め立てをすること自身は開発行為に値しないでしょ、これ。それしちょって、そ

れが今度は地主、持っとる人がそれをやって、今度はそれをほんなら建てるというものの

人が中に入ってあっせんをして、ある人は買いたいと思ってるから、そこのとこを区画し

て２軒建つようにしたいと思うんで私に任せてもらえんかと言って、今度はＡさん、Ｂさ
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んに建築の話を持ってきて、そしてほんならええですわという形になったときは許可が要

るんですよね、これ。そういうような流れが何か見えるんだけど、そういうことは可能な

の。 

○稲田分科会長 錦織部長。 

○錦織都市整備部長 ちょっときちっとしたお答えになるかどうかわかんないですけど

も、基本的に今、例えば市街化調整区域におきましては土地の造成があるなしにかかわら

ず、開発許可に該当する場合は２９条という許可でしますけれども、それで造成とか要ら

ない場合であってもそれは４３条許可という形で建築許可というのが要るんで、いずれの

場合でも市街化調整区域については許可申請をしていただくというところは必要だと思い

ます。 

 ただ、市街化区域につきましては、そういった建築の制限がないところでございますの

で、基本的にはそういった造成が伴う場合は２９条の開発許可という形で許可を受けてい

ただくと。既に宅地化されているところについては、そういった都市計画法に基づく開発

許可は要らないという場合があるというところだと思っております。 

○遠藤委員 これでやめる。 

○稲田分科会長 よろしいですか。 

 では、次の項目に移ります。説明書に戻ります。１６３ページ、事業番号３２６番、市

営住宅管理事業（建築住宅課）として。 

 伊藤委員。 

○伊藤委員 私は、市営住宅の空き室数の推移と空き室による損失をどの程度分析してい

るかという質問でございますが、前の委員長の御指摘もあったように推移ではなくて、平

成３０年度に限ってということでしたので、ちょっと変えさせていただいて、１６３ペー

ジにあります表の中で、管理戸数１,５０４のうち居住戸数は１,１４２ですので、２割強、

３６２戸が空き家となっているはずなんですけども、空き家戸数は２６７となっとります。

このところを御説明いただきたいと思います、あと残りはどういうことなのかという説明

を。 

○稲田分科会長 原住宅政策課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 済みません。１６３ページのこの表につきましては、

この空き家戸数は政策空き家のみの戸数を上げさせていただいとりまして、一般の利用可

能な空き家というものはこちらには載せてなくて、別途１０３戸あるということでござい

ます。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 ちょっと１０３戸とおっしゃったんですけれども、計算すると３６２の空き

家の中で２６７なんで、９５じゃないかなと思うので、それは後でまたわかればお聞きし

たいと思います。 

 この政策空き家というところなんですけど、何のための政策の空き家になっているんで

しょうか。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 政策空き家につきましてですけれども、現在は２つ

ございます。河崎住宅と青木住宅で、河崎住宅につきましては中高層住宅部分の長寿命化
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改善事業を今も行っとりますし、今後もする予定にしとります。したがいまして、そこに

お住まいの方々の仮移転先として現在確保しているというところでございます。 

 青木住宅につきましては、すぐ隣に廃止住宅であります尚徳住宅がございますので、そ

の尚徳住宅の方に早く出ていただくように御案内申し上げとりまして、その移転先地とし

て近くの青木住宅を政策空き家として確保してるというところでございます。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 私も事前に資料いただいとりまして、政策空き家の２６７の中で博労町１８、

尚徳２９、大垣１９は廃止の方向で入っておりますし、あとおっしゃったように河崎１１

９が改善ということで、青木８２は早く移転してほしいというようなことでしたけれども、

仮移転先とか移転先ということで確認をした上の政策の空き家なんでしょうか。その入居

者に対して確認をした上での政策的な空き家として位置づけられてるんでしょうか。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 位置づけにつきましてですけれども、必ずそこの住

宅の方が、博労町の住宅の方がここに移転してください、尚徳の方は必ず青木に移転して

くださいという、そういった意味合いではございませんで、あくまで御希望を聞いて、青

木住宅に移転したいという方がいらっしゃるということを想定した上で、まず近くの青木

を政策空き家としてる。ただし、その尚徳住宅の方がこの際だから町なかのどこかの住宅

に引っ越したいという御希望があれば、それには相談に応じるということで、必ずそこじ

ゃないといけないという確認をとってやってるものでもございません。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 長年ここでもありますように政策空き家としてあいておりますので、その間、

平成３０年度であってもきちっとニーズを捉えて政策空き家とするという方向でないと本

当に大きな損失ではないかなと思いますが、その辺の考え方を伺いたいと思います。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 おっしゃるとおりだと思います。ただし、私どもで

も相手様がありますことですから無理強いはできませんので、再三お話をさせていただい

て、なるべく早くということはお願いはするんですけれども、やっぱり相手の方もなかな

かすぐすぐには無理だという方もいらっしゃいますし、かといってそういった政策的にあ

けとく場所をなくすというのもなかなか難しいところございますので、どうしても出てい

ってほしいから政策空き家として確保してる。だけども、出ていってまだいただけないと

いう、その辺の葛藤の中で今この状態が続いてるというところでございます。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 本当に面談されてニーズを捉えていらっしゃるのか、その点について伺いた

いと思います。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 ちょっと今いつ出会ったかというところまではっ

きりした日時を覚えてないですが、担当者が出向いてアンケートをとったり、直接お話し

したりするのはさせていただいとります。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 私はそこら辺が不十分ではないかなと思っておりますので、住んでらっしゃ
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る方の気持ちになればやっぱり寄り添った相談をしていただかないとなかなかいい方向に

ならないのかなと思っておりますので、ここは改善してもらいたいと思いますし、十分な

面談をしていただきたい。できてないんじゃないかと思いますので、そこら辺のところ分

析していただきたいと思います。 

 政策空き家として、そもそもこんなに大きな戸数ですね、廃止住宅を聞けば２０１です

ので、２０１の戸数そんなにあけておく必要があるのかどうなのかというようなところは

私は指摘させていただきたいと思います。そこは改善していただきたいなと思っておりま

す。 

 また、一方では、ここにもございます入居申込者が１７８人の中で入居決定者が４３人

ですので、需要は高いですので、困窮してらっしゃる方の声を反映させて、やっぱりより

多くの方が入居していただきたいなと思うところなんですけど、例えば家賃を平均２万円

と仮定しますと、３０年度に限って２６７の空き家があるとして、その中で６６は廃止住

宅ですので、２０１としましたら１２カ月で４,８００万円の損失になるわけですね。そこ

ら辺のところはいかがお考えでしょうか。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 先ほどの要望も含めましてのお話ですが、例えばこ

の政策空き家２６７のうち一番大きく占めておりますのは河崎住宅でございます。河崎住

宅につきましては、御存じのように昭和４０年代に建てられました簡易２階建ての古い建

物が多数ございます。ここを修繕をして使っていく建物なのかどうかというのは判断しな

いといけないと思っとります。ですんで全ての政策空き家が利用可能かというところもご

ざいますので、丸々それが損失にはならないとは私は考えておりますけれども、ただ、や

はり募集をかけても応募のない住宅というのも現実ございます。そういったところは実は

募集をかけるということは中を修繕しとります。修繕費用をかけて募集をしても応募がな

い。その場合は必然的に本当の空き室になってしまいます。この部分についてはやはり損

失が生じてるいうふうに思いますので、そういったところを積極的に入っていただくよう

に何度でも募集をかけて、そういった損失を少しでも少なくするような努力をしていきた

いというふうに思っとります。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 もうちょっと細かく本当に一つ一つを分析されたり、利便性の低いところは

なかなか募集をしても応募がないということも私も承知しておりますので、やっぱりある

一定程度方向性をきちっと捉えていくべきかなと思います。応募の中では高齢者が８割ぐ

らい占めるということも伺っておりますので、やっぱりニーズになかなか対応できてない

のではないかなというようなこともありますので、そこら辺のところもきちっと、長寿命

化計画にも入っていくことになるかもしれませんけれども、捉えていただいて、適正に管

理していただきたいなというふうに思います。ここ指摘しておきたい。 

○稲田分科会長 指摘ですね。 

（「関連で。」と戸田委員） 

 戸田委員。 

○戸田委員 私も政策空き家という捉まえ方はよくわからんのです。それで今、伊藤さん

おっしゃったように、ここの空き家戸数２６７、この内容について、政策空き家が一つ、
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もう一つが言われた募集しても入られない戸数、それもう一つ、老朽化と言われたんだけ

ど、じゃあ、その政策空き家戸数の位置づけと、この区分、空き家戸数のおたくが今おっ

しゃられた区分を提出していただけますか。そうしないと空き家戸数の分析を私たちはで

きない。そこ提出できますか。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 ちょっと今おっしゃったところも御説明しますと、

政策空き家というものは、廃止住宅も政策空き家に入ってます。ですので博労町、尚徳、

大垣、この３つは政策空き家になります。先ほど答弁しました長寿命化事業の仮移転先で

ある河崎住宅も政策空き家、尚徳住宅の廃止住宅の移転先で候補地である青木住宅も政策

空き家いうことで、それらの政策空き家が幾らあって、それ以外に修繕して今後使ってい

こうとする空き家が幾らあっていうことも団地ごとにまとめとりますので、それの資料は

提出させていただきます。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 何で私がそういうこと、今後の方向性で総量抑制、そういうことをうたって

おられる。民間住宅の活用も活発にやっていくんだということ、空き家が２６７で、何の

要因があって空き家かというのは議会になかなか理解できにくい。だけん、その辺のとこ

の政策空き家、今おっしゃったような内容もきちっと区分を分けられて、本当に実際の政

策空き家がどうなのかというような動向も議会のほうにきちっと提出していただきたい。

これは要望しときます。 

○稲田分科会長 じゃ、次に行きますけど、１６４ページ、事業番号３２７番、市営住宅

長寿命化改善事業について。 

 遠藤委員。 

○遠藤委員 市営住宅の長寿命化という問題については昨年度も大分議論をさせていた

だきましたけれども、現実のところこの長寿命化計画を見直すというふうに言ってこられ

たわけですけども、その事業の進捗状況というのはどういうふうになっておるんですか。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 市営住宅の長寿命化計画の見直し状況でございま

すけれども、昨年度からやっとりますが、昨年度は意向調査というものを１０月から１１

月にかけて行ったところでございます。その調査と取りまとめなどの関係で３０年度中の

素案作成には至りませんでしたので、今年度、令和元年度に具体的に今現在素案づくりを

いたしとりまして、現在の状況は内部で最終協議行っているところでございます。ですの

でこの最終協議が終わり、まとまった段階で本都市経済委員会で御説明し、御意見を伺っ

ていきたいというふうに思っとります。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 おくれた理由は何ですか。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 先ほども申しましたように、市営住宅入居者の意向

調査が前回、平成２４年度に行っとりましたので、それから約六、七年たっていましたの

で、最新の意向調査をしたいということで、意向調査を行った結果、ずれ込んだというの

が要因でございます。 
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○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 それの意向調査の調査結果は、もう集約されてるんですか。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 その意向調査の集約結果を今、長寿命化計画の中に

調査結果として盛り込むことにしております。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 聞いてるのは、その盛り込まれるのはいいんですけども、集計はもうでき上

がってるんですか。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 でき上がっとります。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 それはいつの時点ででき上がってましたか。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 ちょっといつというのははっきり言えないんです

けど、ことしの春ごろに結果を取りまとめたと今、私は覚えてるとこでございます。申し

わけございません。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 何かと言うと、そういう調査結果があれば我々議会に対してもこれをもとに

して長寿命化計画の見直しをしようとしてやっとりますというような報告もあってもいい

じゃないかと思うけど、そういう報告はあったんかな。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 済みません。ちょっと今確認とりましたらしてない

ようでしたので、おっしゃるようにやはり必要に応じてすべきだったと思いますんで、今

後そのあたりは気をつけたいと思います。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 できるだけ早くその調査結果集計を議会側にも報告をしてもらいたいと思

いますね。 

 問題は、その長寿命化計画の見直し、どういう観点で見直しをされていらっしゃるんで

すか。例えば事業年度の見直しというのは当然入ってきますよね。ということも含めてど

ういう観点、キーポイントで見直しをされていくんですか。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 もちろん市営住宅の長寿命化をどうしていくべき

か、それについてどのようなタイムスケジュールで行くのかというのはやっとりますけれ

ども、個別の御回答ということになりますと、今の長寿命化計画の中身になってしまいま

すので、まだ最終素案という形になっとりませんので、いましばらくお時間をいただけた

らというふうに思っとります。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 僕は思うのは、いつも当局の皆さん最近特にそうなんだけども、いろんな基

本計画とか、構想なりとかいろんなものつくられて、そのつくってから１日か２日前ぐら

いに議員の控室にぽんと資料は投げといて、あさって委員会ですよとか、あさって全協で
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すよというやり方がふえてるんですよね。僕なんか特に能力が低いもんだから、１日や２

日でそれ全部解読せと言われたって本当に時間がないんですよ。そうするとこういうもの

は前もって前広にやっぱり議会側に説明資料として報告をしてもらうということになって

いかないと委員会の審議が充実していかないと思う。責任が果たせないということがあり

ますので、僕は、今、仮定の段階ですから公にできませんとおっしゃってるけども、じゃ、

案ができ上がってから、はい、１日、２日前に委員会にどうぞと出されたってどげして解

読するですか、僕ら。皆さん方つくって、１年以上もかかってつくってらっしゃいますか

ら、いろいろ検討もできいでしょうで、当たり前の話。僕らは配られたものを１日、２日

で消化せないけんですよ。僕、こういう事務の流れというのは、副市長、変えてほしいと

思う。議会が必要ならですよ。議会が必要なかったらそれでいいですけど、議会が必要で

あるならば議会の側の十分審査のできる時間というものを提供してもらいたい。そのため

には申し上げたようにどんな検討されていくんですかいうことで、それは完成せな教えま

せん、これでは僕は議論にならないと思う、議会と行政の関係というのは。議会をある意

味では否定してしまうことになる。これはぜひ改善してほしい。このことは申し上げてお

きますね。これは要望になるかな。指摘をしてるんかな、これはな。 

○稲田分科会長 この案件に対しては指摘をされる。 

 遠藤委員。 

○遠藤委員 それで続いて行きますけども、もちろんバリアフリー化とか、あるいはユニ

バーサルシステムの導入とか、もちろんエレベーターとかいうものは検討課題に入ってま

すよね、これ、わかっとりますが。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 入っとります。 

○遠藤委員 それから、失礼ですけど、事業年度はいつからいつまでくくられるわけです

か、何年間くらいで。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 長寿命化計画そのものは１０カ年計画でございま

す。 

○遠藤委員 だからいつの年度から。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 令和２年度からスタートということになります。 

○遠藤委員 わかりました。 

 それでもう一つは、今度空き家対策について伺いますけども、これ僕の質問項目空き家

になっとりますが、空き室です。訂正してください。 

 空き室対策で聞きますけども、３０年度の空き室の状況というのは２９年度と比較して

どういうふうになっておるんでしょうか。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 まず、先ほど申しましたように、市営住宅には２つ、

２通りの空き家がございます。一つが政策空き家、一つが一般の使用可能な空き家という

ことでございまして、まず政策空き家につきまして御説明させていただきます。２９年度

末には政策空き家は２７７戸ございました。３０年度中の動きでございますが、退去者が
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１８戸、入居者が河崎の４７Ｒ－１棟の工事に伴う入居でありますとか、火災による特定

入居、これが１０戸ございました。結果、平成３０年度末の空き家は２６７戸というふう

になっております。 

 その他現在修繕して使用可能な空き室につきましては、２９年度末は６３戸、３０年度

中退去者が５５、入居者が３３戸、結果、３０年度末が１０３戸というふうになっており

ます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 その数字がちょっと読み取れないんですけど、この１０３戸という３０年度

末の空き室数というものは、３０年度に５５の退去数があったということになるんですか。

それで結果的に１０３戸になる。つまり２９年度の空き室と合わせたものが１０３戸にな

る、こういうことになるわけですか。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 ２９年度は６３だったものが３０年度末に１０３

になったということでございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 実際に入居されたのは３０年度中には幾らだったんですか。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 入居者は３３戸でございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 僕は事前に報告書をもらっとる分と今言われた数字が合わないですよね。僕

のいただいた資料には平成２９年度末の空き室数で使用可能な空き室数は６３戸、平成３

０年度の入居者数は４３戸、平成３０年度の退去数は７３戸、それで平成３０年度末の使

用可能な空き室は１０３戸と、こういう数字がなってますけど、これどう組み合わせして

もなかなか数字が合わない。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 補足で説明させていただきます。ここの数字が合わ

ないといいますのは、万能町住宅と大工町住宅というのがございまして、これは昨年度万

能町住宅のＡ棟を除却いたしました。そのときに除却する万能町住宅Ａ棟のあいてる戸数

と、こちらに引っ越していただくためにＢ棟も確保しとりましたんで、そのＢ棟と、もう

一つ引っ越し先を大工町住宅も引っ越し先に想定しとりましたので、万能町と大工町のあ

いた部分は昨年度は政策空き家でございました。ことしはもう条例改正も終わりまして、

除却も終わりましたので、その部分が全て一般の空き家のほうに移動しとりますので、そ

のあたりで単純な足し算、引き算で数字が合っていないという、ただし、それらを全て加

味した数字は、合計は合ってるということでございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 それで平成３０年度７３戸でしょ、退去数が。それで平成３０年度の入居者

数は４３でしょう。これを差し引きすると、単純に言えば３０戸使用可能な空き室が残っ

たということにここだけで計算するとなりますよね。それで使用可能な空き室１０３戸と

の兼ね合いというのは、どうなるんですか、これ。 

○稲田分科会長 原課長。 
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○原都市整備部次長兼住宅政策課長 この３０年度入居の４３戸と３０年度退去の７３、

こちらには一般の空き室だけではなくて政策空き家の数も入り込んどりますんで、単純に

その結果が１０３になったということではなくて、要は政策空き家の数字にも変化が生じ

たということでございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 その数字は入っとるんだけども、その数字というのは政策空き家の数字とい

うのは少ないでしょう。４の７の１８で、２０ぐらいでしょ。１８で２０、２５、２３ぐ

らいでしょ、政策空き家、この中で７３のうち。１０３戸の使用可能な空き室が３０年度

末には存在をしてるということでしょ、どうであろうとも。これ何でこの１０３戸の使用

可能な空き室が存在したんですかということになっちゃうんですよ、これは。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 これはたまたま年度末の集計を出しとりますけれ

ども、市営住宅の入居は毎月募集したりしてますんで、これは大体いつごろかというのは

想定できるんですけど、退去につきましては、これは入居者の都合で退去されますので、

時期は想定できません。ですので例えば１１月、１２月、１月、２月、３月に退去された

場合は、部屋がそのままで、まだ修繕もできていない。ですから募集もかけれないという

ことで、一時的に数字がふえることはございます。ですから必ずそれが理由かというと、

そればかりではないとは思いますが、そういった時点時点で数字が流動いたしますので、

３０年度末はその数字が１０３であるという結果になっておる。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 そうすると平成２９年度末の空き室数６３戸は、全部これは修繕も終わって、

公募する対象戸数になったというふうに判断していいんですか。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 済みません。それについてはちょっと明確に答弁す

ることはできませんけれども、使用可能な空き室のうち、やはり例えば応募がなかったと

ころの４階とかは積極的に修繕に回さないで、ほかの応募の多いところを早目早目の修繕

に回すということの調整もいたしておりますので、全てが全て修繕が終わったというふう

にはなってない状況だと思います。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 そうすると実際に修繕されてない空き室戸数というのは、この３０年度末の

１０３戸の中で幾ら残ってるんですか。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 申しわけございません。それについては今現在ここ

の場では把握しておりません。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 何でこれしつこく聞くかと、前にもこの問題は本会議等で議論させていただ

いたんですよ。伊藤さんもおっしゃったけども、やっぱり公有財産の有効使用いうのが大

事なことですから、しかも公営住宅法ではいつまでも投げっ放しにしちょくとこれいけま

せんよと、速やかに改善しなさいよという法律で定められた事項もあるでしょ。それを自

分の予算の都合でできませんでしたというやな形では許されないという法の規定があるん
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ですよ。だからそういうことがあるんで、僕らとしてはそういうきちんとという意味でチ

ェックして、管理ができとるかというのを判断を求めるわけです。 

 そこでもう一つ問いたいのは、修繕ができないこと、予算があえてそれに対して要求し

てもつかないという背景があるのか、予算要求そのものをしないのか、その辺はどうなん

ですか。まともに例えば空き室数があって、これだけ修繕せないけない。これは１００％

予算要求されてんですか、その各年に。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 私どもで計画してる分は１００％要求させていた

だいてる。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 予算の結果が１００％ついたんですか。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 修繕部分についてはつけていただいてるというふ

うに認識しております。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 その割合にしては１０３戸というもの……。ごめんなさい。１０３戸と空き

室数がその途中で出入りがあって残った分があった、退去数７３あるけども、その間では

あれなんですかね、３０年度と比較した場合にはこんなに残るような数字にならないよう

な気がするんだけども、何か予算的にもここはもうつけないし、予算を出したけど、その

予算が認められなかったんでこういう形になったというようなことはないんですか。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 皆さんのちょっと資料ないんであれですけども、平

成３０年度の入居者が４３戸、退去が７３戸ですんで、単純にそこで３０戸多く空き室が

生じてるということですので、全てが全て予算の都合ということではございません。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 逆に言うと、２９年度６３戸あって、この政策空き室にしてる住宅もあるけ

ども、これと今言いましたものを合わせると１０３戸になっちゃうわけだ。そうすると逆

に、２９年度というのが丸々残っとる話になっちゃう、計算の仕方によっては。だけん、

これはもう少し空き室というの有効利用ができる方法のものがないのかなという気がする

し、その辺が見えるわけです、この数字の流れから見ると。だから予算的な措置でこうな

るのか、それとも３０年度に退去あったけど、それは３１年にみんなすりゃええがなとい

うことで３０年度は半年というのは、８カ月はあきっ放しで投げっ放しにしとるのか、こ

の辺のところがちょっと気になるもんですよ。だけん、３０年度であって、年度末にみん

なが出たわけじゃないでしょうから、一年度の中のどこの辺で退去者が発生したか知らん

けども、それによっては修繕によっては３０年度に空き室を減らすこともできたんじゃな

いかと、予算の打ち方によっては。だけど、その予算が打てなかったということによって

残ったというケースもあるんじゃないかと思って聞いてるわけですよ。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 修繕につきましては、昨年度はその１５工事くらい

です。ですからコンスタントに工事に出しとりますし、５月から市営住宅の募集をかけて、
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毎月募集を行っとりますので、工事をして募集、工事をして募集しとりますんで、そのあ

たりで費用面でそういった空き室がどんどんふえていったではないかということではなく

て、どうしても人気のある住宅に募集が集中しますので、そうなるとそこにたくさんの応

募があっても１人しか入れないわけですから、結果、その募集した住宅で募集住宅に入っ

ていただくという形とらざるを得ませんので、お金ではなくて、工事も着々と出しており

ますし、募集も毎月やってるという状況は昨年度も今年度も同じように対応させていただ

いとります。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 じゃあ、個別修繕した件数は３０年度幾らあったんですか。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 申しわけございません。何番までの工事を出したの

かというのは、課のほうでは資料はございますけども、ちょっとここには持ち合わせしと

りません。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 それがあって初めて今あなたの説明がつじつまが合うわけです。これは資料

提出してくださいね。後からでいいですから。 

 それとこの表を見ますと、錦海町住宅、これ平成２９年度末は３戸の空き室があった。

だけど、平成３０年度の入居者数はゼロだった。３０年度の退去数は５戸あって、それで

結局３０年度末の空き家数は８戸になった、こういう数字が並べてありますよね。この錦

海町住宅は、そんなに人気が悪いんですか。３戸２９年度末に空き室があって、３０年度

はゼロだという数字がおるんですけど。 

 それから同じような数字が皆生住宅、使用可能が２９年度は１戸あった。だけど、３０

年度数は入居者がゼロだった。だけど、３０年度に退去数が３戸あって、３０年度末の空

き室は４戸になっとる。このゼロ、ゼロというのは何でこういうゼロが起こったんですか。

これは人気が悪くてゼロなんですか。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 人気があるかないかというのは私にはわかりませ

んけれども、この結果が全てでございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 それじゃあ、説明ならん。人気のないところにはやっぱり修繕もかけられん、

余分に金かけとくわけにいきませんよてって言っときながら、じゃあ、この今言った錦海

町住宅と皆生の住宅は人気がないのでゼロなのかと聞いたら、その中身がわかりません。

それは話にならん。 

（「いけんいけん、開き直ったらいけん、開き直ったら。」と戸田委員） 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 済みません。失礼しました。皆生住宅につきまして

は、今年度３部屋募集する予定にしとりますんで、もう既に２部屋は募集しましたけど、

ですんで要は修繕の工事のタイミングでたまたま３０年度の入居がなくて、工事が終わっ

て３１年度入居という流れになってるというふうに今認識しとります。 

 ちょっと錦海町住宅につきましては、募集のないときもあったように記憶しております。
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失礼しました。応募がなかったという時期もあったような記憶にございます。 

○稲田分科会長 応募がない期間とか、工事期間とか、その表がないもんであれなんです

けど、というような期間もあったということですね。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 そうです。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 錦海町住宅には公募をしても応募者がないなんてことは客観的に見ても考

えられんと思うな、あれだけいいところだ。皆生住宅も同じだと思うけどな。 

 それで問題は、ほんなら２９年度では今言った錦海町住宅は３戸、皆生住宅、これはい

つ修繕したんですか。これは３０年度にしたんですか。 

○稲田分科会長 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 済みません。いつしたかという明確な事実はお答え

できません。今現在答えることはできないんですけれども、修繕をかけて、皆生住宅につ

いては９月募集で２部屋募集して、２部屋今入居していただくように考えとりますし、も

う１部屋についても１１月くらいには募集かけるという予定にしとるとこでございます。 

（「回答にならんが。」と戸田委員） 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 問題は、やっぱり２９年度で空き室になった場合に、そして使用可能で応募

率も高い住宅なんかは、やっぱりできるだけ早く修繕をして、市民の応募に応えるべきじ

ゃないですか。それを１年もまたいで修繕して、３１年度は入居できますからというよう

な空白をつくることは僕は良好な財産の管理に値しないと、こう言わざるを得ないんです

よ。 

 だけん、これ本当にあれでしょ、応募される皆さんの年齢構造ってどうなってるんです

か、実態は。どう把握してらっしゃいますか、応募される方々というのは。それと所得の

皆さん方というのは、もちろん市営住宅に入る方々、所得は低いはずなんですよね。年齢

は幾らぐらいだと思われますか。なってますか、平均年齢が。 

○遠藤委員 原課長。 

○原都市整備部次長兼住宅政策課長 現在資料を持ち合わせておりませんけれども、総体

的に申しまして高齢者の方が８割近いのではないか。そのほかにはやはり若いお母様方、

お子様連れのお母様方の応募も若干あるという状況がございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 だからある意味では非常に生活が厳しい環境の中におられる皆さん方が僕

は多いと思うだがん。だから市営住宅に求められてくると思うだがん。家賃が少し安いと

ころがいいてって。だけん、そこのところで事業で管理する側の者が１年や２年は待っと

ってごしないといって送るような状況つくっていいのかどうなのかと、社会情勢から見て。

そのこと僕は大事だと思っとるんですよ。だからできるだけそういう管理の上からも利用

可能な住宅の空き室に対しては速やかに予算をつけて、そして市民の要求に応えていくと、

この姿勢を担当課もしっかりと持って予算要求もしてもらいたい、このことを指摘してお

きます。 

○稲田分科会長 よろしいですか。 

 じゃ、以上で都市整備部所管部分の審査を終了いたします。 
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 予算決算委員会都市経済分科会を暫時休憩いたします。執行部の皆さんは入れかえをお

願いします。再開は後ろの時計で午後２時３５分といたします。３５分から再開します。 

午後２時２４分 休憩 

午後２時３４分 再開 

○稲田分科会長 予算決算委員会都市経済分科会を再開いたします。 

 議案第７９号、平成３０年度米子市一般会計等の決算認定についてのうち、経済部所管

部分を議題といたします。 

 発言通告書一覧表の２ページをごらんください。では、参ります。 

 ページが説明書の９９ページ、事業番号１９８番、勤労者福祉資金貸付事業について。 

 じゃ、又野委員。 

○又野委員 この貸付事業ですけれども、ここのところ２億円で推移しているようなんで

すけれども、今後の方向性のところで引き続きこの預託を行うとあるんですけれども、来

年度の予算額が半分になってるということで、なぜ半分になったのかということと、あと

過去にもこのように減らしたことはあったのか、あった場合、その理由を聞かせていただ

ければと思いまして、お願いします。 

○稲田分科会長 雑賀経済戦略課長。 

○雑賀経済戦略課長 勤労者福祉貸付金事業の次年度予算が半額になったということの

理由でございますが、勤労者福祉資金貸付事業につきましては、もともと労働金庫さんに

よって労働者への長期安定的な融資を行っていただくために、その融資の原資となる資金

面での支援ということで預託を行っておったところでございます。 

 この預託につきましては、市中金利が高いときには低利で融資をしていただけるという

ことで非常に効果のある組織かと思っとりますが、現在のように非常に低金利なとこで果

たして恒常的に同じ金額預託することが融資金利の面で本当にどれだけ効果があるのかと

いうことがちょっと問題ということで考えまして、そのことから次年度以降で預託額につ

いてちょっと半額にしようということで見直しを行ったところでございます。 

 過去にこのように引き下げを行ったことがあるのかということでございますが、ちょっ

とわかってる範囲では、平成１２年度が２億でございますし、それから平成１３年度は２

億２,０００万で、平成１４年度から１８年度は２億５,０００万ということで預託しとり

ましたが、平成１９年度から２億にして、３０年度まで預託を行ったという状況でござい

ます。以上でございます。 

○稲田分科会長 又野委員。 

○又野委員 済みません。ちなみにそうすると今後についてはどのような方向で行かれる

予定でしょうか。 

○稲田分科会長 雑賀経済戦略課長。 

○雑賀経済戦略課長 この預託についての今後についてでございますけど、一応労働者の

生活の安定や生活の質の向上に資するためには引き続き預託は行っていこうというつもり

でおります。ただし、預託金額等につきましては、やはり先ほどの過去の実績もあるよう

に経済の状況を見ながら判断していくつもりでございます。以上です。 

○稲田分科会長 又野委員。 

○又野委員 以上です。 
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○稲田分科会長 では、次に参ります。１２６ページ、事業番号２５２番、企業立地促進

補助金（経済戦略課）について。 

 じゃ、戸田委員。 

○戸田委員 企業立地促進補助金ということでございますが、まず初めに、事業の成果の

ところ見ていただくと今の工場立地促進補助金が平成２９年度１億３,７００万、平成３０

年度１,４００万、それと雇用の促進補助金が今の平成２９年度は１,８００万弱で、３０

年度が６件で９００万弱ということなんですが、その推移、その内容についてまず伺って

おきたいと思います。 

○稲田分科会長 雑賀経済戦略課長。 

○雑賀経済戦略課長 雇用促進補助金につきましての過去の推移でございますが、一応平

成２６年度が１件で６００万でございます。それから２７年度が４件、１,０５５万、２８

年度が７件で１,４４５万で、平成２９年度は８件で１,７９５万で、３０年度が６件の８

９０万というところでございます。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 これは平成２６年度から開始された事業ですか。 

○稲田分科会長 雑賀課長。 

○雑賀経済戦略課長 平成１７年度からやっとります。私が持ってる数字がちょっと２６

年度からのものでございました。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 なぜ入り口の問題今聞きましたかというと、今後の方向性で平成３１年度か

らこの事業を今いる雇用促進補助金を廃止するということなんですけれども、平成１７年

度から当初動いてきて、１３年間ですか、この制度をずっと実施してきたと。 

 廃止する理由というのは、見直しによるというふうに書いてあるんですけれど、その見

直しの理由とは何ですか。 

○稲田分科会長 雑賀課長。 

○雑賀経済戦略課長 見直しの理由でございますが、まずこの雇用促進補助金につきまし

ては工場等の新増設によってもたらされます新しい雇用の創生に対するインセンティブと

いう観点で支援を行っていたものでございますが、御存じのように現在のように有効求人

倍率がもう２倍近くになってる状況で、地元企業も誘致企業とも労働力の確保ということ

が非常に難しい状況下になっとりまして、いわゆるそういう状況下で雇用の創出に対する

インセンティブとしての効果はやはり薄いんではないかということで検討して、平成３０

年度末をもって廃止しようということに決定したものでございます。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 これは１３年間やられて、それだけの米子市の経済に相当効果があったんで

はないかなと思うんですが、先般、私は財界の方とお話をさせていただきました。今イン

センティブ関係、促進促すんだという観点からこういうことをやってきたというお考えで

すけれども、しかしながら、この雇用促進補助金というのはある程度企業さんも当てにさ

れとられるというようなことも仄聞するんですよね。そこで平成３０年度も約６件あって、

８９０万ですか、そういうふうな補助金を出してる中で、もうその使命は終えたという観

点、使命を終えたというその理由というのは私自身には理解できない。財界においても雇



－59－ 

用促進の補助金等、それ以外にも戸田さん、補助メニューはもっとないですかと、他市に

比すれば補助制度が弱いんじゃないかという声も聞く中で、逆にこの制度を見直してやめ

るというのは本当に米子市政にとってそれがいいのかどうなのか。経済界において本当に

それが発展に寄与できるんかどうなのか。 

 それをもう一つが今の求人倍率２.０、実態を本当に知っとられますか。なかなか雇用が

できない。人材がそろわない。給料もなかなか２０万をと思っても、もっと高い給料で来

ないというような現実性があるんですよ。それをただ机上論で本当にこの使命終えた、イ

ンセンティブ、求人倍率が２.０ああけん、いいんじゃないかというような施策、本当にそ

うなんでしょうかね。市長が今打ち出してる公約は、雇用の創出なんですよ。企業誘致を

して経済の活性化を図っていくんだという公約を掲げておられる中で、一方、こういうも

う使命を終えたというような観点で制度を見直していくというのは、本当に今の米子市の

経済情勢の中に合ってるんでしょうかね。その辺のとこどうですか。 

○稲田分科会長 杉村部長。 

○杉村経済部長 御指摘の点、雇用の創出は今の人口減少に関しても生産労働人口の確保

にしても非常に重要な観点、それはもう理解しております。 

 今回はこの誘致企業に対してのインセンティブということでございまして、実は今、課

長のほうが答えましたように、非常に有効求人倍率が高いという状況もあります。いろい

ろ業種を見ますと事務系は低かったりしますし、いろんな点もあるんですけど、１点、地

元企業さんにとっては、ある意味誘致企業が今来たときに自分とこの従業員が移ってしま

うというようなその点がございまして、そこはとめられない。自由に職場をかえるという

権利が働く方にはあるわけですから、それはとめられないんですけど、そこに公金が支払

われるということに関して非常に不満の声も実際聞いてるところでございます。逆に言い

ますと、そういう誘致企業を市が引っ張って、そこで従業員を取られてしまったというよ

うな、これ実際のケースもあるようでございます。そういうことの声なんかもございまし

て、本当に雇用に対し、企業誘致の設備投資に対する補助金については雇用の要件はやっ

ぱり残してますんで、必ず新規雇用があるということが条件になってます。したがいまし

て、今うちのほうで考えてますのは、その雇用そのものに関する補助金ではなくて、企業

誘致に関しては何らか別の形でのインセンティブを打ち出せないか、そういうことを内部

で検討してるというところでございまして、いろいろとそのあたり企業誘致を成功させる

ためのインセンティブは今の経済、雇用情勢からしたら何が一番有効なのか、そういう観

点で今後やっぱり考えていかないけませんし、当然その企業誘致をするというのは、おっ

しゃいましたように雇用を確保していく、これ大前提の話でございます。したがいまして、

おっしゃった趣旨は十分理解をしとりますが、補助金のあり方については少し検討させて

いただきたいというふうに考えてるとこでございます。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 企業誘致ばかりでなくて、私も先般、経済界の人と話ししたの、１０人ぐら

いの方でお話ししたんですけど、戸田さん、企業誘致ばっかりではなくて、地場産業の育

成支援というのも一つの米子市の大きな課題ですよと。私たちも工場をいわゆる増設をし

て、従業員も１０人も雇用せないけんときの補助メニューが薄い。増設に当たっての今の

補助メニューも薄いので、県とのメニュー等もないのかなという相談も受けました。だろ
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うなと。だから企業誘致ばかり私は、言ってるのは、シフトではなく、それも一つの大き

な政策なんですけど、もう一つは、地場産業の育成支援、やっぱり景気がいい会社は企業

買収して新たなところに増設をする、新設をする、従業員の拡大も図っていくんだという

ようなお話もよく伺いますので、その辺のところも十分に加味していただいて、補助制度

の見直しを全体的な中で検討していただければなというふうに思います。 

（「ちょっと済みません。」と杉村経済部長） 

○稲田分科会長 杉村経済部長。 

○杉村経済部長 実は地場産業に対するこの設備投資とか増設等に関しては商工課が補

助金持ってまして、その場合には新規雇用の補助金も残してあるということでございます

んで、今回の見直しは企業誘致に関して少しその見直しをさせていただいたというところ

でございます。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 雇用の確保という全体的な観点からいけば企業誘致だろうが地場産業の育

成だって同じことだと思うんですよ。その辺のことから考えれば、やはり従来あるものを

いわゆるなくすということに対しては大きな経済界にとっては打撃であろうなという面も

私は考えられる。その辺のところで十分な検討した上で、ただ机上論だけで、私は、雑賀

さんはどうこうじゃないですよ、ただ求人倍率が２.０だけでの数字だけでとらわれて、こ

れはあくまでも数字マジックであって、いつ冷え込んでそういうふうな雇用のがなかなか

進まない状況かもこれはあるかもしれない。そういうようなことを加味した上で十分な目

で検討を願いたいと思います。要望しときたいと思います。 

○稲田分科会長 同じ項目で遠藤委員。 

○遠藤委員 今、戸田さんからも出たけれども、関連して言うような形になりますけど、

問題は、この企業立地促進補助金という制度が続いてきておって、税金を投入してるわけ

なんですけども、事業効果とか経済効果、こういう観点に立った把握というか、いうもの

はどういうふうになっていますか。 

○稲田分科会長 雑賀課長。 

○雑賀経済戦略課長 そうしますと経済戦略課の企業立地促進補助金のほうの事業効果

とか経済効果について御説明いたします。 

 経済戦略課が担当してます企業立地促進補助金は、先ほどからも出ておりますように、

誘致企業の工場等の新増設に係る建物、土地、設備等への投資に対して支援を行うもので

ございまして、その効果としては市内に新たな投資を呼び込むとともに、あわせて雇用の

創出につなげるというものでございます。 

 実際の事業効果としましては、これは地元雇用の創出について捉まえたものでございま

すが、平成２８年度から平成３０年度までの３カ年でちょっと数字を上げさせていただき

ますと、その間にその３カ年で補助対象としました地元雇用者数は７社で８８名でござい

ました。 

 経済効果につきましては、やはりこれは誘致企業の新たな投資について経済効果として

捉まえる形になると思いますが、これにつきましても平成２８年度から平成３０年度まで

の３カ年の数字で御説明いたしますと、その間の補助対象としました建物、土地、設備等

の投下固定資産額につきましては７社で合計１９０億５,９７４万６,０００円でございま
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した。以上です。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 雇用者数、雇用数の関係で再度確認いたしますけども、この７社で８８人、

２８年度から３０年度で３カ年間であったということは、これ全体の市の労働雇用者数、

市の中、市部における労働者数というものについての変化というのがどういうふうになっ

ていくんですか。８８人その３カ年間でふえたんだとは思うけども、全体に労働者数とい

うのはどうなってる、雇用者数というのは、そういう把握はされていませんか。 

○稲田分科会長 杉村経済部長。 

○杉村経済部長 どの統計かはちょっとうろ覚えになりますけど、大きな統計数字でいき

ますと製造業に関しての労働者数は少し上がってるようになってございます。事業者数も

ほぼ横ばいなんですけど、若干労働者数は上がってると。近年の統計の数字なんですけど。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 そういうのはちゃんと統計的、データ的に持っておられるわけですね、経済

部は。 

○稲田分科会長 杉村経済部長。 

○杉村経済部長 当然そういったデータ、今回の総合計画の中にもそういった統計データ

示すようにしております。これ商業に関してもそうですが、そういった統計データを拾い

ながら今、総合計画、あるいは地方創生の総合戦略つくってるという状況でございます。

以上です。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 そういうものの数字はなかなか見ることはないんで、あるかどうか確認した

んですけども、できるだけそういう情報公開できるようにしてください。 

 その中で、企業が立地の場合のときに、いわゆる知事さんが、市長さんが立ち会って協

定書を結ばれますよね。そのときに幾ら幾ら投資しますと新聞記事が出ます。幾ら幾ら雇

用しますという数字も出ます。出荷額というか、生産額も大体これだと。その当時の協定

時期の状況から見て、この３年間で７社の８８人という数字がありますけども、その協定

時の公表されたときの雇用者数との対比はどうなってますか。何が聞きたいかというと、

当時来るときには１００人抱えますよと言っていただいた。いや、たくさん来ていただき

ますな。税金使って補助してもええですなという話みんなが受けとめる。だけん、この３

年間の中でそれがずっと１００人が維持されてきたのか、それとも実際は３年間なったら

減ったのかふえたのかということが余り出てこないんですよ、次の新聞では。行政のほう

も余りそういうことは公表されないですよね。一遍私、県に企業誘致の関係求めたけども、

そこの数字は余り見せてくれないんです。それで大きい投資した分の企業は全然伏せてお

られて、少ない投資した分の企業しか公表されてなかったんですね。非常に不信感を私は

持ってるんです。だったら協定したときの知事や市長が立ち会って協定書交わされたとき

の約束されたときの数字というものが今はどうなってますかと、この８８人というのが、

そういうのは把握されてますか。 

○遠藤委員 杉村経済部長。 

○杉村経済部長 きょう資料のほうは持ってきておりませんが、当然市がかかわった進出

協定の中では投資額であるとか、雇用人数は出てます、計画の中で。その次に、この補助
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金を申請する際に、実際協定結んだ時期はある程度計画はなされた段階ですんで、その後、

計画を詳細に詰められて、最終的にはこの補助金の申請という形で出てきますので、デー

タとしては持っております。ただ、今はちょっと済みませんが、その数字は多分持ってき

てないと思いますので、後ほどでもよろしければ資料提供させていただけたらと思います。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 ぜひその資料提供していただきたいと思いますね。 

 もう１点は、固定資産税が３年間結局減免になっていますよね。これ実際に３年間固定

資産税を徴収するというか、徴税額に入れた場合にはどのぐらい数字になりますか。そう

いうのは出いていらっしゃいませんか。 

○稲田分科会長 雑賀経済戦略課長。 

○雑賀経済戦略課長 当然固定資産税額に直した場合の数字というのはございますが、私

はちょっと今持っておりませんが、それにつきましてはまた資料を。 

○稲田分科会長 杉村経済部長。 

○杉村経済部長 創業当時から３年間固定資産税相当額を補助する制度になってござい

ますので、実際に各企業の補助申請額は、一旦その年の固定資産税を納入していただいて、

それを確認した上で同額を補助金として出すという制度になってございますんで、補助金

額イコール投下固定資産額というふうに見ていただければよろしいかと思います。それは

もう当然土地とか建物、償却資産全部含めた形での数字になってございます。ですから形

としては、賦課額を一旦全額納入していただいて、それを補助金としてお出しする、同額

をお出しするという制度でございますので、イコールだというふうに思っていただけると。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 それは企業秘密に値するんですか。公表はできるんですか。 

○稲田分科会長 杉村経済部長。 

○杉村経済部長 補助金額としては、税法のことはちょっとあれですけども、補助金額と

しては当然それぞれの金額、お支払いした金額として出てくる数字だというふうに理解し

ております。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 企業立地をして、休業に至ったとかいうようなケースは今のとこないですか、

企業補助金出したのに。 

○稲田分科会長 雑賀経済戦略課長。 

○雑賀経済戦略課長 過去にないということで。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 過去にもなけりゃ現在もないということですね。それでいいですね。 

 次、商工課のほうに移ります。いいですよね、委員長。 

○稲田分科会長 一応読み上げます。じゃあ、次の項目に移ります。１２４ページ、事業

番号２４７、企業立地促進補助金、こちらは商工課について。 

 遠藤委員、お願いします。 

○遠藤委員 これは市内の企業中心にした補助金対策だというふうに理解しております

けども、これの経済効果なり事業効果について伺っておきたい。 

○稲田分科会長 毛利商工課長。 
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○毛利商工課長 そうしますと、まず最初に、資料の訂正をお断りさせてください。先ほ

どの１２４ページ上段、企業立地促進補助金（商工課）、これの決算の概要の２、事業の成

果の中の平成３０年度鳥取県西部地域と書いてあります、この１９件というのを２０件、

ちょっと拾い間違いでございまして、２０件でございます。金額は変わりなしということ

で、まず訂正させてください。 

 そういたしますと改めまして、企業立地促進補助金（商工課）の分ですけれども、商工

課が支援する対象は地元事業者の工場増設に係る建物、土地、設備の拡大となります。 

 先にその経済効果という部分といたしましては、先ほども経済戦略課のほうで述べまし

た企業の固定資産への投資額という形を捉えまして、平成２８年度から平成３０年度の３

カ年の間に補助対象とした企業の固定資産への投資額、３社で８億４,９４５万４,０００

円となります。 

 あわせて事業効果も述べてよろしいでしょうか。 

○稲田分科会長 はい。 

○毛利商工課長 事業効果につきましては、平成２８年度から平成３０年度の間に補助対

象とした米子市民の雇用者数というものを事業効果としてお知らせしたいと思います。市

内事業者が対象となる米子市雇用促進補助金では３社で１８名、それからもう一つ、鳥取

県西部地域の企業が米子市民の雇用を行った場合に対象となる鳥取県西部企業立地促進補

助金というものもここで出しております。先ほど訂正を願ったもので、３カ年で２０社、

２１０名という形になっております。なお、鳥取県西部企業立地促進補助金については、

鳥取県西部の地域振興協議会において今年度以降の新規交付は休止ということでこの協議

会のほうで決まっておりますんで、来年以降のちょっと件数というの、新規の件数という

のは出てまいりませんけれども、そういった形で出しております。以上が経済効果及び事

業効果でございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 この企業立地促進補助金、商工課が担当してる分については地元の製造業と

いうのが対象になっておって、例えば旅館業とか小売業とか、そういう方々の業に対する

補助金対象になってないというふうに見受けるんですけども、これは地元の企業の促進、

この事業反映させていくということの観点から見て、あるいは投資を求めていくことを考

えると、これらの方々へのやっぱり投資も対象に検討されていくべきではなかったかと思

うんですけども、そういう客観性というのは必要ないとのお考えでしょうか。 

○稲田分科会長 杉村経済部長。 

○杉村経済部長 いろんな観点で、それぞれの業種でいろんな支援する補助金があろうか

と思います。観光は観光で、設備投資ということではないのかもしれませんが、さまざま

な形での市の施策なり支援策というのがございます。今おっしゃいましたように、製造業

等々、製造業以外の業種に関してもおっしゃいますのは、この設備投資効果があったり、

雇用に効果があった分にはそういう補助金を出してもええじゃないかというようなお話だ

と思います。いろんな意味で、商業というのはいろんな商業の形態があります。全国のチ

ェーン店みたいな実際パート等の雇用は出てきますけども、実際の売り上げが外に出てい

ってしまうといった面もございます。そういった意味で地元に真の意味の設備投資効果な

り雇用効果が出てくるようなものについては、この補助金という形ではございませんが、
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いろんな意味でそこを支援する考え方は検討していくべき必要はあるかなというふうに思

ってますが、この補助金でのちょっと対応というのは少し難しいかなというふうには考え

とります。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 いろんなメニューをたくさんつくることがいいかどうか別にして、この企業

立地促進補助金の中に製造業だけに限らず他の業種も入れるということはそんなに難しい

もんなんですか。 

○稲田分科会長 杉村経済部長。 

○杉村経済部長 そこの考え方であろうかと思います。果たしてこの補助金が製造業にそ

っくりその支援策はまるのかどうかということもございますんで、そこは少し研究させて

いただけませんでしょうか。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 検討と研究じゃ大分違うしな、研究じゃなしに、前向きに僕は検討してほし

い。そういう声は出ませんか、企業から、経済界の皆さんから。何と俺たちの地元の者に

対しては全然補助金の面倒見てごさんがなと、県外の企業には金、知事は配ったりするけ

ども、よそから来る者については金配ったりするけども、こういう声は僕はよく耳にする

んだよね。韓国の企業に金払っとって、何で鳥取県の県民に知事は金ごさんだと、こうい

う声が出てるんじゃないでしょうかね。そういう声出ませんか。 

○稲田分科会長 杉村経済部長。 

○杉村経済部長 確かにそういう声、地元企業のほうから誘致企業ばっかり優遇してとい

うような声もお聞きしております。そういった意味で米子市の経済の活性化や産業振興の

ために地元企業に対してやはりいろんな形で厚い支援をしていく必要は感じておりますん

で、先ほど申し上げましたように研究ではなく、そうしますと検討させていただきたいと

いうふうに考えます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 これはちょっと例が変わるかもしれませんけど、この間の委員会で議論した

のは、都市経済委員会でね、成実の丸合が閉鎖をされるということの大きな背景の中に、

冷房とか暖房なんかの更新にすごい投資がかかる。だからとてもだないが、こういう現状

から見とってもそこまで投資してそれを改修するだけの見通しは立てないので閉店するん

だというのが大きな理由だったというふうに聞きましたよね。 

 それが該当するかどうか別に、僕はもう一つ、担い手の皆さんが業として家がやってお

られて、担い手の皆さん方が会社つくっとって、とてもじゃない、それだけ投資するだっ

たら何も援助がないんで、それは継ぐこと嫌だと、こういうことも起こってるんじゃない

かなというふうに見るんですよね。それに対して全部１００％応えられなくても何らかの

手を差し伸べて、そしてまちの機能を失うことがないようにやっぱりやっていく手だては

行政が私は果たす役割があるような今、社会的な状況から見てあるように思うんですよ。

そういうことを考えると製造業だけというふうに今までから固定概念を外して、まさにこ

れも緩和策をとって幅広くこの業をやられる市内の皆さん方に対する行政としての、サポ

ートするようなものをとって、地域の機能が低下しないような、そういう僕は政策展開を

図られるべきじゃないかなというふうに思って今お聞きしてるわけです。 
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 それからもう１点、この間これ質問したときに担当課からいただいたんですけど、改め

て確認して、３０年７月２７日、当委員会に配られたものなんですが、生産性向上特別措

置法に基づくセンター設備等導入計画というもののパンフレットを改めて頂戴しました。

これを読むと今言った部分の卸業、小売業、サービス業、旅館業に対しての、固定資産税

を減免するというですか、そういうものの制度化がなってると、こういうことですよね。

だけん、これを企業の方々が持っておられたらそっちを利用してくださいと。市はあえて

そうしなくてもいいじゃないですかということにも受けとめるんですが、これ自身が本当

に各企業の皆さん方が十分に熟知された情報として持っておられるんだろうかということ

ちょっと疑問に感じたんですが、いかがなんですか。 

○稲田分科会長 毛利商工課長。 

○毛利商工課長 そちらの生産性につきましては、昨年の７月に、市の計画が通りました

もので、そこから受け付けを開始している状況でございます。昨年度につきましては１０

件の申請を受けている状況でございますけれども、今、商工会議所、商工会を通じてそう

いった事業を計画があるということは周知はしているという状況でございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 それは例えば旅館業だったら旅館業に対して商工会議所が直接そういうよ

うな形の連絡をとってる、十分集約はしてるということですか。 

○稲田分科会長 毛利商工課長。 

○毛利商工課長 商工会議所、商工会からは、先ほど言われたような会報紙や各組合を通

じてそういった事業周知をしているということを聞いております。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 １０件と言われたかいな、３０年度は。 

○稲田分科会長 毛利商工課長。 

○毛利商工課長 ３０年度は１０件の申請がございます。 

（「ちょっと追加でよろしいでしょうか。」と杉村経済部長） 

○稲田分科会長 杉村経済部長。 

○杉村経済部長 済みません。商工団体ももちろん周知しとりますけど、実際にはそうい

った設備投資される場合に最初に御相談されるのはやっぱり金融機関ということになろう

かと思います。金融機関では十分この制度は周知されるということで、割合金融機関を通

じてこういう制度があるということは知られるケースも多々あるというふうに思ってます。 

○稲田分科会長 次に移ります。同じく１２４ページ、事業番号２４８番、商業活動新規

参入支援事業について。 

 又野委員。 

○又野委員 この事業ですけれども、「チャレンジショップを商人の卵に提供し」とある

んですけれども、このチャレンジショップですけども、実際にどのような店をされたとこ

ろがあって、その中で実際に開業とか開店とかされた人があったんでしょうか、ちょっと

聞かせてやってください。 

○稲田分科会長 毛利商工課長。 

○毛利商工課長 チャレンジショップの利用実績についてのお問い合わせでございまし

て、先にこのこと、最近の３カ年度にわたって報告をいたします。最近３カ年度でござい
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まして、平成３０年度の利用につきましては２件でございまして、足もみ、整体、ヨーガ、

ハーブティー等の物販、それから占い、リラクゼーション整体、こちらの２件でございま

した。平成２９年度は学習塾と商品企画製造販売、この２件、平成２８年度は占い、ハー

ブ、アクセサリー販売、この１件でございました。 

 それら３年度間のうち開業につながったものとしては、平成２９年度の学習塾がその１

件になっております。以上です。 

○稲田分科会長 又野委員。 

○又野委員 ありがとうございます。 

 このチャレンジショップですけれども、年１件から２件ということで、私の感覚として

はそんなに利用されてないんじゃないかなという印象受けます。そこから開業する人もこ

の３年で１件ということなんですけれども、この点についてはどのように検証されて、今

後、内容の変更とかは考えておられないのでしょうか。 

○稲田分科会長 毛利商工課長。 

○毛利商工課長 この事業につきましては、現在法勝寺町商店街のほうでそのお店を借り

られて実施しているところでございます。そちらのほうの商店街組合さんのほうが実際の

経営指導という形でも当たられて、実店舗に結びついているということを効果にしており

ますけれども、本事業、そういった実績的にもなかなか上がってこないことから存廃も含

めた抜本的な見直しという形で今の商店街の実行組合さんと協議をしているところでござ

います。 

○又野委員 わかりました。以上です。 

○稲田分科会長 じゃあ、次に移ります。１３０ページ、事業番号２５９番、角盤町エリ

ア活性化事業について。 

 戸田委員。 

○戸田委員 角盤町エリアの活性化事業についてですけれども、この問題については先般

も一般質問で同僚議員の岡田議員さんが中心市街地活性化の中で触れたんですけれども、

そこで事業の成果で角盤町エリア復活プロジェクトというのを立ち上げて検討したという

ことなんですが、ここに書いてあるんですけれども、どのような内容だったか、まず実施

状況を伺っておきたいと思います。 

○稲田分科会長 毛利商工課長。 

○毛利商工課長 角盤町エリア復活プロジェクトの実施状況、平成３０年度角盤町エリア

復活プロジェクトで行った取り組みについて御説明いたします。地元金融機関、放送局等

と連携し、角盤町エリアの空き店舗に新規出店を募る新規出店チャレンジャー募集事業を

行いました。これに対して４件の応募がございまして、そのうち大賞を含む３件が創業、

独立を果たされたということになります。補助金の対象者は大賞受賞者のみになりますけ

れども、それ以外の方についても放送局の協力がありまして、審査会から開店までの様子

をテレビやラジオで放送し、新規出店をＰＲするということで、このエリア、角盤町エリ

アでの起業・創業の機運というのが盛り上がったことを伝えられたというふうに思ってお

ります。さらなる新規店舗の出店促進とにぎわい創出を図った事業になっております。以

上です。 

○稲田分科会長 戸田委員。 
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○戸田委員 今伺ったように官民一体の角盤町エリア復活プロジェクト、私は正直言って

よく知りませんでした。本当にこれも市民の中にも浸透が図れてたのかどうなのか。 

 それともう１点、私これ実体感がない。会派の中でもいろいろと協議したんですけども、

先般も岡田議員が触れられたように、本当にこれ実体感がない。今の市長の中で、中心市

街地の活性化の中で２核１モールで重点化をされとる事業なんですよね。今の髙島屋東館

も１１月オープンですか。それでそういうふうに民が一生懸命やっておられる中で、官が

本当に一生懸命やるというような姿勢が私にはうかがえない。なぜかいうと、ただそうい

うふうないわゆるプロジェクトの中で出店企業を今募って、３店が出店されたというよう

なことも伺うんですけども、その辺が本当に市民にもっとＰＲできてるのかどうなのか。 

 もう一つがやっぱり官がもっと官民一体となって仕掛けづくり、にぎわい創出の仕掛け

づくりを本当に十分に検討されるかどうか。プロジェクトの中でどういう議論がされたの

か私ちょっとわからない。ただ、出店される方を募って、３店は出店されたけん、それで

了とするというようなプロジェクトの事業概要でいいんでしょうか。もっともっと官民が

一体となって、経済界からもっともっといろんな意見を伺ったり、他市の事例見るとやっ

ぱりあのプロデューサーですか、そういうふうな方、先進の事例のノウハウを持っとられ

る方々の意見を聞いたりとかというような外部組織も設置しとられる。本市はそういうよ

うな仕掛けづくりは私、全く下手だと思うんですよね。その辺のところは部長さん、どう

いうふうに考えとられますか。 

○稲田分科会長 杉村経済部長。 

○杉村経済部長 御指摘のことは真摯に受けとめたいというふうに思っております。我々

もこの角盤町エリアに本腰を入れましたのは、ここ二、三年、２年ぐらい、２年でしょう

か。東館の問題から始まりまして、非常に危機感を持ってこの事業取り組んだということ

で、徐々にではありますけど、地ビールフェスタをやったりと、つながるマルシェをやっ

たり、あのエリアに何とか人が足を運んでいただくような仕掛けを今まで考えてまいりま

した。その中でイベントだけやっても月１回とかそういうことですので、一つの呼び水に

はなるにしても最終的には空き店舗の中に個店がやっぱり入ってきて、そういった空き店

舗がない状態で人がにぎわっていく、いろんな店舗があることによって集積効果を高めて

いくことが必要だ。そういう意味でこの復活プロジェクトスタートしております。これも

実は３０年度、昨年度からスタートした事業、いろいろ先ほど課長が答弁しましたように、

その選考から審査結果、あるいは開店の状況まで地元のテレビ局に放映をしていただいた

わけなんですけども、そこが行き渡っているかというと、さまざまな御意見があろうかと

思います。 

 今年度もそういった形で取り組みを続けております。取り組みは弱いということは真摯

に受けとめながらも、やはり行政も一緒になってやってるつもりでございまして、今後も

その姿勢は貫いていきたいというふうに思っとりますし、少し余談ですが、最近あのエリ

アに民間投資というか、いうことが少しずつ動き始めておりまして、先般も角盤町エリア

の官民のプロジェクトの中であの周辺で４件空き店舗だったところに動きが出ているとい

うような報告もございました。少しずつではありますが、あのエリアのにぎわいというか、

その店舗が進出してくる動き、不動産の動きが少しずつ見えてきたというふうに思ってお

ります。そして委員さんおっしゃいましたように、１１月には東館オープン、これ控えて
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おりますので、これを契機に何とかあのエリアのにぎわいを盛り返していきたいというふ

うに思っております。行政のほうもしっかり連携してやっていきたいと思っとります。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 私、先般、きのうでしたかいね、テレビで見ましたけれども、生山のローソ

ンさんが夜間はもうやらない。夜間をやらない代替事業で今の買い物難民の方々への買い

物販売も販売車を動かして、相乗効果を上げたと。それには今の日南町さんもいわゆる支

援をしていきたいというような情報も私きのう伺ったんですけど、やっぱり官民が一体と

なってあそこの核とする大きな仕掛けをしていかなければならんでしょうし、また市民や、

またほかの方々がどういうオーダーを求めてるかというのも市場調査をされるのも一つの

考え方なのかなと私は思っておるんです。さっきの地ビールフェスタなんかもいい仕掛け

なんでしょうけど、やはり一過性のもんであって、根づかない。 

 今、部長さんがおっしゃるように、今の空き店舗がそれだけ創業してきたということも

一つの大きな成果なんでしょうけど、先般も岡田議員さん触れられたように、やっぱり今

のやよい跡地の駐車場の有効活用もどうしていくのか。一つの考え方でいけば、路線バス

もそこに乗り入れたらどうなのか、そこでおりていただければいわゆる相乗効果も生まれ

てくるんだないかという大きなやっぱり仕掛け、考え方というのもあると思うんですよね、

選択肢の中で。だけど、その復活プロジェクトの中でどういう議論がされておられるかど

うなのか。やはり私は、市民の方々も参画されてきちっとそういうふうな一つの検討組織

を立ち上げてもいいんでしょうし、入ってくるかどうか知りませんけれども、やっぱり有

識者もさることながら市民の考え方も求めていくのも一つの方策ではあろうかなと私は思

っておるんです。 

 そういう中で先般も市民の方々とちょっと話ししたら、ちょっと髙島屋の辺はにぎわっ

てきたねという、実体感じゃなくて、ちょっと感触があるようですけど、ただ、本市の経

済活性化の源というのはやっぱり髙島屋周辺と駅前周辺だというのは、これは皆さん共有

認識しとるんだろうというふうに思いますけど、やっぱり官がもっとバックアップできる

ような仕掛けがないなのかどうなのか。これ市長もよくそういう言葉もあるとこで聞いた

んですけれども、そういうふうなもっと突っ込んだ、官がどれだけ注力できるかどうなの

か、その辺のところをやっぱり今後考えていかなければならないなというふうに思うんで

すが、副市長さん、その辺のとこはどんな考え方持っとられるんですか。 

○稲田分科会長 伊澤副市長。 

○伊澤副市長 私も微力ながら角盤町にはかかわっておりますが、キーワードは幾つかあ

るんだと思ってまして、今、委員おっしゃったことは私もそうだなと思って聞いとりまし

たが、もう一つあえて申し上げると、実際にそこで事業展開なりをやっていただくプレー

ヤーとなる事業者の皆さん、これがもう大きなキーワードでございます。いろんなニーズ

とかあっても、あったら便利だとか、あったら行くわということではなくて、そこで一定

のリスクもとりながら実際に事業やっていただける方、あるいはその事業やっていただく

方に魅力ある地域にどうなれるかということなんじゃないかなと思ってます。これ角盤町

に限りません。駅前もそうでありますし、そういった観点でまだまだ努力足らないとこも

ありますが、官民の壁を低くするということをずっと心がけているところであります。も

ちろん公の公正性とか公平性ということを確保するということを大前提としつつ、できる
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だけ民間の皆さんと、特にプレーヤーとなる可能性のある皆さんとしっかり膝詰めで話し

ていくということを経済部もやっとりますし、私自身もそれを心がけているつもりであり

ます。そういった取り組みの中で実際に何かをやろうという話になったときに市がどこま

できちんと組みついて協力できるかいうことじゃないかなと思っとりまして、そういった

姿勢で臨んでまいりたい、このように考えてます。以上です。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 最後にしますけど、先般、私も倉吉にちょっと行ってきました。白壁土蔵群

ですか、外人の方が結構歩いておられます。やっぱり倉吉の特色が出とるのかな。角盤町

エリアのところで復活プロジェクトでどれだけの議論されるかわかりませんけれども、や

っぱり米子色、米子の特色がどっかで創出できればなというふうに、そういうふうな観点

も私は考えていくべきだろうなというふうに思いますので、もう一つ、もっと官がかかわ

って今の創出ができるような体制をつくっていただければなというふうに、これも要望し

ておきます。 

○稲田分科会長 矢倉委員。 

○矢倉委員 ちょっと関連してですけど、私も角盤町エリアが活性化していくことが必要

だろうとは思ってます。今の副市長さんがちょっとニュアンスで言われましたけど、確か

に民間企業の人が企業としてやっていくということはありがたいことだ。現実的な自分が

するかといったら、個人営業者の人はどれだけの所得なのか、設備投資で、そういうこと

もやっぱり納税者も一緒に考える、難しいんです。わしは商店街で７年設備投資してきた。

この間たった最近も多額設備投資しとる。そこゴーストタウンになってる。誰が責任とる

だって。髙島屋の周辺も確かにそう。私もよく行ってる、髙島屋自体がお客さんがいない、

こういう実態がある。やっぱり中心経済を変えていくということは、選挙で言えばお客さ

んは投票しない、実質。いかに騒いでもお客さん自体が行ってない。必要としないという、

そういうことを改めて考えないけん。 

 それからもう一つ懸念があるのは、米子駅前に大手スーパーが来るといううわさがあり

ます。そういうのはどう、実際そういう動きあるんですか。 

○稲田分科会長 ちょっと決算の内容とはずれますんで。 

○矢倉委員 じゃあ、それがちょっとまちづくりにある。そういうことがあればまちづく

りに大きな影響は出てくると思うんですよね、今のね。そういう点は把握しておられるん

ですか。 

○稲田分科会長 杉村経済部長。 

○杉村経済部長 私のほうは直接は聞いておりませんが、いろいろと周りのほうからそう

いう話があるということはお聞きしておりますが、直接には聞いてないのが事実です。 

○稲田分科会長 決算の内容にお願いいたします。 

 矢倉委員。 

○矢倉委員 いろんなこと検討しながら今後、予算編成にはまた留意していただきたいと

思います。以上です。 

○稲田分科会長 じゃあ、次に移ります。１３２ページ、事業番号２６４番、米子がいな

祭補助事業について。 

 戸田委員。 
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○戸田委員 今の事業の概要で米子がいな祭開催補助金を支出したということなんです

が、実際にがいな祭は、米子市のビッグイベントです。これは皆さんも共有しとるとこな

んですが、実際にどれだけの開催費用が生じたんですか。 

○稲田分科会長 毛利商工課長。 

○毛利商工課長 平成３０年度の米子がいな祭の総事業費、これを収支として報告をさせ

ていただきます。市の補助金５７６万円を初めまして、広告料、自治会募金、イベント収

入……。これは収入でございます。もう一度言いますと、市の補助金５７６万円を初めと

した広告料、自治会募金、イベント収入、クラウドファンディング等々を合わせ合計２,

８６７万６,０００円、これが収入でございます。 

 これに対して支出が花火やパレードなどの事業費２,１００万円、それから事務費、交通

対策費、宣伝費など合計２,８２１万３,０００円の支出がございました。以上です。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 それで当初予算額が５７６万に対して決算額が７００万、この差額はどうい

うことでしょうか。 

○稲田分科会長 毛利商工課長。 

○毛利商工課長 これは平成３０年度に市の補助金５７６万、これ当初予算で御審議いた

だいて確定いただいたものでございます。これに加えまして、平成３０年は花火の募金と

いう形でガバメントクラウドファンディング、これを１２４万４,０００円という形、これ

を合わせた７００万というのが市からの補助金という額になるものでございます。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 それで今クラウドファンディングをしてようやく帳尻が合ったという財政

状況じゃなかったかと私は仄聞しとるんですけれども、そうした中でやっぱりビッグイベ

ントで市民の方も楽しみにしとるわけですけれども、一方、その主催者、主催者は今、米

子青年会議所、ＪＣですか、が主体となってやっておられる。人的なものと財政的なもの

も苦慮しながらやっておられる。そういう中で財政的になかなか本当に脆弱だと、大変で

すと、もう来年度は私たちがやっていけるんでしょうかねという声も聞く。そうした中で、

本当にこの補助金体系でいいのかどうなのか。賛否両論あると思うんですわ。しかしなが

ら、財政的に困難な中でクラウドファンディングでようやく３０年度は調整を合わせたと

いうことなんですが、３１年度もそうだと仄聞しておる。 

 そういう中で、やっぱり今のＪＣさんがもし、これで今後もうようやりませんわという

ような状況になったときには、米子市さんはどういうふうな対応されるんですか、それも

ちょっとお伺いしたい。 

○稲田分科会長 杉村経済部長。 

○杉村経済部長 大もとがいな祭はＪＣが中心になってずっとやってきておられまして、

ある意味ＯＢの方も含めて非常にこのがいな祭に対しては深い思い入れを持っていらっし

ゃいます。したがいまして、現在のＪＣの方々も委員さんおっしゃいましたように、本当

やっていけるんだろうかという不安の声もありますし、いや、やっぱりＪＣとしては一番

中心の事業なんで、ＪＣが中心になってやっていかないけん、そういう声もございます。

いろんな声が実際ございましたが、やはりＪＣの今メンバーが少ないというのが非常に大

きな問題だというふうに思っとります。そういった意味で我々市職員がいかにそこに手助
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けができる、スタッフ、人的な面も含めてですね、それとＪＣ以外のやはり団体の方にい

かに協力していただけるか、そういうことも市が呼びかけをしていく必要があるというふ

うに思っとります。 

 いずれにしてもここまでの４６年目でございますか、がいな祭、非常にＪＣさんのおか

げでここまで積み重ねてきたがいな祭でございます。何とかこれを継続していくために、

市も当然その継続するためにいろんな、資金面もございましょうが、そういったスタッフ

面について、運営面についての協力をしていきながら５０周年迎えたいなというふうに思

っとります。これがいな祭の実行本部会議の中にはさまざまな団体さん入ってございます

んで、今後、実行委員会の中で５０周年に向けた重要な運営面での体制、あるいは資金面

でのどうやって資金面を充実させていくか、こういったことも皆さんで議論していきたい

というふうに思ってます。その中で市の果たすべき役割も果たしていきたいというふうに

思ってるところでございます。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 前向きな答弁いただいたんですが、やっぱりＪＣの方々の代弁しますと、伝

統ある行事であって、市民のビッグイベントだと。これは絶やしてはいけないという声は

私も伺っておるんです。事実始まったとき、私たちも初めてのときから関与しとるんです

けど、しかしながら、いかんせんその実行委員長というのは、本当に自分の事業をなげう

って半年間ぐらいこのビッグイベントに従事しとられるんです。そういう方々の気持ちを

鑑みれば、やっぱり市の関与というのは薄いんじゃないか。ＪＣがやめたらどうするだと

いう声もないのではないですね。あるんです。やっぱりそこ、そういうようなことを鑑み

れば、今、部長さんがおっしゃったようにやっぱりそういう主催者と市とコミュニケーシ

ョンを十分にとられて、財政的であれ、人的であろうといろんな面からお互いにいいもの

を創出しようと、生み出そうと、ビッグイベントやろうというような士気が上がらないと

私はだめだと思うんですよね。だから今改めてそういう時期に来ておるのではないかなと

私、思うんです、いろんな方とこの事業について交わすんですけど。やっぱり戸田さん、

もう過渡期に来とると。だからどういうふうな状況が一番いいのかどうか自分やちもわか

らんけれど、やっぱりクラウドファンディングして財政も確保しながらいろんな手法をし

てきておるけれど、市の関与が薄いということの意見は伺うんです。やっぱりそういうふ

うなところもこれからもある程度、どれだけ市が関与できるかどうかわかりませんけれど、

十分に検討していかなければならないのではないのかな私は思うんですよね。そういうと

ころで一つの考え方とすれば、ＪＣに丸投げしとうじゃないかというような意見もあるの

は事実なんです。その辺のとこはどういうふうに考えられますか。 

○稲田分科会長 杉村経済部長。 

○杉村経済部長 市のかかわり方が薄いのではないか。いろんな御意見も私も伺っており

ます。ですからもう少し市の職員を出してもらえんかというようなことの実際のお話もい

ただいたりして、延べ７０名、商工課を除いたとこの７０名、花火の警備とか清掃等で動

員しとりますけども、そのあたりやはりいろんな形でＪＣさんは悩みを持っていらっしゃ

いますんで、まずはそこ共有していきながら、市もこの祭りは当然続けていく必要があり

ますし、私のほうとしてはもっと発展させていきたいというふうに思っとります。これか

らいろんなアイデアを出し合いながら、本当に今後のがいな祭、どうやってやっていくか
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ということを真剣に協議していく必要があるというふうに思っております。そういった意

味で御指摘の声も私も聞いておりますんで、その検討をスタートしていきたいというふう

に思っております。 

 それからこのがいな祭というのは、もう本当市民の手でつくられた、いろんな方がかか

わっていらっしゃる祭りでございますので、市とＪＣだけということよりももうどちらか

というと市民の皆さんでこのがいな祭をどうやって運営してやっていくのか、そういう原

点といいますか、このがいな祭のよさというものを生かしながら、皆さんでこのがいな祭

を継続し、そして盛り上げていく方法を模索していきたいというふうに思っております。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 今の部長さん答弁があったように、新たな機運、新たな礎を築くためにもや

っぱり新たな体制を整えてビッグイベントを成功させるというような皆さん方の知恵を培

って、やはり皆さんが期待しとるわけですので、期待に応えるような体制づくりをしてい

ただければ、これは要望しておきたいと思います。 

○稲田分科会長 じゃあ、次。 

（「関連して。」と遠藤委員） 

 遠藤委員。 

○遠藤委員 ちょっと観点が違うかもしれないけども、がいな祭に自衛隊の飛行機が参加

をするという、この間僕は防災無線の放送聞いたんですけども、これは現実にそうなって

ますか。 

○稲田分科会長 毛利商工課長。 

○毛利商工課長 今、委員さんがおっしゃったのは、がいな祭のオープニングパレードの

際に航空自衛隊の飛行が行われたということだと思いますが。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 それはどういう経過でそういうふうになったんですか。 

○稲田分科会長 毛利商工課長。 

○毛利商工課長 こちらは平成２６年から自衛隊のほうからのがいな祭の企画実行委員

会のほうに打診がありまして、一緒になって何か盛り上がることがしたいというようなこ

とがありまして、がいな祭の企画実行本部のほうでその実施を決定されたというふうな経

過になってございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 それは今で言うＣ２が参加をするということですか。 

○稲田分科会長 毛利商工課長。 

○毛利商工課長 今現在、ことしはＣ２が飛行しておりました。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 飛行の航程は、どのぐらいのとこを飛ぶんですか。 

○稲田分科会長 毛利商工課長。 

○毛利商工課長 がいな祭のオープニングパレードにつきましては、駅前の県道、これが

その会場になるとこであります、その会場の上をオープニング式に合わせて飛行されると

いうことになっとります。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 
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○遠藤委員 高度はどのぐらいですか。 

○稲田分科会長 毛利商工課長。 

○毛利商工課長 申しわけございませんが、高度の詳しい数値までは私は把握しておりま

せん。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 僕は、市民の皆さんの手でこのがいな祭が運営されて、主体的にということ

についての歴史は尊重せないけんかなとは思いますが、そこに米子市長が、振興会の会長

も担ってるわけです。私思うのは、がいな祭だけん、がいなことすりゃええがなというこ

との論理でいけば誰がどうなってもいいじゃないかというようなことにも聞こえてくるん

ですけども、自衛隊の軍用機が市民の祭りに参加するというイベントが本当に市民の祭り

になるだろうかと私は思うんですよ。例えば音楽隊とかそういうものがいろんな行事の中

に見えますよ。軍用機が直接そのオープニングパレードのという中で姿を見せるという自

身が、がいなことだけん、いいことだがんと言って市長が傍観するような状況だろうか。

僕はこれが非常に気になった。初めて私もことし防災無線で、えっ、駅の上空を飛びます

からって、えっ、いつからそんなことになったかいなといって商工課長に事実確認をさせ

てもらったわけです。 

 それを考えてみたときに、本当にそれで市民の祭りにとっていいことなのかなというこ

とが１点と、行政の中立性とは一体何だろうかと。行政は中立性ということ非常に大きく

法の規定で定められてます。公正、中立性、平等性ということ。市長がそこのトップにお

られる中で、直接の指揮権があるかどうかわかりませんけども、祭りを運営する中の意見

を言う立場におることは事実だという状況を考えたときに、そういうようなことの企画が

練られたときに本当にそれでいいだろうか、自衛隊から要請されたそのまま真に受けてい

いだろうかいうことを一つチェックをする部分がないと僕はいけんのじゃないかなと思っ

てるんです。 

 ましてや飛行してる、練習してる状況の中では、できるだけ市街地を飛ばないように飛

行コース決めてんでしょ。祭りの場合は市街地を飛ぶわけでしょ。それはなぜかというと、

市街地を飛ばないかといえば危険性はできるだけ除外して、できるだけ少なくしようとい

うのは自衛隊側の僕は仕組みだと思います。だけど、祭りの日は少々危険になっても上は

飛びますよと、こんな論理が自衛隊自身にあること自身、これも不思議な話だということ

を考えると、このがいな祭の自衛隊の軍用機が参加するということについてもう少し企画

委員会のどこでもいいからそういう観点から議論してもらいたいという気がするんだね。

これも漫然と流れていくということがいいかどうか。つまりもう少し百歩譲ると、今まで

は教育訓練隊であったわけだ、美保基地は。教育の場所だったわけだ。今度は軍事に参加

する部隊に変わったわけですよ。この基地の対応の違い、機能性の違いというのは、もう

少しお互いが市民の方への理解を求めていかないけんと思いますよ。そういう中における

軍用機の参加ですということを考えちゃうと、漫然とこのままでいいのかなという気がす

るんです。これはぜひがいな祭の中を含めて、行政の中も含めて検討してもらいたい。こ

のことを要望しとく。 

○稲田分科会長 じゃあ、次の項目に移ります。決算付属資料７５ページ、商工業振興費

について。 
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 遠藤委員。 

○遠藤委員 これは決算付属資料７５ページ見ていただけますと、観光費の流用、関西事

務費の流用というのが商工振興費から出ていますね。この流用の理由についてまず聞きた

いと思います。 

○稲田分科会長 毛利商工課長。 

○毛利商工課長 まず、観光費への流用のことについて御説明をいたします。この財源的

なところも含めて流用のお話をさせていただきたいと思います。これは米子がいな祭の花

火寄附をガバメントクラウドファンディングによって集めたと。その財源を一旦市でガバ

メントクラウドファンディングですから受け入れた。この寄附金を米子がいな祭振興会へ

補助金として支出するために、補助金は観光費についておりますので、がいな祭振興会補

助金として支出するために流用したということでございます。以上です。 

○稲田分科会長 関西事務所費。 

 雑賀経済戦略課長。 

○雑賀経済戦略課長 関西事務所費への流用の理由でございますが、これは関西事務所長

がふだん使っておりますパソコンが急遽壊れまして、日々の企業訪問に行うためには過去

のデータ等やっぱり必要としますので、急遽新しいパソコンを買わんといけんというよう

なことになりましたので、関西事務所費のほうには備品購入費というもともとございませ

んでしたので、商工業振興費の１９節、いわゆる負担金、補助及び交付金のほうから予算

を流用させていただいたものでございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 内容がわかりましたけど、一つだけ私思うのは、疑問に思ったのは、この商

工業振興費の大半は借入金ですよね、財源がね。そこから流用できたんかなというのはあ

って思ったんです。 

 それからもう一つは、関西事務所費の関係は、当初予算で十分こういうものは検討でき

る話じゃないかなというふうに判断したわけです。流用までしなくてもというふうに思っ

たんですよね。ということで今、説明では関西事務所費には一切そういう備品購入に出す

予算措置はしてないと、もともとからということなんですよね。最初に買ったパソコンと

いうのは、あれどこから出たんですか、そうすると。 

○稲田分科会長 雑賀経済戦略課長。 

○雑賀経済戦略課長 その壊れたパソコンというのは、ずっと以前に購入していたもので

ございますので、当初パソコン購入するときには当然当初から備品購入費というのを予算

措置して購入しておるということでございます。 

○遠藤委員 わかりました。 

○稲田分科会長 そういたしますと、次の項目に移ります。説明書に戻ります。１３１ペ

ージ、事業番号２６２番、観光案内所運営費について。 

 前原委員。 

○前原委員 私はちょっとお伺いしたいのは、この観光案内所の利用状況について教えて

ください。利用者数と、あと外国人の国別がわかれば教えていただきたい。 

○稲田分科会長 鵜篭観光課長。 

○鵜篭観光課長 外国人の利用者数でございますが、平成３０年度の外国人利用者数は６,
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５０６名でございます。 

 国別ということでございますが、多国にわたっておりますので、一覧をお配りするよう

な形で……。 

○前原委員 重立ったところ。 

○鵜篭観光課長 重立ったところ。重立ったところでございますけれども、香港が２,６

５７、韓国が１,８８６、中国が１９３名でございます。 

○稲田分科会長 前原委員。 

○前原委員 これちょっと台湾はない。 

○鵜篭観光課長 台湾でございますが、台湾は１５１名でございます。 

○稲田分科会長 前原委員。 

○前原委員 これ英語のスタッフという２名ということなんですけど、これ英語を選択さ

れたの何でかなとちょっと少し疑問に思っておりまして、香港、台湾、それから中国も多

くて、どっちかいうと広東語か北京語のほうがいいんじゃないかなって普通思うんですけ

ども、英語で対応された理由について教えてください。 

○稲田分科会長 鵜篭課長。 

○鵜篭観光課長 当市を訪問されている外国人の方なんですけれども、大多数が日本リピ

ーターでございまして、日本を初めて訪れられるお客様というのは非常に少ないというデ

ータが出ております。その中でほとんど簡単な英語はあらゆる国の方が理解していただけ

るということでございまして、幅広く対応するために英語のスタッフを常駐させているも

のでございます。 

○稲田分科会長 前原委員。 

○前原委員 簡単な英語は多分しゃべれるというのは非常に理解できるんですけど、例え

ば細かく観光地を聞かれた場合とか、お店を聞かれた場合、特に台湾などの方とか、それ

から中国本土の方が細かい、詳しい英語って多分、私の経験上あんまり通じないというの

がありまして、そういう意味で英語２名というんじゃなくて、中国語というのも対応して

いかないと丁寧な適切な説明ができないんじゃないかなと思いますし、今後やっぱりそっ

ちのほうの方がふえていくと思いますんで、市内見ててもですね、そういう考えはないの

かちょっとお伺いします。 

○稲田分科会長 鵜篭課長。 

○鵜篭観光課長 前原委員おっしゃるところも十分理解できるところではございますけ

れども、やはりスタッフの人件費、運営費の部分ということと、今対応できている部分等

勘案しまして今後検討してまいりたいと思っております。 

 具体的に今現在のスタッフに聞き取りをさせていただく中では、中国の方、台湾の方に

対しても対応のところで特段困っているという状況ではないというふうに伺っておるとこ

ろでございます。 

○稲田分科会長 前原委員。 

○前原委員 多分それはちょっと違ってて、実際母国語で話をされると本当にほっとする

と思うんですよ。我々も外国に行けば多少の英語はしゃべれるかもしれないけども、細か

いことまで聞けませんよね。発音も若干違ったりとかしてあります。その中で結構市内に

中国出身の方がたくさんいらっしゃって、日本語かなりお上手な方もたくさんいらっしゃ
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って、広東語も北京語もできる方もいらっしゃいます。そういう人材もたくさんいらっし

ゃいますから、そういう方に向けてまたリサーチしてもらって、呼び込んでいただくとい

うのも一つの手じゃないかなと思いますし、逆に選ばれる観光地になり得ると思いますの

で、そういうことも考えていかなければいけないんじゃないかなと思いますけど、どうで

しょうか。 

○稲田分科会長 鵜篭課長。 

○鵜篭観光課長 委員おっしゃった部分も含めて、どういった対応がベストであるか研究

してまいりたいというふうに考えております。 

○稲田分科会長 前原委員。 

○前原委員 それともう一つ、本会議の中で田村委員が質問されたと思うんですけども、

この多言語対応のパンフレットというのがあるのかどうかというのちょっと確認させてく

ださい。 

○稲田分科会長 鵜篭課長。 

○鵜篭観光課長 田村委員にお答えしたところでございますけれども、この１０月に新た

な多言語パンフレットを作成する予定としておりまして、これは英語、韓国語、中国語は

２種類ですね、簡体字、そして繁体字、いわゆる台湾とか本土の方と両方対応、それぞれ

対応するような形のパンフレットを用意する予定としております。 

○稲田分科会長 前原委員。 

○前原委員 了解です。 

○稲田分科会長 いいですか。 

 同じく、伊藤委員。 

○伊藤委員 私も前原委員と同趣旨でしたので、そこは省かせていただいて、一つ、下段

の米子駅の工事が見込まれる中、工期中の移設について、十分な取り組みができるのかな

と思っているんですけれども、今後どのように検討するのかというようなことだけにお答

えいただきたいと思います。 

○稲田分科会長 鵜篭課長。 

○鵜篭観光課長 現在の案内所の次の案内所につきましては、もう随時ＪＲ西日本様と設

置場所についての検討を進めているところでございます。当然利用者の方から便利なとこ

ろ、また目に入りやすい場所につきまして優先度を高めながら検討してまいりたいと考え

ております。 

○稲田分科会長 よろしいですか。 

 では、次の案件に移ります。１３６ページ、事業番号２７１番、伯耆国「大山開山１３

００年祭」推進事業について。 

 遠藤委員。 

○遠藤委員 これ説明書の中に書いていろいろありますけど、概要とか、成果とか、今後

の課題、方向性がね、だけど、この事業に伴って、にぎわいの効果、あるいは地域の活性

化の効果、そういうものの記述がないんですけれども、そういうところについてはどのよ

うに把握していらっしゃるんですか。 

○稲田分科会長 鵜篭観光課長。 

○鵜篭観光課長 具体的な経済効果という意味の御質問かと受けとめましたけれども、鳥
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取県がこの１３００年祭の集客の当地の純増分という経済効果を試算しております。そち

らの経済効果によりますと、１３億４,１００万円と推計しておられます。 

 また、実際の統計データであります宿泊数につきましては、平成３０年は市内の宿泊数

が６５万１,３００人ということでなっとりまして、２９年度に比べますとプラス１,４１

９名の微増となっております。これは豪雨災害や台風等が昨年多数ありましたけれども、

その中で微増ということで、１３００年祭の効果があったのではないかという受けとめ方

をしております。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 小売業とかそういうものに対する効果というのは見えてますか。 

○稲田分科会長 鵜篭課長。 

○鵜篭観光課長 小売業につきましては、具体的な効果というところでも例えば小売額と

いったようなデータはとれておりません。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 どうなんでしょうね。こういう事業をやったときにそれぞれの行政区域にお

いての事業効果というのは、例えば入り込み客数等の動向であるとか、今言った小売業へ

の影響はどうであったとかいうようなものを含めて、宿泊者数とかですね、こういうもの

は事業の中でチェックをしていって把握するということは困難なんでしょうか。できるん

でしょうか。県が何かしてるような話聞いたけど、県だけでなしに、県が持っとるデータ

であれば米子版にそれを置きかえるとか、僕はなぜこういうことを言うかというと、やっ

ぱり税金を投資してやるんですよね、事業をね。そうするとその効果どうだったのと言っ

て市民が問われたときに、何だいわかりません、ただにぎやかだったですわで終わってい

いものかどうなのかということ、ここが問われてるんじゃないかと思うんですよ。最近非

常にイベント事業が多いでしょ、あちこちでね。ということで結構それに税金が入ってる

でしょ。だけん、みんなしてアイスクリーム食った、お酒を飲んだ、いや、赤飯を食べた

なんてって、にぎやかでみんな騒いどるけど、本当にそげな効果どういう効果につながっ

ていくんで、いっときで終わるのか、持続的な効果が出てくるのかというようなことにな

ってきたときに、税金の投資効果というのはそういうところがやっぱり狙われていくんじ

ゃないかと思うんだけど、そういうために聞くんだけど、どんなもんでしょうね。 

○稲田分科会長 岡文化観光局長。 

○岡参事兼文化観光局長 １３００年祭の効果ということでございますけども、今、小売

額のデータ等を具体的に数字というものがないということですが、この１３００年祭を契

機にいたしまして民間で非常に活発な動きがあったというようなことが見られておりまし

て、例えば民間の地域産品の販売、販路拡大のために製造業ですとか流通業者が集まりま

して、大山ブランド会といったようなものを設立して独自の活動をされて、西部圏域の事

業者が一丸となって大山をアピールしていく、売り出していくということで、これまでに

ないＰＲですとか、あるいは販売戦略といったものを展開されて、そのことによって全国

へのＰＲ、実際に販路拡大というところにつながったというようなそういう成果、これそ

のときだけではなくて、継続性を生かした取り組みとして取り組まれているといったそう

いう動きは見られております。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 
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○遠藤委員 私は思うけど、新聞いつも見とって境港の水木ロードの２５０万だ、３００

万だという数字よう目に入るんですよ。米子に２００万、３００万という記事は一遍も出

てこんだがんね。別にそれ卑下しちょうわけじゃないけども、僕は大事なことはやっぱり

こういう大きな事業やって、米子市にこれだけの成果が見えますよというようなものをや

っぱり市民の方に情報展開するということは意識を求めていく上では大事なことだないか

と思うんですよ。今回台風が大きな宣伝したけど、気象庁は、米子には被害がなかったで

しょう。あれ大山さんのおかげなんですよ、ここは。だけど、そこに持ってきてありがと

うございましたといって、お金を持ってきてありがとうございましたというようなおさい

銭を入れるような市民が何人おるかどうか知りませんけど、わしは大山というもののそう

いう効果はそういう面では非常に大きいと思いますよ。だけど、実際税金を使ってやった

事業がそういう形になって受けとめられていかないということになってくると、いささか

いかがなもんかなと思うし、例えば水木ロードなんか境港にどれだけのあれだけの宣伝さ

れる中で経済効果がどの分野にどのようにあらわれてるのかというようなことも盗みどり

ぐらいをして、そして米子との比較をしてみて、何をどう手を打つべきなのかという施策

に私はつなげていくようなことがこのイベント事業というものの中にはあるような気がす

るんだけどね。どうなんですかね。 

○稲田分科会長 鵜篭課長。 

○鵜篭観光課長 委員御指摘のとおり、きちんと効果のところを分析して、活用しながら

次の施策に役立てようというふうに受けとめました。その御指摘を受けとめて、しっかり

検討してまいりたいと思います。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 これ聞いてみれば、境港の水木ロードのイベントの経済効果というものは分

析されてらっしゃいますか。これは参考までに聞きます。 

○稲田分科会長 鵜篭課長。 

○鵜篭観光課長 水木しげるロードの経済効果につきましては、私が把握している限りで

は産業連関表というものでの効果を分析されております。産業連関表というのは、基本的

な来場者数に係数を掛けていきまして、自動的にはじき出される数字でございまして、そ

こはさらに数字を分析する必要があろうかというふうに考えております。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 そういう数式はあることは聞いておるんですけど、私は実態論としてある程

度例えば商工会議所に行きて情報を集めるとか、一番実態の数字をつかんでるところでの

実数というものをつかんできてその辺のこと検討しながら、例えば米子の皆生温泉区域観

光はどうするとかいうものにもやっぱり、つなげていくようなことももっと手を打ってい

くということが僕は大事じゃないかなというふうに思っておりますんで、今のところ十分

な把握はできてないということでありますから、そういうやっぱり統計的な把握をこうい

う事業についてはぜひ取り入れてもらいたい、このことを指摘して終わります。 

○稲田分科会長 指摘。 

（「ちょっと今ので。」と矢倉委員） 

○稲田分科会長 通告が伊藤委員からありますので。 

 伊藤委員。 
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○伊藤委員 私、遠藤委員と同趣旨ですので、結構です。 

○稲田分科会長 じゃ、矢倉委員。 

○矢倉委員 その点で今意見でもって、今あなたの答弁した遠藤さんの質問で、私、決算

委員会をしてよかったと思う。そういうことで結果として、来年度予算に結びつけますと

いう質問は、答弁はよかったと思うよ。遠藤さんの質問もよかった。余談だけど、ちょっ

と気がついたもんだけん。 

○稲田分科会長 では、次に移ります。決算付属資料の１０９ページ、災害復旧費、土木

施設災害復旧費について。 

 遠藤委員。 

○遠藤委員 決算付属資料の１０９ページを見ていただきますと、災害復旧費、土木施設

災害復旧費の不用額が計上されておりまして、工事請負費６,２００万円のうち２,８９６

万円の不用額が書かれてありますが、この理由についてお聞きしたいと思いますし、事業

の進捗状況についても伺ってみたいと思います。 

○稲田分科会長 深田スポーツ振興課長。 

○深田スポーツ振興課長 まず不用額についてでございますが、工事請負費の予算額６,

２００万円のうち５,１００万円が昨年の９月３０日に発生いたしました日野川運動公園

の災害復旧事業の予算額でございます。日野川運動公園の災害については、災害発生後、

速やかに災害時における応急対策業務に関する協定に基づきまして、一般社団法人鳥取県

測量設計業協会に復旧のための測量及び設計を依頼したところでございます。実際にはこ

の協会の中で選ばれた業者が業務に当たることになったわけでございますが、その後、１

２月補正予算に向けまして概算工事費を算出し、５,１００万円を要求したところでござい

ます。ですが、その概算の算出後につきましても面積ですとか、例えば土壌改良の薬剤散

布の量など工法についても見直すなどいたしまして、１２月下旬の予算発注時期まで精査

を重ねました結果、設計金額２,７８４万３,４８０円となったところでございます。 

 なお、落札金額につきましては２,４９６万９,６００円でありまして、そのうち平成３

０年度に９９８万円を支出いたしまして、翌年に１,６００万円を繰り越しいたしましたた

め、日野川運動公園の災害復旧事業につきましては２,５０２万円が不用額となったもので

ございます。結果といたしまして多額の不用額を出してしまいまして、申しわけありませ

んでした。 

 また、事業の進捗についてでございますが、平成３０年度の末で芝張り工と表面の仕上

げ工が残りまして、全体の進捗率で８５％という状況でございました。翌年に１,６００万

円を繰り越したものですが、これは全国的に災害復旧工事が集中いたしまして工事に使用

いたします芝が不足したため、工期内に納入することがどうしてもできなかったためでご

ざいます。 

 なお、現場のほうにつきましては、４月の８日に現場自体は完成いたしまして、その後、

芝の養生期間を二月経まして、野球場については６月から、サッカー・ラグビー場につき

ましては７月からということで、休止期間を延ばすことなく当初の予定どおり供用開始す

ることができたものであります。以上です。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 ここで私は、問題点にしたい部分というのは、いわゆる設計業協会に測量、
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設計を委託したということですね。依頼をしたということは委託したということなんです

よね。委託して、そしてその業界から選ばれた業者が設計をしたんだけども、結果的にこ

の設計した後にまた土壌改良とか薬剤散布なんかの工法の見直しをしたと。よって、この

不用額が発生したと、こういう流れですよね、大まかに言いますとね。問題は、設計をし

て依頼して、それで成果品上がってきますよね、成果物が。そのときにチェック体制とい

うのはあるんですか。 

○稲田分科会長 深田課長。 

○深田スポーツ振興課長 実はこの、済みません、先ほどちょっと申し上げなかった分が

ございますが、この設計の業務につきましては、工期といたしましては１０月の５日から

３月の１５日まででございます。その概算を出した時点で正確にその業務自体が終了して

いない状況でございまして、ですので１２月末の発注時期まで精査を重ねていたところで

ございます。 

 そのチェック体制についてあるかないかということでございますが、これ工事自体は都

市整備部のほうに依頼してもらったところでございますが、その設計の内容については技

師が、どこまで復旧する必要があるかということについてはスポーツ振興課のほうが設計

業者と協議をしてチェックしていたところでございますが、その際、概算を出した時点で、

その７年前に同じ日野川運動公園の災害があったところでございますが、そのときの経費

を参考にして概算を出しまして、言いわけになりますが、ちょっといとまがなかったこと

もございまして、そういった多額の予算額になってしたところでございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 これはスポーツ振興課だけに限ったことだないと思うけど、特に教育委員会

畑、それからこのスポーツ、体育館関係もそうだと思うけども、つまり直接技術者がいな

い、こういう事業のところの事務で庁内の中でも教育委員会から今度は設計、建築関係で

は委託をするという事案がいっぱいふえてきますよね。委託してお願いしてやらなきゃで

きないからそういう事務手続になっていくことはわかるんだけど、問題は、民間に出した

場合の問題ですよ、成果物が上がってきたときに委託した、もとに戻ったところの委託者

がどうそれチェックするだと。丸のみなのか、それとも成果物はこういうふうに頼んだけ

ど、ここはちょっとおかしいじゃないかとチェックする、そういう力あるだろうかどうだ

ろうかと、事務能力として、言葉はよくないけど、僕これちょっと心配してんですよ。だ

けん、このケースも一緒なことだと思うんです、逆に言えば。本当の技術者の現場であっ

たならば、きちんとある程度チェックできるんじゃないかという部分があるような気がす

るんですよ。だけど、経験がないもんだから委託する。委託するけど、それの成果物上が

ってきたときに、これはそれを本当にまともかいなというチェックが私、必要だろうと思

うんです。そういうことは必要ないですか。 

○稲田分科会長 深田課長。 

○深田スポーツ振興課長 遠藤委員さんおっしゃるように、チェック機能が働いていなか

ったということ、ごもっともでございます。体制といたしまして、今、経済部の中でちょ

っとお答えするのは難しいんですけども、仕事の組織のあり方ですとか、場合によっては

アウトソーシングということもあるのかなとも思いますので、その点について総務部と相

談しながら…。 
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○稲田分科会長 伊澤副市長。 

○伊澤副市長 委員の御指摘はそのとおりだと思いますが、今、課長の少し説明が混乱し

てますけど、これは当然事務屋ではチェックできませんので、例えば建築工事なんかであ

れば営繕課が、そして土木系の工事については都市整備部がそれぞれ委託といいましょう

か、所管業務ではございませんけども、関係部局からの依頼を受けて技術的な面でのチェ

ックや指導を行ってるということであります。 

 今回の件は、繰り返しになって恐縮ですけど、予算要求時にはまだ設計が終わっていな

くて、そうは言っても予算を積み込まないけんということで過去の工事例を参考に概算の

概算で要求させていただいたということでありますが、その後、専門業者の設計、これは

当然技師がかかわってチェックをして、それを精査して、工事発注まで精査を重ねた結果、

２,７００万円という設計金額になって、この内容も当然土木技師等がチェックをして、そ

して発注したというのでありますので、そのように御理解いただければ思いますし、こう

いった技術者が配置されてない部局における技術管理をどうするのかということは当然課

題でありますんで、引き続き部局を超えて市の職員の中にいる専門家がかかわれる体制を

しっかりとっていきたいと、このように思います。以上です。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 参考までに今の副市長の話をこれは聞かせていただきますけども、前々から

実は僕は思っとったんですよ。ほかの議員の方も思っておられるか、いわゆる外部発注し

ますよね。設計とか、ほかの外部コンサルでね。だけど、たとえ土木課であったとしても

技術系の事務の関係で技術系の人に委託させたときに成果物が入ってきたとき、戻ってき

たときに本当にチェック体制できる状況にあるだろうかなということがちょっと心配に映

ってるんですよ。結局機械化されてきたために、本当に経験を積んだ職員さん方が数が少

なくなってきちゃってる。そうするともう若い人能力あるかもしらんけども、機械を動か

す能力は、現場とのどう照らし合わせて照合して判断をするかという部分のところが僕は

少し弱い部分に見えるんじゃないかなと思っておるんで、そうなったときにほんなら職員

をきちっと教育すりゃええじゃないかとかという簡単な問題ではないような気がするんで

すわ。事務量が減ってきて、５人おるとこで１００あった事業が５０になったならできい

かもしれんけども、逆に事務量って減らないで、人数だけ減っとるという逆現象起こる状

況の中で、そういう職員さんだけにかぶせるというのは無理があるんじゃないかなという、

事務量的にね、そういうこと考えたときにこれヒント得たのは、それこそ第三者機関みた

いな形でこれをごそっと全部委託して、成果物をチェックしてもらえんかというような機

能が働けば、機構というかね、いうものの部署もあってもいいんじゃないかなというふう

に思ってるんですけど、それであえてチェック機構はできてますかということを聞いたわ

けです。どんなもんでしょうか。 

○稲田分科会長 伊澤副市長。 

○伊澤副市長 委員の御指摘は、ある意味正解だと思います。というのはやはり技術職員

の技術職を維持するというのは非常に難しい課題でありまして、特に大きな工事とか大き

な案件がどんどん出てくるような時代であれば事業量が豊富でありますし、その中で技術

職員が技術を蓄えるということが比較的やりやすいわけなんですが、今般やはりどうして

も維持補修が中心になって、多くの新規の建築物とか、あるいは工事物というのがどんど
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ん減っていっとります。かつ職員の数ももう当然減らさないけないと。こういった中で技

術力をどう維持するのか。 

 おっしゃってるとおり、実はそういった検査そのものを外注してる、つまりちょっと言

葉悪いが、民間を民間で検査するようなことをやってるケースもありますし、あるいは工

事監理全体をもう丸ごと業者さんにお任せすると、これは建築なんかよくあるんですけど、

そういうようなことやって技術の不十分さを補ってるというやなケースもあります。 

 米子市はまだそれなりの技術職員の規模を持っとりますので、まだそうは言っても踏み

こたえてますけど、もっと小さい自治体になりますと土木技師も非常に数人しかいない、

あるいは町、村になるともうゼロというやなこともありますし、そういった中でどうやっ

てその技術管理をやってるかということは委員がおっしゃったようなことも含めてこれか

ら向かい合っていかないけん問題だろうと。 

 ただ、そのときに一つだけキーワードは、単独の自治体でやるというのはなかなか難し

いわけでありますので、自治体が共同してそういった機構をつくるとか、あるいは自治体

が共同していくというやな部分も多分出てくると、このように思ってます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 そういうことも含めて検討してみてください。要望しておきます。 

○稲田分科会長 じゃあ、次に移ります。説明資料に戻りまして、説明書の１９７ページ、

事業番号３９４番、文化ホール整備事業。 

 遠藤委員。 

○遠藤委員 これの内容なんですけども、この減額補正に至ったという経過はどういうこ

となんでしょうか。 

○稲田分科会長 下高文化振興課長。 

○下高文化振興課長 文化ホール整備事業に関する御質問だと思います。文化ホールは、

平成３年の建築後、３０年近く経過しておりまして、設備の老朽化が進んでいるところで

ございます。平成２７年度から設備に関しましては年次計画で緊急性が高いものから順次

改修を行ってきたところでございます。平成３０年度につきましては、現在ふぐあいが生

じております音響設備の改修について予算措置を行ったものでございます。しかしながら、

特定天井や外壁など建物の改修も喫緊の課題となっており、音響設備の改修にとどまらず、

照明とか空調とか、そういうふうなものにも手をかけないといけないというような状況が

出てきております。こういう状況の中で、文化ホール施設全体について将来に向けた改修

のあり方を改めて検討することとしたため、平成３０年度に予定しておりました音響設備

改修工事を見送りまして、もろもろの最小限の補修にとどめたため減額補正を行ったもの

でございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 内容はわかりましたけど、問題は今おっしゃった大規模改修の検討、これは

どこまで進んでるんですか。 

○稲田分科会長 下高課長。 

○下高文化振興課長 大規模改修の検討につきましては、現在天井、特定天井になってま

すけれども、特定天井の扱いとか、音響設備、舞台照明、空調設備、舞台のつりものなど

施設を動かしていく、稼働していくために改修を要する箇所が多々出ております。一度に
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全体の改修を行うのか、年度ごとに改修を進めていくのか今検討しているところでござい

ます。ただし、工事を小出しにして分けると毎年一定期間、館を閉じないといけないとい

うような事態が生ずることにもなっておりまして、文化ホールの利用者の方々にできるだ

け影響が出ないよう休館期間、経費、改修スケジュールなどを今検討しておるところでご

ざいます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 その検討状況は、どこがしてらっしゃるんですか。 

○稲田分科会長 下高課長。 

○下高文化振興課長 文化振興課でしております。担当課の営繕課と協力しながら今検討

しておるところでございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 それでちょっと改めて聞くんですけども、１億３,０００万円の予算不執行

が起きた中、部分的な改修のための部分ですよね。だけん、それをやろうとしたら全体的

なものの改修というものが見えてきたんで、これやめたと。今お話聞いとると全体の改修

はするんだけども、部分的な改修をやっていかざるを得ないということですよね。一遍に

はできません。これ何か矛盾しませんか。だったらこの最初１億３,０００万組んだやつを

部分的改修でやっとってもよかったんじゃないかというふうに僕らは受けとめるんだけど、

それはできないということなんですか。それで部分的に改めて全体を見渡した中でやって

いかにゃいけんと、こういうことなんですか。 

○稲田分科会長 岡文化観光局長。 

○岡参事兼文化観光局長 今検討しておりますのは、全体を本当に最初やろうとしとった

ところは部分、部分だったんですけれども、そうじゃなくて全体を改修を行うのか、ある

いは同じ部分、部分にしてもできるだけ工事をまとめてやって、最小限の回数で抑えるの

か、さまざまな検討をしているということでございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 意味がわからんわ。これの１億３,０００万円の部分も部分的に改良する部

分だったでしょ、改修する分だったでしょ。ところがそれをやろうとしたけれども、だけ

ど、ほかのところもいっぱい出てきたんで一遍それはやめて、全体を改修するのをつくっ

て、それで今度は部分的にやっていこうという話でしょ。そうするとこの部分的に改修す

るという部分は、中にこの１億３,０００万というのは先行はできなかったんですかという

こと聞いとる。 

○稲田分科会長 岡局長。 

○岡参事兼文化観光局長 その１億３,０００万といいますのは、音響設備の部分だけの

改修の部分でございました。それであわせて特定天井の危険性などもありますので、例え

ばその天井と音響設備というのは工事がかぶる部分もあるんじゃないかといったようなこ

とで、そういうものを、ほかにも舞台照明とか、空調設備とかありますので、幾つか重ね

てしたほうが効率的でもあるし、施設の設備更新という意味では効果的であるのではない

かというところで、その幾つかをまとめてする方法あるいは一挙に全体を改修する方法、

そういったものをどれが一番適切なのかというのを検討してみよう、１カ所だけ直してい

くよりはいろいろな可能性を検討する、そういう考えで今検討を進めているところでござ
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います。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 がいにこだわるわけじゃないけども、１億３,０００万円のときにやろうと

した部分の音響設備の関係が天井やなんかのことも直さないけんので音響だけ直いとった

っていけんだけん、天井も一緒に重ねて直せばかえって好都合じゃないかと、こういう論

に結びついたということなんですか。 

○稲田分科会長 岡局長。 

○岡参事兼文化観光局長 おっしゃるとおりでございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 全体の改修するにはどのぐらいの事業費がかかるんですか。それは概算が出

てますか。 

○稲田分科会長 下高課長。 

○下高文化振興課長 今現在検討してる最中でございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 いつごろでき上がるんですか。概算事業費はいつごろできるんですか。見込

めるんですか。 

○稲田分科会長 伊澤副市長。 

○伊澤副市長 今精査中ですので、正確な数値じゃないということでお聞き願いたいんで

すけど、これ活発な議論をしていただくためということであえて申し上げますが、本当に

大概算、規模感だけ感じていただければいいと思って、大体２０億ぐらいかかるじゃない

かというふうに聞いとります。ただ、これは現在精査中ですので、数字が少し変わるかも

しれません。 

 大物としては、先ほど担当課長も局長も説明いたしましたが、特定天井といいまして天

井がつり天井になってまして、これの耐震性を高める。御案内のとおり、近時地震で天井

が落ちたというようなことがあって、現在は特定天井という一定面積以上の天井について

は補強が義務づけられてます。ただし、これ既存不適格で直ちに違法ということになるわ

けじゃありませんが、機会があればできるだけ早く改修するようにということでつり天井

の強化をしなければいけない。あわせて一部音響施設もありますが、つりものですね、懸

下物、これの当然耐震性を高めないけんというのが一つ。 

 それからもう一つは、舞台装置、これも御案内のとおり下からの幕も含めて上からつっ

て乗降するようなものあります。これが非常に高うございまして、これは特殊製作品にな

りますんで、ほぼほぼオーダーメードでつくるものですが、これがかなり老朽化している

のでかえないけんということ。 

 あとは外壁。御案内のとおり、かなり老朽化しとりまして、外壁あるいは屋根の防水、

この辺を全面的にかまわないけんというようなことで、非常に大きな数字で恐縮ですけど、

大体２０億ぐらいは考えとかないけんじゃないかなという今規模感を持っていると。 

 それに対して、じゃあ、延命効果がどれぐらいあるかという話になると、あれ鉄骨づく

りになりますので、大体５０年ぐらいが標準的な延命じゃないかなというふうに思ってま

して、そうすると大体２０億かけて２０年というような感じかなというふうに今、私の理

解ではそのように理解をしてます。以上です。 
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○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 金額で少し言葉が出なくなってしまったが、あれたしかつくったのは４０億

程度じゃなかったかな、総事業費が、当時。 

（「３０億。」と声あり） 

○稲田分科会長 下高課長。 

○下高文化振興課長 ３７億と把握しとります。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 でしょ。そうすると今、副市長の説明聞くと半分ぐらいはかけにゃいけんと

いうことになりますわな。それで寿命は２０年だわいと。１年に１億円ずつの事業費を払

うという話になりますよね。ほかに代案はないですか。 

○稲田分科会長 いいですか。 

 伊澤副市長。 

○伊澤副市長 それを今、一生懸命考えて、あえて、繰り返しになりますが、今先ほど言

った数字は、担当者も口ごもったぐらいですので、まだまだ非常に大つかみということで

ございますが、ぜひ委員の皆さんにもこの問題の核心を御理解いただきたいということで

あえて私の判断で申し上げましたんで、それを受けとめていただければと思います。 

 今、委員からもおっしゃったとおり、何かちょっとええ知恵絞らないけんかなというの

は正直なとこでありまして、ちょっと今いろいろ考え始めているところであります。また

知恵を絞って御相談したいと思います。以上です。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 これ公会堂の場合もそうでした。あのときも当時１８億かけた時代がありま

して、それでもう先が短いのに何でそんなことするだという議論がありながら、設計者の

あれもああし、市民がカンパしたこともああしというやなことで情緒的ということで延命

し、今回の場合ももう寿命が見えとるがなと、まんだ札束を塗り固めえだかやという議論

もあったけども、結果的にはまた延命策のような形でやってしまった。だけん、結果的に

はどれだけの効果が上がったかということになっちゃうと、印象は残りますけど、まちづ

くりの効果というものに対してはそう余りインセンティブは見えてない。この図書館も美

術館も１０億使った。だけど、ほんにどれだけのまちの効果につながったんかなと、利用

者は便利になったなと、多少はふえたなというのあるけども、まちづくりの効果というも

のから考えたときの投資効果がどうであったかなんていうことは余り総括に上がってきて

ない。 

 今、副市長の話を聞いとっても２０億かけて改修する。えっ、それどういうまちづくり

の効果見えるの。じゃあ、今までどおり講演や音楽やいろいろすりゃえかだがなという話

にとどまるようなことでええかいなと。もっと知恵が働くことはないかいなと。まちづく

りという大きな観点で捉えたときにですよ、いうふうに思ったもんですからあえてお聞き

しましたけど、いい知恵を見出して市民への利益をつくってください。 

○稲田分科会長 いいですか。 

○伊澤副市長 実は文化ホールというのはコンベンションセンターとの関係で非常に有

効に機能してる部分がありまして、学会とか大規模大会の分科会場とか、サブ会場として

機能してるということがあって、関係者からは非常にその機能を高く評価する声がありま
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す。 

 また、公会堂と比べてという話はあえてしませんが、駅前の地の利もあっていろんな稼

働率がかなり高いというのは御案内のとおりで、そして約７００席弱という規模感もちょ

うど手ごろだというようなこともあってかなり稼働率が高いというのが実態でありまして、

そういったようなことも含めて、将来的にその機能をどうやっていくのかというようなこ

とも含めて、ちょっと知恵を絞らないけんなと思っとりますので、また御相談したいと思

います。以上です。 

○稲田分科会長 じゃ、次に移ります。２００ページ、事業番号３９９、文化財等管理事

業について。 

 伊藤委員。 

○伊藤委員 私は、文化財の管理、活用についてという観点で十分できていたのかという

ことでお尋ねしたいと思います。平成３０年度は決算額で言いますと２８年度と比べて４

分の１、２９年度と比べて３分の１と、大変少なくなっておりますが、でも事業の成果と

しては適切な管理が実施できたということです。そこのところでどのようなことでこの少

ない金額だったのかということをまずはお尋ねしたいと思います。 

○稲田分科会長 下高課長。 

○下高文化振興課長 文化財等管理事業につきましての御質問だと思います。平成２８年

度、２９年度は２,０００万とか１,６００万という数字は出ておりますが、これは向山古

墳群とか青木遺跡の工事費が入っておりまして膨らんだものでございます。平成３０年度

は、向山とか青木を単独の事業にしておりまして、いわゆる文化財等管理事業から抜き出

しておりますので、通常の文化財等管理事業がこの額に戻ったようなところでございます。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 その決算額については理解できました。 

 各地域にある文化遺産の維持管理ということについてどのように行っているのかと、あ

と地域住民の認知度や理解度はどの程度かということについてお答えいただきたいと思い

ます。 

○稲田分科会長 下高課長。 

○下高文化振興課長 まず各地域にある文化遺産の維持管理につきましては、いわゆる指

定の文化財、国、県、市が指定しておる文化財につきましては、民間所有のものについて

は適宜市の職員とか民間に委嘱をしております文化財保護指導委員の巡視を実施して、必

要に応じて補助金を交付するなどして、所有者による適正な維持管理を促しているところ

でございます。 

 また、市所有のものについても同様にパトロール等巡視を適宜やりながら除草、伐採、

修繕などの維持管理に努めているところでございます。 

 そのほか指定されてない文化財、文化遺産というのはたくさんあります。重立ったもの

につきましては、平成１９年度から実施してまいりましたよなごの宝８８選事業の際に市

内各地から大体３７０点余りの物件を地域の宝として把握はしております。しかしながら、

維持管理につきましては地域での除草、清掃、整備、園路整備などを実施していただいて

おりまして、地域に維持管理を行っていただいているというのが現状でございます。 

 それから２番目の地域住民の方の認知度、理解度につきましては、こういうよなごの宝
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８８選事業でこれまで把握してる文化遺産をめぐるよなごの宝の８８選の探宝会というの

をずっと実施しておりまして、今８０回を超える回数で地域をめぐる会を大体２カ月に１

回開催しております。また、広報よなごを初めとして、いろんな書物等で紹介をしたり、

ホームページなどで紹介をしたり、あと公民館や自治会単位での出前講座、文化講座等に

出向いて紹介をしたり、周知を図っているところでございます。 

 こうした取り組みを行った結果、少しずつでありますけれども、地域の方や公民館主導

による地域の文化遺産のマップづくりや見学会が行われるようになってきておりまして、

少しずつでありますが、認知度や理解度が高まってきているなと思っております。 

 今後も公民館や自治会などの出前講座、見学会などを通して地域にある文化遺産の重要

性や魅力について説明し、地域の方々の理解度や認知度が高まり、裾野が広がるように努

めてまいりたいと考えておるところでございます。以上でございます。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 維持管理が本当に十分できてるのかどうかというのは、さっき御答弁にもあ

りましたけれども、もっともっと本当にしていかなければいけないなと思いますし、また

市民にもっと何かアピールできるような方法も考えていただきたいなと思います。 

 あと最後、今後の課題、方向性のところで文化財の保護に努めるとありますけれども、

ぜひ活用していただいて教育だとか文化だとかにやっぱり生かしていただきたいなと思い

ますので、よろしく要望でお願いいたしたいと思います。以上です。 

○稲田分科会長 では、次に移ります。説明書１０１ページ、事業番号２０２、農業関連

施設維持管理事業について。 

 前原委員。 

○前原委員 決算額は大した金額じゃないんですけども、ちょっとこの農業関連施設維持

管理事業なんですけども、農業関連施設の利用状況をまず教えていただきたいのと、あと

施設利用料というのを徴収してるかどうかというの確認したい。 

○稲田分科会長 中久喜農林水産振興局長。 

○中久喜農林水産振興局長兼農林課長 加工施設の利用状況についてでございますけれ

ども、まず五千石の農産物の加工施設というのがございまして、これが年間の利用日数が

１２１日で、稼働率は３４％でございます。次に、成実の農産物の加工施設ですけれども、

これは年間利用日数が１６２日で、稼働率として４５％。尚徳農産物の加工施設ですけれ

ども、これは年間利用日数が７０日で、稼働率が２１％でございます。あと五千石の農産

物加工施設ですけれども、主に１２月から３月、ちょっとこれは申しわけございませんけ

ども、利用日数が把握できておりません。あと成実農産物の加工施設ですけれども、これ

も１２月から３月、主に利用しているということでございますけど、これも把握してござ

いません。最後に、尚徳農産物の加工施設でございますけれども、これは主に１２月から

３月の間利用されておられるということでございます。 

 あと次に、年間の利用料でございますけれども、これら今までお話しさせていただいた

施設ですけれども、共同作業場や農機具保管施設など地域で共同で利用される施設として

建てたものであるとか、あるいは地域で国の補助事業を活用して建設した後、市へ譲渡さ

れた施設でございます。いずれも地域の農業振興という特定の目的のために施設として貸

し付けしておりますので、利用料の徴収はしてございません。以上でございます。 
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○稲田分科会長 前原委員。 

○前原委員 今後、多分これ老朽化していって、施設が、もっともっと維持費がかかって

いくんですけども、時代的に市がこれを持つというのがもうそろそろ考えなければいけな

いのではないかなと思うんですけども、その辺のお考えをお聞きします。 

○稲田分科会長 中久喜局長。 

○中久喜農林水産振興局長兼農林課長 市が保有管理する施設でございますので、引き続

き市が維持管理をすべきものだというぐあいには思っておりますけれども、いずれも昭和

５０年代に建てられた施設で、かなり老朽化が進んでございます。そのため基本方針とし

て建てかえは行わないということにしておりますけれども、機能維持のための修繕を行っ

ていって、また今後については内部で検討していきたいというぐあいに考えております。

以上です。 

○稲田分科会長 前原委員。 

○前原委員 わかりました。もう直さないというか、大きな修繕はしないということなん

ですね。 

○稲田分科会長 中久喜局長。 

○中久喜農林水産振興局長兼農林課長 地元の利用者の方と話し合いまして、必要に応じ

て修繕は行っていきたいと。 

○稲田分科会長 前原委員。 

（「失礼しました。」と中久喜農林水産振興局長兼農林課長） 

 中久喜局長。 

○中久喜農林水産振興局長兼農林課長 大きな修繕はしないと。 

○前原委員 ということですね。 

○中久喜農林水産振興局長 はい。 

○前原委員 わかりました。 

○稲田分科会長 よろしいですか。 

○前原委員 いいです。 

○稲田分科会長 次に移ります。１０３ページ、事業番号２０６番、中山間地直接支払事

業について。 

 又野委員。 

○又野委員 中山間地直接支払事業ですけれども、６地区で面積は書いてあるんですけれ

ども、ここから維持・増進を図るとあるんですけれども、維持・増進の効果というか、ど

のぐらい維持・増進がこれはできているというふうに見たらいいのかというところなんで

すけれども。 

○稲田分科会長 中久喜局長。 

○中久喜農林水産振興局長兼農林課長 先ほど又野委員からお話がありましたけれども、

現在中山間地の直接支払い事業ですけれども、６地区で対象農地は４２.３ヘクタールを対

象に３０年度は行ったところでございます。具体的には各地区で水路の泥上げや草刈り作

業、景観作物の作付による景観形成、機械業務の共同化などを行って農地の維持に取り組

んでいるということでございます。この農地の維持に取り組んでるということを４２.３ヘ

クタールで行うということで、いわゆる耕作放棄地等になるのを防いでいるという事業に
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なります。 

○稲田分科会長 又野委員。 

○又野委員 農地の維持と耕作放棄地をつくらないということなんですけれども、それが

せっかく目的なので、拡大のほうをしてはどうかと思うんですけれども、そこら辺の事業

の拡大とかは何かあるんでしょうか。 

○稲田分科会長 中久喜局長。 

○中久喜農林水産振興局長兼農林課長 この事業ですけれども、５年間の活動で取り組ん

でくださいという事業でございまして、今年度が第４期対策の最終年度でございます。近

く来年度からの第５期対策に関する説明会を県が対象の地域を対象にすることになってお

りまして、詳細の確認した上で対象区域に周知を図って促進していきたいというぐあいに

思ってます。 

○稲田分科会長 又野委員。 

○又野委員 農地の確保のためにも拡大のほうをぜひとも進めていただければと思いま

すんで、よろしくお願いいたします。 

○稲田分科会長 じゃあ、次に移ります。１０５ページ、事業番号２０９、就農応援交付

金事業。 

 こちらも又野委員。 

○又野委員 就農応援交付金事業ですけれども、この事業の成果のところ、全てのところ

ですが、（１）のところで就農応援交付金が、これは３０年度が１人と、（３）の親元就農

促進支援交付金、これは３年間対象がないというような状態なんですけれども、このこと

についてどのような認識でおられるのか聞かせてもらっていいでしょうか。 

○稲田分科会長 中久喜局長。 

○中久喜農林水産振興局長兼農林課長 新たに就農を始める方に対しましては、今お尋ね

のございました就農応援交付金事業、これは県事業でございます、が一つ。もう一つ、国

の事業で農業次世代人材投資事業というのがございます。この就農応援交付金事業なんで

すけれども、６４歳以下が対象でございます。もう一方の農業次世代人材投資事業ですけ

れども、今年度からは５０歳以下が対象になるんですけども、昨年度までは４５歳以下が

対象でございました。 

 この県と国の事業２つございますけれども、金額的な面で言いますと国のほうが５年間

支援をしていただける。一方で、県の事業のほうは最大３年間ということで、いわゆる国

の事業のほうが手厚い支援をする制度でございまして、例えばＪＡ等で御相談にあった場

合はというのは、やっぱり国の支援にのられませんかということで指導されとるという、

そういう背景の中で、最近相談に来られる方がいわゆる去年までで言いますと４５歳以下

の人がふえてきたということで、必然的に農業次世代人材投資事業を活用される方がふえ

て、就農応援交付金のほうが減ってるという状況でございます。 

 ただ、今まで申しましたように、就農応援交付金事業というのがいわゆる国の補助から

外れた年齢の方を補完する制度となっとりますので、いわゆる今年度で言いますと５０歳

以上の方が相談に来られましたら積極的に勧めていきたいというぐあいに思ってます。 

 もう一つは親元就農促進支援交付金が３年間ないということでございますけれども、こ

れはその名のとおり親の農業引き継いで農業始めようとする方に支援する制度なんですけ
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れども、ＪＡ等と連携して周知に努めておったところですけど、ちょっと過去３年間事業

者の応募者がいないという状況で、非常に残念に思ってるところでございますけれども、

今年度につきましては１名が事業活用しておりまして、さらに相談も幾つかいただいてお

るという状況でございます。この制度は、後継者不足や担い手不足を解消する一助となる

ものでありますから、鳥取県やＪＡさんと連携して一層の制度内容を周知して利用の促進

を図っていきたいというぐあいには思っております。 

○稲田分科会長 又野委員。 

○又野委員 今年度は１人ありそうだということなんですけども、利用しづらいとか、そ

ういうことというのは何かないんですかね。 

○稲田分科会長 中久喜局長。 

○中久喜農林水産振興局長兼農林課長 具体的に申しますと、初めて就農されるという方、

いわば制限がないわけですけれども、この事業に対してはどうしても親御さんが農業だと

いうまず前提があって、どうしても対象が先ほどの就農交付金事業に対して狭いというの

も一つの原因であるのかなというぐあいに思っとります。 

○稲田分科会長 又野委員。 

○又野委員 ありがとうございます。対象が確かに少ないとは思うんですけれども、やは

り親元ででも農業をしたいという方がふえるように、ぜひとも利用しやすいといいますか、

続けたいと思うような制度にしていただければと思います。よろしくお願いします。以上

です。 

○稲田分科会長 よろしいですか。 

○又野委員 はい。 

○稲田分科会長 じゃあ、次に移ります。１０６ページ、事業番号２１１番、環境保全型

農業直接支援対策事業について。 

 じゃ、又野委員。 

○又野委員 こちら環境保全型農業直接支援対策事業なんですけれども、この活動に取り

組む農業者等をふやす目的というふうにあるんですけれども、ここ３年間、ここに載って

いる部分だけなんですけども、１団体しか対象になってないんですけども、これふやそう

とは何かしておられるんでしょうか。 

○稲田分科会長 中久喜局長。 

○中久喜農林水産振興局長兼農林課長 前段といたしまして、１団体でいきますと、たっ

た米子市で一つなのというイメージを持たれるかと思いますけど、ちょっと説明させてい

ただきますけれども、近年制度が改正になりまして、補助対象が個人単位から複数の農業

者で組織する団体単位に変更になったという背景ございます。それで昨年度ですけれども、

この対象１団体でございますけれども、ＪＡが事務局となって組織をつくりまして、農業

者１７名で取り組んでいるということでございます。それで３年ぐらい前から変わっとる

んですけれども、その団体の加盟農業者数は１７名、１６名、１７名で推移しております

ので、環境に配慮した営農活動が定着している状況にはあるというぐあいには考えており

ますけれども、地球温暖化防止や生物の多様性保全に効果がある事業ということでござい

ますので、引き続き今後ですけれども、高齢化や後継者不足により農業経営の研修が難し

く、栽培面積の減少が危惧されるところでございますけれども、ＪＡと連携して、今まで



－91－ 

やっておられる方に引き続き取り組んでいただくとともに、新規就農者の取り組み参加を

促すようにしたいと思っております。 

○稲田分科会長 又野委員。 

○又野委員 ぜひともいい取り組みをされている農業者を支援されるということですん

で、ふえるような何か方策を考えていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたし

ます。 

○稲田分科会長 よろしいですね。 

 では、次に移ります。１０８ページ、事業番号２１５番、多面的機能支払交付金事業に

ついて。 

 遠藤委員。 

○遠藤委員 そこに書かれております内容を見ますと、４４団体、３０年度はですね、事

業費は５,０００万というふうに載っておりまして、この過去２年間見ても大体同じような

団体数で推移し、去年より１団体ふえたという報告になっておるわけなんですけども、こ

の団体別の活動状況あるいは団体別の事業費というようなものはどのようになっているの

かということについて、まずお尋ねしてみたいと思います。 

○稲田分科会長 中久喜局長。 

○中久喜農林水産振興局長兼農林課長 実はその資料でおまとめしたものがございます

けれども、お配りいたしましょうか。 

○遠藤委員 そうしてください。 

○中久喜農林水産振興局長兼農林課長 済みません、ちょっと今持ってまいりますので。 

○稲田分科会長 傍聴席にも、準備があれば配付をお願いいたします。 

 では、答弁をお願いします。 

○中久喜農林水産振興局長兼農林課長 済みません、委員長。資料をお配りさせていただ

きました。それで４４の団体についてるるお話ししますとちょっと時間的にもかかります

ので……。 

○稲田分科会長 簡潔にお願いいたします。 

○中久喜農林水産振興局長兼農林課長 ちょっと簡潔にお話しさせていただきたいと思

いますけど、まず遠藤委員さんがおっしゃられましたように、３０年度は４４の団体が取

り組みました。まず、基礎的な保全活動というのがございまして、農用地、水路、農道等

ののり面の草刈りや泥上げ、農道の路面維持に取り組んだものでございます。そして、そ

の４４の団体のうち、さらにその一部、２８組織についてですけれども、自治会等の地域

住民も組織の一員に加わりまして、水路、農道等の軽微な補修や生態系保全、景観形成な

どの農村環境の保全を図る活動に取り組んだということでございます。また、それ以外の

１３組織につきましては、老朽化が進む農地周りの農業用排水路、農道などの施設の長寿

命化のための補修等に取り組んだということでございます。 

 済みません、特に概要で申しわけございません。とりあえず説明を終わります。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 それでね、この表を見てもらって思うのは、この交付額というところが真ん

中に墨で塗ってありますね、この交付額というのはどういうような基準でこれ交付される

んですか。 
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○稲田分科会長 中久喜局長。 

○中久喜農林水産振興局長兼農林課長 交付額の算定基準ですけれども、基本的な考え方

といたしましては、この表の左側に平成３０年の面積というのがございますけれども、そ

れに田、畑、草地というぐあいに、アールが単位でございます。その田、畑に一定の基礎

額を乗じまして、それに合計したものが交付額になるということでございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 面積に対して、面積の田、畑、草地ですか、これに対する一定の基準があっ

て、その面積にその数字を掛けたものと、こういう理解なんですか。 

○稲田分科会長 中久喜局長。 

○中久喜農林水産振興局長兼農林課長 さようでございます。ただ、田、畑、草地はそれ

ぞれちょっと単価が違う面がございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 その隣にある農地維持支払交付金とか、資源向上支払交付金、長寿命化と共

同とかとその説明が書いてあって、右側に農地維持支払とか資源向上支払とか書いてあり

ますけども、施設の長寿命化とか、このものについてのものは、また別に計算がされてお

るということですか。 

○稲田分科会長 中久喜局長。 

○中久喜農林水産振興局長兼農林課長 大変申しわけございません。基礎的な４４の取り

組み以外に、先ほど２８の組織があり、また１３の組織が長寿命化の取り組みをしたとお

話しさせていただきましたが、それぞれにまた単価がございまして、それを合算した額と

いうことになります。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 そうするとね、面積プラスね、そこの農地維持支払交付金とか資源向上支払

交付金（長寿命化）、この３つの部分を含めたものが３０年の交付額と、こういうことにな

っておるでしょう、言えば。そうしないとちょっと理屈が合わんような気がするんだけど

な。面積プラスこの３つの事項の合計額が支払い交付額ということになるんじゃないです

か、違いますか。 

○稲田分科会長 中久喜局長。 

○中久喜農林水産振興局長兼農林課長 委員さんのおっしゃるとおりでございまして、農

地維持、資源向上（共同）、資源向上（長寿命化）の３つの合算しているわけです。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 ですね。そうするとね、これ申しわけないけども、赤井手農地・水保全向上

の会、これね……。 

○稲田分科会長 何番ですか。 

○遠藤委員 上から７番。 

○稲田分科会長 ７番、はい。 

○遠藤委員 資源向上支払交付金（長寿命化）合計で９０万３２３円と書いてありますね。

ところが、右側の資源向上支払（施設の長寿命化）というところを見ると、何も事業がさ

れてませんよね。 

○稲田分科会長 中久喜局長。 
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○中久喜農林水産振興局長兼農林課長 水路補修１７０メートル、水路補修をさせていた

だいています。 

○稲田分科会長 ちょっとお待ちください。差しかえがあるようです。 

○遠藤委員 文書が改ざんされておる。 

○稲田分科会長 それ改めて遠藤委員。 

○遠藤委員 改めてあるわけだな。これ色をつけたというのは、落ちておりました、間違

っておりましたという修正できょうのは配られたということか。私がもらっておるのは、

それが入ってない。あれは間違いということか、記述が。 

○中久喜農林水産振興局長兼農林課長 はい。 

○遠藤委員 そうすると、もう一つ同じように聞かせてもらうけども、中西尾、１１番ね、

これ蛍、資源向上支払交付金４６万８,９６０円、これの事業を見ると蛍の生息数調査とい

うことになっておるんですが、これはここもこういう費用がかかるということですか。 

○稲田分科会長 中久喜局長。 

○中久喜農林水産振興局長兼農林課長 さようでございます。 

○遠藤委員 どういう調査されるんですか。 

○稲田分科会長 挙手されましたので、御起立されて担当部署と役職とお名前をおっしゃ

ってから答弁をお願いいたします。 

○深田農林課農林振興担当課長補佐 農林課農林振興担当課補佐、深田と申します。 

○稲田分科会長 大きな声でお願いします。 

○深田農林課農林振興担当課長補佐 はい、済みません。中西尾活動組織の今おっしゃい

ました資源向上支払（共同活動）についてですが、蛍の生息調査ということで、中西尾活

動組織で取り組んでおられる用水路について、蛍がたくさん出る場所でありまして、毎年

子どもさんと一緒に生息数の調査を行われています。 

○稲田分科会長 もし、つけ加えてもらえれば。それが４６万でしたか、どれくらいの規

模で、例えば何人でやっているとか、どれくらいの回数やっているとか、そういったとこ

ろもわかれば説明をお願いしたいです。 

 続けてどうぞ。 

○深田農林課農林振興担当課長補佐 細かい数字というのはちょっと把握できておりま

せんが、自治会のほうで子どもさん一緒に活動されておりますので、夏のころ、８月のこ

ろに皆さんで生息数の調査で皆さん出て、夜出て活動ということで、生息数の調査をされ

ております。 

○稲田分科会長 よろしいですか。 

 遠藤委員。 

○遠藤委員 実態が見えないから、あえて具体的に事業の内容を聞こうとしているわけで

すけども、実態を把握されてないような感じですよね、見ておるとね、聞いておると。そ

れからね、６番、上新印活動組織の会、これですね、真ん中の資源向上支払（共同活動）、

農業用水の利用管理ということで４７万出てますよね。農業用水の利用管理といったら、

この団体の皆さん方に共通した活動になるんじゃないかと思うんだけども、他の団体の皆

さん方はこういうものにはやっておられないということなんでしょうか。 

 例えば、農地維持支払のところには水路とか、ああいうものも書いてありますけども、
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この関係で見ると、農業用水の利用管理というのは、どこの団体にも共通する事業活動に

入るんじゃないかと思うけど、他の団体にはこれがないんですけども、これがあえて上新

印だけあるというのはどういうことでしょう。 

○稲田分科会長 どなたが答弁されますでしょうか。 

○中久喜農林水産振興局長兼農林課長 ちょっと今、資料を持ち合わせてございませんの

で…。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 あえて初めて私もこれ目を通させてもらったんですけども、いろんな形でこ

ういう形の活動が行われるということは、今の地域社会にとって大事なことだと思います

よ。この活動そのものを否定するものではありません。だから交付金を使ってやることは

いいことです、村を残すためにね。だけど問題は、その活動が形骸化されていくと大変困

るので、公金ですからね、だから生きたやっぱり活動が具体的に展開されていく、そのた

めのチェックを誰がするのか。あなた任せですよと、報告さえしてもらえばいいですよと、

これでは僕はいささかいけないのではないのかなと、こういうふうに思いましたので、今

どうも話を聞いておるとあなた任せのようなところも見えるんで、しっかりと活動をチェ

ックしていただいて、よりこのまちの活性化になるように努めてもらいたい、このことを

要望しておきます。 

○稲田分科会長 では、次に移ります。１０９ページ、事業番号２１８番、薬用作物等試

験研究支援事業について。 

 前原委員。 

○前原委員 端的に、この事業に関しては、新たな弓浜地域での作物を探るという意味の

パイロット的な事業だったと思っておりますので、正直言うと失敗だったと思います。た

だ、栽培歴ができたのがよかったなと思うんですけども、これはもうしようがないことな

ので、どんどんどんどんいろんなことに挑戦することはいいことだと。ただ、一つだけこ

のページの、１０９ページのこの事業の３番の中で、職員によって残った株を管理すると

いうのがあるんですけども、これはちょっと職員の負担が大きくてとても、せっかくでき

た麻黄の株を職員が管理するというのはちょっとおかしいと思うので、鳥大のほうに寄贈

されたほうがいいんではないかなと、研究機関のほうに寄贈されたほうがいいなと思いま

すので、このことだけちょっと考え方を確認したいと思います。 

○稲田分科会長 中久喜局長。 

○中久喜農林水産振興局長兼農林課長 前原委員さんがおっしゃられましたとおり、現在

ですけれども、農林課の職員が定期的に除草する程度の維持管理をしながら、弓浜地区の

農業者に委託栽培を依頼してきたんですけれども、引き受ける農業者がいないという状況

でございます。今後、鳥取大学が栽培の研究の継続なり必要ということがあれば、苗を引

き渡したいと思っております。引き渡した後、栽培実績が確認され、苗の量産等が可能に

なった暁には、弓浜半島での栽培について再度考えてみたいというぐあいに思っておりま

す。 

○稲田分科会長 前原委員。 

○前原委員 特にこれは薬価の問題があって、とても栽培してもうかるような今、状況で

はないというような話だと思います。多分１反、１０アールやっても数万円にしかならな
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いと思いますので、この作物はちょっと続けてというのは、今の段階では厳しいのかなと

思います。 

 あと、ちょっと先ほどの中の遠藤委員の質問がありました多面的機能の支払いというこ

となんですけども、これは国の政策で、私も農協時代、担当していたので、当時集落営農

という考え方があって、集落のみんなで水路を守っていこう、水田の多機能性というのを

確認していこうということで、水路を守ったり、田んぼを守ったりという形で環境を守る

ということで、たしか報告を国のほうに毎年出されて、それで認可されて補助金が入って

くるということなので、形骸化ということはちょっとないんじゃないかなと思うんですけ

ども、その辺は多分、普及所も含めてきちんと管理されていると思います。これは私の勝

手な考えです。 

○稲田分科会長 では、次に進んでよろしいでしょうか。 

 １２７ページ、事業番号２５３番、６次産業化推進事業について。 

 又野委員。 

○又野委員 ３０年度が１件で１,４００万ということで、結構な金額が出ていると思い

まして、ちょっと実際、どんな中身だったのか教えていただければと思います。 

○稲田分科会長 中久喜局長。 

○中久喜農林水産振興局長兼農林課長 農業法人さんが自社で生産したカンショの貯蔵

施設を建設した。これが１,４００万円の費用がかかったということでございます。貯蔵施

設を建設してどのようにするかということでございますけれども、廃棄の対象となる規格

外の農産物を活用しまして、ペースト加工によりまして高付加価値化の取り組みを行い、

収益向上を目指すとともに、カンショの生産、加工事業を通しての遊休農地の解消、ユニ

バーサル就労の促進を目的とするというものでございます。 

○又野委員 ありがとうございます。 

○稲田分科会長 よろしいですか。 

○又野委員 はい。 

○稲田分科会長 では、次に移ります。１１４ページ、事業番号２２８番、地籍調査事業

（農林課）について。 

 前原委員。 

○前原委員 この地籍調査の進捗率というのは、どのぐらいになっておりますでしょうか。 

○稲田分科会長 景山地籍調査課長。 

○景山地籍調査課長 平成３１年３月末時点ということでございますけれども、米子市全

体の進捗率で３６.４％ということになってございます。 

○稲田分科会長 前原委員。 

○前原委員 これすごく地域差があって、今、全国平均が３０年度で５２％だったと思い

ます。多分、米子市はおくれているということなんですけども、これもなかなか地権者と

か相続関係の方の確認もとらなければいけないということで、すごく非常に難しい。ここ

でもなかなか上げられないような状況なんですけども、人員が実際足りているのかどうか、

この人員体制はどうなっているのか、ちょっと伺いたいなと思います。 

○稲田分科会長 景山課長。 

○景山地籍調査課長 地籍調査事業につきましては、平成３０年度までは旧米子の分につ
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きましては農林課、こちらのほうの説明書にも書いてございますけども、農林課のほうの

事業としてやっておりました。あと、淀江地区のほうもやっておりますけども、これは平

成３０年度につきましては淀江振興課のほうでやっておりました。米子の農林課の時代で

すけれども、やはり数人の地籍調査に携わる職員はおったわけですけれども、地籍調査専

門でそれだけを事務分担しておったわけではございませんで、例えば樋門のほうのかけ持

ちでやっておったりとか、そういったこともございまして、今それが平成３１年、今は令

和元年度ですけれども、淀江支所を事務室といたしまして、新たに地籍調査課としまして、

旧農林課で担っておった分、それと旧淀江支所下で担っておった地籍調査を一本にしまし

て、今、課長以下、係員が４人、全部で５名の体制ということでやっております。 

○稲田分科会長 前原委員。 

○前原委員 測量部分は外注で、土地家屋調査士等で手伝って外注に出されていると思う

んですけども、この５名ですか、５名でやっていくということで、人員的にこれが適切な

のかどうかというのはちょっとよくわからなくて、よく言われるのは、地籍調査って大体

もしかしたらこのままいくと１００年ぐらいかかっちゃうというふうに言われているんで

すね。世紀がかわっても終わらないんじゃないかという話もあるぐらいなんですけども、

その辺の人員体制というのは適切なのかどうかというのは、ちょっと私もよくわからない

んで、副市長はどういうふうに考えられるんですか。 

○稲田分科会長 伊澤副市長。 

○伊澤副市長 今、担当課長のほうから説明いたしましたが、かねて課題でありましたけ

ど、ようやく体制を一元化して単独の課という体制にいたしました。５名という体制が十

分かどうかというのは、これは検証する必要があると思いますし、きっと十分でないとい

う面があるんだろうと思います。一方で、民間の事業者を活用するということも、これも

しっかりやっていきたいというふうに思っていまして、その辺で進捗を上げたいというの

が今の思いでありますが、とりあえず今年度は単独の課で、新しい体制で船出したという

ところでありまして、その様子を見ながら必要に応じて体制は強化してまいりたいと、こ

のように思っております。以上です。 

○稲田分科会長 前原委員。 

○前原委員 わかりました。 

○稲田分科会長 よろしいですか。 

以上で経済部所管部分の審査を終了いたします。 

 予算決算委員会、都市経済分科会を暫時休憩いたします。 

 執行部は入れかえをお願いします。 

午後５時１１分 休憩 

午後５時２４分 再開 

○稲田分科会長 では、始めます。 

 予算決算委員会都市経済分科会を再開いたします。 

 議案第８３号、平成３０年度米子市下水道事業会計の決算認定について、議案第８４号、

平成３０年度米子市下水道事業会計剰余金の処分についてを議題といたします。 

 発言通告書３ページをごらんください。説明書１１２ページ、事業番号２２３番、下水

道事業会計繰出金（農業集落排水事業）について。 
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 戸田委員。 

○戸田委員 下水道の事業会計特別繰出金ということで、資本費分が約２億８,０００万

なんですが、単純な話ですけど、これ一般財源ですよね。 

○稲田分科会長 藤岡下水道企画課長。 

○藤岡下水道企画課長 一般会計からの繰出金の財源でございますが、いわゆる一般財源

とはなっておりますが、地方公営企業法の繰り出し基準に従って企業会計に対して一般会

計から繰り出した場合は、その一部につきまして、いわゆる普通交付税ですけれど、財政

措置が国からなされる費目となっております。ただ、普通交付税も一般財源ですので、一

般財源ですかというお問い合わせに対しては、一般財源でございますという御答弁になり

ます。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 私が言った一般財源の、生の一般財源が出ておるのか、国県からそういう、

国の交付税措置があるのかどうかということを伺っておるんです。国の交付税措置が２億

８,０００万のうち幾らぐらいが交付税措置がされておるのかということの区分。 

○稲田分科会長 藤岡課長。 

○藤岡下水道企画課長 平成３０年度の普通交付税の基準財政需要額の一覧表を、申しわ

けありませんが手持ちで持っておりません。一般的にはですけれど、繰り出した金額の大

体７割ぐらいが措置されるものと伺っておりますので、これが公共下水道事業、それから

農業集落排水事業、合わせて普通交付税の基準財政需要額の中では、両方合わせて下水道

事業として算出をしていただいております。ですので、２０億の繰り出しがありますと、

２０億に満たないものが普通交付税の基準財政需要額としての措置はあるものと考えてお

ります。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 なぜそれを聞いたかいうと、一般財源からずっと繰り出しておられるんです

よということで皆さんが考えておられるので、私は聞いておったんですけど、交付税措置

があって７０％ぐらいだろうなということを思っておるんですが、財政課にそれ確認した

んだけど、それでね、これいつも初歩的な議論なんですけど、何でその繰出金、例えばこ

の公営企業の経費というのは普通、収入から賄っていくというのが本来のあり方ではない

かなと思うんですが、繰り出さないけんという理由は何ですか。 

○稲田分科会長 藤岡課長。 

○藤岡下水道企画課長 地方公営企業の場合ですけれど、いわゆる繰出金の基本的な考え

方というお尋ねだと思います。繰出金の基本的な考え方ですが、地方公営企業がその経営

に要する経費は、経営に伴う収入、いわゆる使用料をもって充てる独立採算制、これが原

則でございます。ただ、経費の性質上、公営企業に負担させることが適当ではない経費、

下水道でありますと雨水の処理などがこれに該当いたします。それから、公営企業の性質

上、企業に負担させることが客観的に困難であると認められる経費、災害の経費などが該

当いたしますが、これなどにつきましては一般会計等が負担すべきものというのが地方財

政法、それから地方公営企業法で定められた経費でございます。実際の運用につきまして

は、先ほど申し上げました繰り出し基準をもとに算定をされておりまして、これが公営企

業法、３０年度から地方公営企業法を適用しておりますけれど、適用前、適用後において、
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この繰り出し基準の基本的な考え方は変わるものではございません。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 今の端的に聞けば、今の農業集落の下水の利用の収入は幾らぐらい年間ある

んですか。 

○稲田分科会長 藤岡課長。 

○藤岡下水道企画課長 消費税抜きの計算でございますが、平成３０年度の農業集落排水

分としましては１億７,６００万円でございます。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 利用料収入が１億７,０００万あって、支出は幾らぐらいなんですか。 

○稲田分科会長 藤岡課長。 

○藤岡下水道企画課長 申しわけありません。３０年度から下水道事業会計として全体一

本をうたっておりまして、かつ営業収益、資本収益ということで、金額の計算が今までの

特別会計と変わっております。それで、事業費全体としましては営業費用、営業外費用合

わせまして、これは大体特別会計と同じぐらいの考え方になりますけれど、これが全体で

５６億です。申しわけありません、すぐにセグメントのきちんとした金額というのが出て

こないんですが、全体で営業収益、営業費用としましては、このうち農業集落排水分は５

億５,６００万ということになります、営業費用ベースですけれど。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 営業費用が５億５,０００万で、今の収入が１億７,０００万、約１億８,０

００万弱、３億７,０００万ぐらいが、それがマイナスが生じておるということなんですが、

逆に言えば農業集落排水事業の利用料金も２回だけ負担上げてきたのかな。料金改定を２

回やって、それで利用料収入も上げて修繕費用やランニング経費に充てていくということ

の説明で私たちも理解したんだけど、端的に今、私そのあなたたちみたいに見ておるんだ

けど、なかなか見えにくい。もう一つ、この繰出金が漫然化しておるような形に私は見え

てかなわんだけど、これは法定的にどうしても出さないけん、そういう基準がさっきあっ

たような地方公営企業法に基づいての基準でどうしてもこれは繰り出さないけん額、その

辺のとこをちょっと伺います。 

○稲田分科会長 藤岡課長。 

○藤岡下水道企画課長 一般会計からの繰出金は税で賄うものでございますので基本的

には、当然のことながら、先ほどのお話にありましたように、交付税の措置もございます。

幾らを繰り出すかということにつきましては、これは繰り出し基準というのがございまし

て、これは先ほど来の総務省の通知ですけれど、一般会計から繰り出した場合は交付税の

措置があるというものはございます。ただ、社会情勢全体ですとか、事業の持続性を考え

たときに、税でいわゆる繰出金で見るか、あるいは使用料で見るか、収入全体の話になり

ますので、公共料金としての下水道使用料のあり方、それから社会的な基礎的なインフラ

として下水道整備をどう考えるかということで、繰出金のあり方も決まるものと思ってお

りますので、全体の状況を見ながら、各市町村での判断によるものと考えております。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 だから今のランニング経費５億５,０００万で、利用料収入が１億８,０００

万弱で、繰出金等で調整を図って、繰り出し基準も繰り出しの内容についても、２８年度、
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２９年、３０年度で、２９年度３億４,０００万で、３０年度は２億８,０００万、６,００

０万ぐらい、６,５００万の差があるんだね。その辺のところを平準化をしてずっと来てお

るのは私はわかるんだけど、これだけ変動があって、当局の裁量によってその繰出金が決

まってきておるのか、ある程度基準があって、それに基づいてきちっと繰り出しを出して

きておるのかということが見えにくいって私言っておるんですよ。何に基づいてそういう

変動が出てきておるのか。今あなたがおっしゃったように社会情勢に応じてなのかという

ことも要因なのかもしれんけれど、そこのところをちょっと伺ってみます。 

○稲田分科会長 藤岡課長。 

○藤岡下水道企画課長 農業集落排水への繰出金でございますが、平成２９年度以前は御

承知のように特別会計でございました。農業集落排水事業には接続義務が適用されており

ませんし、事業規模が小さいことから、事業の性格上、独立採算が非常に困難な事業でご

ざいます。このため特別会計の時点におきましては、人件費相当額、それから公共下水道

と同水準の使用料を充ててもなお生じる収入不足額について、一般会計から補填を実施し

ていたという経過がございます。 

 そして、平成３０年度から法適用になりましたが、３０年度からは公共下水道事業と農

業集落排水事業、２つを一つの会計で下水道事業会計としております。それが平成３０年

度の法適用を行いましたときに、生活排水の集合処理事業全体で持続可能な経営を行うの

が適当であるという観点から、２つを統合しております。この結果、平成３０年度は下水

道事業全体での決算の利益剰余金が生じておりますので、いわゆるセグメント別で見ます

と、農業集落排水事業の赤字補填繰り出しという特別会計のときに行っていたような繰り

出しというのは３０年度は行っていないというのが実態でございます。ですので、法適用

後、法適用前で繰り出し基準の考え方自体は変わるものではありませんが、事業全体で考

えていくという手法を法適用後はとっております。 

 それから、農業集落排水事業の施設は公共下水道に比べて新しいものが多い状況がござ

いますが、それでも平成６年から始まっておりますものが２５年をそろそろ迎えますので、

こちらも順次、今後の施設の更新、改築も考えていく必要があります。ここでも公共と農

集を一つの会計にすることで、全体のあり方を考えることも可能であるということから一

緒にしておりますので、セグメントの計算は当然それぞれの会計の状況として出していく

ものとは考えておりますが、今後は下水道事業全体で考えていくというのが経営の考え方

の基本になっているということでございます。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 私は、当局が下水道事業のあり方検討会の中で、農業集落排水と公共下水と

一本化をしたということで、だけど私は逆に見えにくいと思っておるんですね。農業集落

排水はこれから投機的経費が出てこない。公共下水は投機的経費が出てくる。そこら辺の

ところで、今の農業集落は今ある部分を維持管理していく、それであと今のアウトソーシ

ングじゃないけど、いわゆる維持管理をして小修繕、大規模修繕をどうしていくかという

ことなんだけど、公共下水道は御存じのとおり管路を敷設していき合併浄化槽に切りかえ

てきたんで、投資的経費が出てこない。そこの中でなぜ一本化したかなと私は見えにくい

部分が逆にあるんだけど、逆に単体決算したほうが逆に本当に農業集落排水についてどれ

だけ収支バランスが崩れておるかどうなのか、その辺のところでさっきおっしゃったよう
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に、平成２９年度赤字補填をした。平成３０年度は赤字補填をされなかったのかどうか、

そのことを確認をしておきたいんだけど、そこのところが見えにくい部分がある。今の資

本的収支部分は、これは人件費が主なものですか。この２つだけ、今の赤字補填をされな

かったのか、平成３０年度は。それと資本的収支部分というのは主なものが人件費なのか、

どの使途分野に使途されておるのか、そのところをちょっと伺っておきたいと思います。 

○稲田分科会長 藤岡課長。 

○藤岡下水道企画課長 まず、平成３０年度ですけれど、下水道事業会計全体では黒字で

ございましたので、農業集落排水分としての赤字補填繰り出しは、実はしておりません。 

 それから、人件費についての御質問でありますけれど、資本費というものでございます

が、資本費に人件費は入りません。公費適用のときの資本費は、いわゆる企業債起債の元

利償還金をもって資本費としておりましたが、公費適用から法適用に変わりますと、資本

費の考え方が変わりまして、減価償却費と利子になります。ですので、算定の基本的な考

え方が変わるものではないけれど、資本費そのものの算定方法は変わった。そして資本費

に人件費は入っていないということになります。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 私の理解では、今の資本費部分と減価償却費と起債償還費が含まれておると

いうことで私は理解しておったんだけど、それはいつから変わられたんですか。資本費部

分だから人件費も入ってないと、これは従来どおりそうなんですか。 

○稲田分科会長 藤岡課長。 

○藤岡下水道企画課長 資本費は、もともとの公費適用のときは、起債の元金と利子の償

還金でしたので、公費適用のときも人件費は入っておりませんでした。それから、これが

減価償却費に変わったのは平成３０年度の、この地方公営企業法の財務規定を適用したと、

つまり今回の決算から計算方法が変わったということでございます。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 そうすると、もとに返りますけど、農業集落排水の単体決算については、赤

字が出ているのか赤字が出てないのか、それをお答えください。 

○稲田分科会長 藤岡課長。 

○藤岡下水道企画課長 農業集落排水事業単体だけでセグメントで見ますと、もともとが

独立採算が困難な事業でございますので、こちらについてはいわゆる赤字が出ていること

になります。総務省のほうに出しております決算統計というのがあるんですけれど、これ

は下水道事業ではなくてセグメント別で算定をそれぞれしていくものになります。今後の

下水道事業全体のあり方、あるいはそれぞれのセグメントについて、施設の老朽化も進ん

でいきますので、これからといいますか、現在、初の公営企業決算の財務諸表の分析をし

ておりまして、１０月の委員会でお示しできればと思うんですけれど、法適後の経営戦略

を改めてお示ししたいと考えております。そのときにセグメント、お尋ねの農業集落とし

てはどうなのか、公共としてはどうなのか、そして全体としてはどうなのかというあたり

をいろいろ国費の内示の状況も不透明なところがあるのですけれど、一定の基準のもとに

今後の計画、経営計画を現在立てている最中ですので、また改めて委員会で御報告させて

いただきたいと考えております。 

○稲田分科会長 戸田委員。 
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○戸田委員 聞いたことだけに答えて。要は単体決算で赤字が出ているんですか、どれだ

け出たんですか。私が最後に聞きたいのは、例えば年間６,０００万ずつ出てきておるので

あれば、たまたま公共下水道事業のほうで黒字が出たから、それを赤字補填したというこ

とで、公共下水道特別会計の中では泳がれておったんだけど、公共下水道のほうも赤字が

出たときには、両方赤字が出たときには赤字補填の策はどう考えていますかということを

最後に私は聞きたかったんです。だから農業集落排水の単体決算は、いつからずっと赤字

で、どれぐらい出ておられるんですかということを伺っておるんです。 

○稲田分科会長 藤岡課長。 

○藤岡下水道企画課長 ３０年度の単体の決算というのを、済みませんが手元にございま

せんが、平成２４年から後のいわゆる基準外繰り出しとしては、人件費部分も含めまして

１億程度、１億前後の赤字として特別会計のころからは基準外繰り出しをいただいており

ました。つまりこの１億が赤字であったということになります。法適用のセグメント別の

いわゆる赤字というものを、申しわけありません、今、私のほうで手持ちで持っておりま

せん。 

 それから、最後のお尋ねの全体で赤が出た場合はどうするのかというお尋ねでございま

すけれど、こちらにつきましては収支今後厳しくなることは確実にやってくると思います

ので、まずは経営努力をいたしますが、その結果として収支の不足が出てきた場合は、収

入の増としまして、増のための方策、使用料のあり方、それから繰出金、これは税になり

ますけれど、これらをどうバランスをとっていくかということは、また検討をしていかな

ければならないことになると考えております。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 私が申し上げたいのは、必ずやっていかないけん事業ですので、ただ、起債

償還のピーク時もう聞きませんけれども、起債償還のピーク時も出てくるんでしょう。そ

れでこれから大規模修繕も見込まれるし、今の平準化を図っておる事業の中で、これから

繰出金を今３億弱出しておるんですけど、だけどまたこれから両方の事業が赤字になった

ときに、じゃあこれからどうするんだということも、これから下水道あり方検討会で協議

されるんでしょうけども、そういうことが見えてくるんだろうと。だから合算したときに

はなかなか見えにくい部分もある。合算したらいいことも出てくるんでしょうけども、だ

けどそこのところの見える化を図るに当たっては、やはり十分にそこのところを皆さんが

共有しとかないけんじゃないかなということを、私はそう思うんですよ。 

 職員さんも、そういうことで一般財源から出ておるんですよということを十分理解して

おらないと、どうせ赤字が出ても、どうせ公共のもんだから当然補填してもらえばいいが

なということの意識もあるかもしれません。ただ、だけどそこを私は集落排水で公共下水

道並みに料金改定をして、２回上げたんかな。したんだけど、ただ私はそこでまた言った

んです、会議で。まだまだこれでは収支バランスが崩れてますよ、市民の皆さん方には理

解していただかにゃいけん場面が、私は今後想定されますよということを言ったんですけ

ど、そういうところも繰出金も出ておる中、そういう中で将来的なベースというのかな、

そういうようなものも十分に検証されて、今後のあり方の中で本当にどうなのかというこ

とを私は分析、詳細にしておくべきだと私は思います。副市長さん、それはどうですか。 

○稲田分科会長 伊澤副市長。 
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○伊澤副市長 今、委員さんおっしゃったとおり、全く同感であります。法適用に伴って

会計を一つにしたということも一つきっかけとしてはあるんですけど、ある意味、漫然と

という言葉は使いたくありませんが、その補填して当然だということではないよというこ

とにするために、従来行ってきた集落排水に対する基準外の繰り入れというのをやめまし

た。もちろんそれぞれの公共、それから集排の特性の違いがありますので、全部が全部ど

んぶり勘定ができないというのは、そのとおりだと思いますけど、ただ、一般財源もこれ

皆さんの税金ですので、極端なことを言うと下水の恩恵を受けてない人たちも含めた税金

を投入しておるわけですので、例の弓浜地区の合併浄化槽のことの話もありますけど、そ

ういったようなものを全体的に視野に入れながら、負担の公平性といったこと、そして財

源の公正性といいましょうか、そういったことを追い求めていきたいと、このように考え

ております。 

○戸田委員 終わります。要望です。 

○稲田分科会長 じゃ、次に進みます。１５７ページ、事業番号３１３番、下水道事業会

計繰出金（公共下水道事業）。 

 伊藤委員。 

○伊藤委員 私も少々、今、戸田委員と重なる部分があるんですけれども、やっぱりこの

公共下水道の一般財源からの繰り出しの２０億円と、その財政を図っていると考えており

ます。そこで未接続戸数というところの営業をもっともっとしてもらいたいなと思ってお

りますが、その未接続戸数の把握と、その理由についてお尋ねしたいと思います。 

○稲田分科会長 村上下水道営業課普及担当課長補佐。 

○村上下水道営業課普及担当課長補佐 新規供用開始分についてはですが、新規供用開始

時に現地確認を行います。対象家屋を把握し、さらに排水設備、水洗便所計画確認申請書

の確認もあわせて行い……。 

○伊藤委員 戸数とその理由で結構ですので。 

○村上下水道営業課普及担当課長補佐 戸数。 

○伊藤委員 はい。 

○村上下水道営業課普及担当課長補佐 戸数は、平成３０年度、ですから、３０年度末、

３月末で３,５４７件未接続です。で、理由につきましては、経済的な理由、それから借地

借家関係における理由、家屋の老朽化などです。その他１５項目ぐらいありますが、主な

理由は今上げた３つです。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 この３,５４７は、水洗ではないというところの未接続ですか。それは合併

浄化槽とかも入っているんですか、くみ取り式だけですか。 

○稲田分科会長 村上課長補佐。 

○村上下水道営業課普及担当課長補佐 この分につきましては、今申し上げたのは、公共

下水道の未接続の戸数ということです。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 それはわかっておりまして、もともとその中には合併浄化槽が入っていて、

だから水洗化はできていてなのか、それとも全部くみ取り式なのかということです。 

○稲田分科会長 遠藤下水道営業課長。 
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○遠藤下水道営業課長 今の質問ですが、公共下水道が整備されているエリアで、要は公

共下水道に接続可能な建物の中で公共下水道に接続をしていない戸数というのが、先ほど

言いました約３,５００ですので、合併処理浄化槽ですとか、そういったものを含めた数で

ございます。 

○伊藤委員 含めた数ですね、わかりました。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 それで、この下水道法で３年以内にはその計画、公共下水道がつながったら

３年以内にはつなぐというふうなところがございますよね。だからそのきっかけについて、

さらにお尋ねしたいところですけれど。 

○稲田分科会長 遠藤課長。 

○遠藤下水道営業課長 未接続の建物についての働きかけでございますが、大体約１割の

建物が接続可能であるにもかかわらず未接続であるという状況でございます。これが先ほ

ど言いました３,５４７件というものでございますが、これは各家庭に戸別訪問でお訪ねを

して接続依頼もしておりますが、この約１割の未接続の中には、年間の上水道の使用水量

が５,０００立米を超えるような大口の使用者という方も少なからず入っておりますので、

特にそういったところにつきまして、個々の状況をきちんと把握をして接続へのアプロー

チを強化するということで取り組んでいきたいというふうに考えております。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 ２名体制で営業していらっしゃるということですけれども、私は本当にこの

理由で、寄り添った相談をしながらとか、きめ細やかな対応をしながら接続に向けている

のかなと思いますと、ちょっと不十分ではないかなと思っております。なので経済的な理

由というふうにございますが、今、融資もございますし、金利も無利子というふうに聞い

ておりますので、やっぱり市民の中でも不公平だなと思っていらっしゃる方がいらっしゃ

ると思いますし、また繰り出しの軽減にもなりますし、収支のバランスもこれからどんど

ん収支のバランスが崩れていくというようなこともありますので、ここはもうきちっと不

断の努力をして、最大限やっていくというようなところでお願いしたいなと思っておりま

す。そこは不十分ではないかという指摘をさせていただきます。 

 そしてまた、一つ私の知っている人の中ではこういう方がいらっしゃるんですね。子ど

もや若い人がいればつなぐんだけれども、高齢の老夫婦２人、ひとりなので、つなぐ必要

がないと。つなぐ経済的な理由もあってつながないというような方もいらっしゃるんです

けれども、でもやっぱり一方では高齢化するとなかなか和式のトイレが使いづらいだとか、

そういう方もいらっしゃるので、介護保険とかも使えるというふうになっております。限

度が２０万円までで、９割保険のほうからの負担なので、そうしたら２万円というような

ことも聞いておりますので、そういうところの制度にもやっぱり活用してやっていくとい

うようなことが必要ではないかと、そこで伝えておきます。 

 もう一つは、未接続の大型店舗や企業への働きかけ、きっかけについてどのようにして

いるのかお尋ねしたいと思います。 

○稲田分科会長 遠藤課長。 

○遠藤下水道営業課長 大型店舗、要は大口の使用者で未接続の方というものについては、

個別の事情がそれぞれございます。やみくもに接続の依頼をしても、じゃあすぐにわかっ
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た、つなぐということにはなりませんが、個別の事情をきちんと把握をいたしまして、切

りかえいただけるタイミングを逃さずに普及をできるような取り組みを強化をしていきた

いというふうに考えております。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 私は、ここはもうやっていくべきことだと思うんですね。市の全体の中でも

大型店舗や企業に働きかけというのは、やっぱり市の中で不公平というようなこともあり

ますので、課長が言われたようにタイミングがあるはずなんですね。私は、平成３０年度

においては、先ほど申しました金利も低くて消費税増税前ということで、やっぱりもっと

働きかけができたんではないかなと思うんですね。私が知っている限りでは、１０年近く

ずっとそのままになっているというようなところもたくさんあると思います。ちなみに、

名前とかは上げられないかもしれないですけれども、この未接続の大型店舗や企業という

ところのくくりで、大体何件ぐらいあるというように把握しておられますか。 

○稲田分科会長 遠藤課長。 

○遠藤下水道営業課長 年間の上水道の使用水量が５,０００立米以上の、いわゆる大口

使用者で下水道の供用開始のエリアでありながら公共につないでないという建物につきま

しては、１１件ございます。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 そこのところは、やっぱり私は２名のこの営業担当だけではね、なかなか難

しい面があると思います。しかし、しかもまた長年のことですので、今、合併浄化槽が老

朽化をした、そのタイミングというようなときもありますので、ぜひここは部長や市長、

副市長のトップセールスをね、やっぱりあらゆる機会を使ってやっていただきたいなと思

っております。そのことについては副市長から御答弁いただけないかなと思います。 

○稲田分科会長 伊澤副市長。 

○伊澤副市長 委員御指摘のとおりでありまして、この１１件という数字も私聞きました

けど、個別にどこなのかということも聞いて、しっかり働きかけを、ただ、先ほど担当課

長が言ったとおりタイミング、いずれも今、処理はしておられますので、切りかえるタイ

ミングがあると思いますので、そこら辺の事情に応じて私も動きたいと思います。以上で

す。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 最後にいたしますが、やっぱり私もそのとおりだと思うんですね。これずっ

とそのままになっていてなかなか改善ができないのは、やっぱりトップセールスが必要じ

ゃないかなと思っております。一般財源からの繰り出し２０億というのはやっぱり財政負

担になっておりますし、また、未接続の取り組みは、個々の未接続理由に対してきめ細や

かな対応をして最大限の努力をしているというふうに言いがたいと思っております。今、

１１件となりました大型店舗や企業、マンションなんかもあるというふうに私は何か聞い

ておりますけれども、タイミングを捉えて、場合によってはやっぱり部長、市長のトップ

セールスも必要となりますので、そこのところを接続化を図る上で最大限の努力をして取

り組まれたいというふうに指摘をしておきます。以上です。 

○稲田分科会長 矢木部長。 

○矢木下水道部長 先ほどから伊藤委員のほうから貴重な指摘をいただき、委員言われる
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とおりでありまして、これまでは未接続に対しましては、通り一遍という言い方はちょっ

と適当ではないかもしれないですけども、一応そういった接続勧奨といいますか、お願い

はしておったんですけども、今言われるようにやはり使用水量の多い大口のところについ

ては、やはりちょっと内容なり状況なりをいま一度整理をして、通常のやり方とは別とい

うか、先ほど言われましたようにトップセールスということもあるでしょうし、そのあた

りについてはしっかりと考えて今後取り組んでいきたいというふうに思っております。 

○稲田分科会長 伊藤委員。 

○伊藤委員 ありがとうございます。補足なんですけれども、今、水洗化概成１０年とい

うことで取り組まれていますよね。合併浄化槽９割補助となったのは、私も水洗化推進に

向かってとてもいいことだと思うんですけど、その後もね、やっぱり同様なことが発生す

るんじゃないかなと思っています。公共下水道がつながったときに、じゃあ市民の側から

言ったら二重投資のように、なかなかつないでもらえないというようなことや、また市の

ほうは、これは一生懸命取り組んでいくように進めていくということで、なかなかその意

味合いでやっぱりうまくいかないで、また収支のバランスが崩れていくというようなこと

も私は何かすごく懸念しているところなので、そこら辺のことも十分整理をして、どのよ

うに対応していけばいいかとか、初めからそれをきちっと理解していただいて見込むとい

うようなことを最後にお願いしたいと思います。以上です。 

○稲田分科会長 遠藤課長。 

○遠藤下水道営業課長 伊藤委員が言われました合併処理浄化槽の９割補助、補助金を使

って合併浄化槽を設置された方が、後に公共下水道供用開始が始まったときの切りかえが

なかなか進まないんじゃないかという御指摘ですけど、今回補助金を交付しています条件

としまして、後に公共下水道の供用開始が始まったら切りかえるというのを条件につけて

誓約書をとって、その条件のもとで補助金を交付するというようなやり方をやって対応し

ておるというところでございます。 

○稲田分科会長 よろしいですか。 

 では、次に進みます。決算審査意見書４１ページ、年間総有収水量前年比４万７,７１５

立方メートルの減少について。 

 遠藤委員。 

○遠藤委員 今、委員長に提案してもらった内容なんですけど、監査報告を読んでいると、

年間総有収水量と汚水処理水量というところの中で、年間の総有収水量が整備の進捗に伴

う処理区域の拡大とともに水洗化の普及促進を行ったものの前年度に比べて４万７,７１

５立方メートルのいわゆる０.４％減少したと、こういう指摘がされているんですけども、

この減少した理由をどのように分析をされているのかというのが、まず伺いたいと思いま

す。 

○稲田分科会長 遠藤課長。 

○遠藤下水道営業課長 年間の総有収水量につきましては、増加の要因と減少の要因、そ

れぞれございます。そういった中で整備面積の拡大等によりましての水洗化人口の増加で

すとか、下水道へ接続された建物の増加、そういった増加の要因というものはあったもの

の、節水意識の高まりですとか、節水型の機器の普及、そういったことで１件当たりの使

用水量、これが減少いたしました。その結果、総有収水量が減少したというふうに考えて
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おります。とりわけ平成３０年度におきましては、日帰り温泉入浴施設での水の再利用を

始められたですとか、総合病院等で給排水式の更新をされたなど、大口の使用者の節水対

策、そういったことによりまして前年度から使用水量を大きく減らされた事業所がありま

して、そういったものが総有収水量の減少の要因の一つになっていると、このように考え

ております。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 あれですか、今後の推移ということを想定してお聞きしますけども、同じよ

うなことが今後とも引き続いて起こっていくということになるんですか。どっか歯どめの

かかる方法があるということになるんですか。 

○稲田分科会長 遠藤課長。 

○遠藤下水道営業課長 この節水意識の高まりですとか、企業のほうでの節水対策、そう

いったものにつきましては、今後も引き続き続いていくというふうに考えております。一

方で、一つ例にいたしますと、平成３０年度に供用開始しましたエリアにおきまして、年

間で大体３万５,０００立米ぐらいの使用されるような大口の使用者が下水道へ接続をさ

れるというようなプラスの要因もございますので、引き続き、今、計画的、効果的な面整

備を実施すること、そして先ほどの話もいたしましたが、特に大口使用者の方での未接続、

これの対応をしっかりとやっていくというようなことで、有収水量の確保につなげていき

たいというふうに考えております。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 一般家庭で１日の使用水量というようなものを計算されていらっしゃいま

すか。 

○稲田分科会長 遠藤課長。 

○遠藤下水道営業課長 一般家庭でということではございませんが、年間で１件当たりど

のくらい使っておられるかという数字は持っております。 

○遠藤委員 どのぐらいですか。 

○遠藤下水道営業課長 ３７４.７立米でございます。これはただ、家庭も事業所も含ん

だもの、合わせたものでございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 これは前年度と比較してどのぐらいの差がついているんですか。 

○稲田分科会長 遠藤課長。 

○遠藤下水道営業課長 前年度と比較しまして１０.６立米の減少と、１件当たり１０.６

立米減少しているというものでございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 これの下水道料金に与える影響というのは、どのぐらいの額なんですか。 

○稲田分科会長 遠藤課長。 

○遠藤下水道営業課長 下水道の使用料金につきましては、従量制というものを用いてま

すので、何立米減ったので幾ら影響が出るというものははっきりとは出ないんですけど、

例えば大口の使用者の例でいいますと、日帰り入浴の温泉施設の節水対策等で、これはち

ょっと大口の数値しか持ってなくて申しわけないですが、大体前年度と比べて１９０万ぐ

らい減額になった、あるいは総合病院の節水対策におきまして前年度と比べまして２６３
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万４,０００円減額になるというような数値の影響が出ております。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 監査報告の４２ページに予算決算対比表の分がありますよね。それで収益的

収入、支出という欄があって、それを見ると下水道使用料が５,４３５万円減額になってい

ますよね、予算額に対してですけれども。これはあれなんですか、今おっしゃった、その

ものの姿が全て反映されているということではないと。あくまで予算に対する決算であっ

て、使用料の大きな増減による影響ではないということになるんですか。 

○稲田分科会長 遠藤課長。 

○遠藤下水道営業課長 予算に対して決算額の減少になった理由の大きな要因として、有

収水量が減少したというものがございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 これは数字的には出ますか、そういうものが。 

○稲田分科会長 遠藤課長。 

○遠藤下水道営業課長 有収水量が減少したことによって幾ら金額が……。 

○遠藤委員 減ったかということ。 

○遠藤下水道営業課長 申しわけございません、これは持っておりません。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 それから、もうこの点に関しては。 

○稲田分科会長 次、進みますか。 

○遠藤委員 もう一つ聞いとかにゃいけんな。この事務報告書を見てもそうなんだけども、

どうも一つだけわからんのは、新規に管渠を埋設しますよね、各年度ごとにね。いわゆる

投資ですね。そのものの面的整備という面積というものは当然出てきますよね。そして水

洗化人口、水洗化率というものもそういう形ではじき出すことはできておるんですか。一

般的な形で水洗化戸数率とか整備面積率が出ていますけども、今言った年度に投資した金

額に応じた面積に応じて水洗化率がどうなったかと、水洗化人口がどうなったかいうのは、

これは出ていますか。 

○稲田分科会長 藤岡課長。 

○藤岡下水道企画課長 お手元、先ほど見ていただいております監査の意見書の４０ペー

ジをごらんください。４０ページに公共下水道と農業集落排水それぞれの３０年度、２９

年度、２カ年並べておりますが、水洗化人口、水洗化率、それぞれの固まりの下から２つ

ですけれど、公共下水道の水洗化人口については、３０年度は９万２,８１４人、水洗化率

は８９.６。それから、下が農業集落排水事業でございますが、３０年度の水洗化人口は１

万２,２１１、水洗化率は８６.１と、こちらのページに記載をしております。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 これの集計とする分はわかるんです。例えば、これ年間の投資した環境に使

った費用、投資額というものとの比較をしてみたときに、各年度ごとの推移というのはこ

れでは読み取れないんです。この面積はわかりますよ、投資額というのは、ここでは出て

こないですね。その投資額で比較してみたときに、これだけ投資しているが、市はこれだ

けの面積があって、これだけの水洗化率になったというものは、これではちょっと見えに

くいもので、その辺のものの、そういった並べれば簡単かもしれないけども、そういうも
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のがあるとわかりやすいなというふうには思って、自分が勉強するためでなしに、そうい

う一つ比較をする場合に僕は重要じゃないかなと思うんですよ。去年は１５億使ったけど

も、水洗化率は伸びなかった。人口は伸びなかったとか、ことしは１０億だったけども、

水洗化人口は伸びたとか、水洗化率が伸びたとかいう部分の比較がこれだけではちょっと

わかりづらいような感じするんだけどな。そういうものの検討はされてみたことがありま

すか。 

○稲田分科会長 藤岡課長。 

○藤岡下水道企画課長 別の冊子になりますが、３０年度の米子市下水道事業会計決算書

の１５ページをごらんいただけますでしょうか。下水道事業の決算書でございます。この

１５ページに整備にかかった金額は上げておりませんが、２カ年の２９年度、３０年度の

整備面積の比較、それから先ほど同様の水洗化人口等を載せております。それから一番下

の事業収入あるいは事業費のところでございますが、こちらにつきましては平成３０年度

が法適用初年度でございましたので、前年度を載せておりません。来年度からは、ここに

２カ年の比較が上の業務量と同じように載っていくことになります。お尋ねの建設事業費

の比較というのは、２カ年比較が、この決算書の形式では載せるところがない状況でござ

いまして、業務の内容としては１５ページでお示しをし、不足がありましたら委員会等で

また御報告をすることになるかと思います。一応決算書のほうにはこういう形で載せてお

ります。 

○遠藤委員 了解しました。次々。 

○稲田分科会長 次、決算審査意見書の４３ページ、下水道事業収益について。 

 遠藤委員。 

○遠藤委員 これは事前に説明を受けまして、これはパスします。 

○稲田分科会長 取り下げですね。 

○遠藤委員 はい。 

○稲田分科会長 続きまして、同じ資料の５２ページ、未収金２億１,６０８万６,０００

円の回収について。 

 遠藤委員。 

○遠藤委員 未収金というのを、今、委員長に読み上げていただいた中身のものなんです

けども、これの解消方法、取り組み状況あるいは今後の課題、これについて伺っておきた

いと思いますが。 

○稲田分科会長 林下水道営業課課長補佐。 

○林下水道営業課長補佐兼料金担当課長補佐 未収金の２億１,６０８万６,０００円の

解消についてでございますが、まずその数字の中身といたしまして、未収金の２億１,６０

８万６,０００円について、これは貸倒引当金を充てる前の営業未収金につきましては２億

４,４４３万５,０００円でございます。さらにその２億４,４４３万５,０００円の内訳に

つきましては、３つございまして、下水道使用料と農業集落排水施設使用料と、これ以外

に指定小売店の手数料ですとか、浄化場の排水業務委託に係る負担金がございます。 

 まず、１点目の下水道使用料につきまして御説明をさせていただきます。下水道使用料

につきましては２億２,４００万円でございます。このうち現年度分である３１年の３月分、

３１年３月に米子市のほうが下水道使用料を賦課しますということで調査決定をして、実
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際にお客様に払っていただくのが年度をまたいだ４月となります。これが約１億４,５００

万円ございます。それと、現年度分の３０年度の４月から３１年２月分の滞納になってい

るものと、２９年度以前の滞納を合わせて約７,９００万円ございます。これが下水道使用

料の内訳になります。 

 次に、農業集落排水施設使用料につきましては、約１,８５０万円ございます。先ほどの

説明とちょっと重複いたしますが、現年度分の３１年度３月分、年度をまたいだ４月にお

客様に納付していただくものが約１,３２０万円、現年度分の滞納分と２９年度以前の過年

度分の滞納を合わせて約５３０万円ございます。これが農業集落排水施設使用料の未収金

の内訳でございます。このほかに先ほど申し上げました指定小売店の手数料と浄化場の排

水業務委託に係る負担金が約１７０万円ございます。以上、述べたものが引当金を充てる

前の未収金の２億４,４４３万５,０００円の内訳となります。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 私が頭が悪いのかな、事務報告書を見るとね、これ表示が一覧表になってお

るんだけども、現年度の未収金は１億８,９５２万５,０３６円、過年度分が３,４６１万７,

０９３円、合わせて２億２,４００万円というふうな数字が載っているんだけども、今の説

明を受けたものと何か筋が違うような印象を受けるんだけど、違いますか。私の見方がま

ずいと、事務報告書の。 

○稲田分科会長 林課長補佐。 

○林下水道営業課長補佐兼料金担当課長補佐 事務報告の下水道使用料が現年度分が１

８億５,８３１万５,０００円、この分の収入未済額ですね。 

○遠藤委員 １億８,０００……。 

○林下水道営業課長補佐兼料金担当課長補佐 収入未済額が１億８,９５２万５,０３６

円、ここでの違いということでございます。 

○遠藤委員 あと全然滞納額とも違うでしょう。 

○稲田分科会長 どうぞ。 

○林下水道営業課長補佐兼料金担当課長補佐 先ほど申し上げました金額のうちの下水

道使用料の未収金については２億２,４００万というのがこちらの収入未済額の２億２,４

００万とリンクするということになろうかと思います。同じく、こちら農業集落排水施設

使用料につきましても約１,８５０万と申し上げたのが、こちらの収入未済額とリンクする

ことになろうかと思います。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 今、説明があったのは、現年度の滞納額は１億４,５００万と言われたでし

ょう。 

○林下水道営業課長補佐兼料金担当課長補佐 はい。 

○遠藤委員 それで滞納、過年度の分と現年度の滞納額で７,９００万と言われたでしょ

う。 

○林下水道営業課長補佐兼料金担当課長補佐 はい。 

○遠藤委員 だからその事務報告書で見ると、その数字が現年度１億８,９００万、そう

いう報告が載ってませんか。 

○稲田分科会長 遠藤課長。 
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○遠藤下水道営業課長 事務報告書に載っております１億８,９５０万、その金額は、３

０年度に賦課をした中での未収金全額がこの額というものでございまして、先ほど担当課

長補佐が説明いたしました１億４,５００万といいますのは、３０年度分ではありますけど、

それの３月に請求した分が丸々未収金として計上されたということで、１億４,５００万と

いう説明をしたというものでございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 何か意味がわからんな。事務報告書というものと、今、報告されたものとが

同じ整理の仕方の未収金でしょ。つまり未収金というのは滞納金ですよね、現年度滞納、

過年度滞納で未収金ですよね、でしょ。 

○遠藤下水道営業課長 はい。 

○遠藤委員 いわゆる入ってこなかったお金のことを聞いているんですよね。簡単に言え

ば市民が未納したという部分、回収できなかったという部分でしょう。だから、その数字

は賦課した部分という説明がついている、その意味がわからん、その表を見ておると。そ

れが調定額対収入済額対未収額というのが計算してあって１億８,９００万と書いてある

んじゃないですか。賦課した分なんていう話でなしに、調定額と収入額を差し引きした未

収額でしょう。この部分は、そうじゃなくてどういうふうになる。 

○稲田分科会長 藤岡課長。 

○藤岡下水道企画課長 平成３０年度から、いわゆる簿記の考え方、発生主義になってお

ります。そうしますと、先ほど営業課のほうから御説明しましたのは、３月の使用料は発

生主義ですので、３月にはいわゆる調定が上がって、実際の収入は翌年度の４月になりま

す。これが簿記のいわゆる発生主義によりますと、４月に入ってくるもの、通常の下水道

の使用料、１カ月おくれで入ってくる制度なんですけれど、この分も企業会計になります

と名前としては収入未済額になるということでございます。ただ、３月の分が４月、４月

が５月とおくれおくれで入ってくるという制度ですので、収入未済額イコール以前の滞納

額というものではございません。 

（「売掛金だな、売掛金のことを今そげ言っておられる。」と戸田委員） 

イメージはそうです。 

（「売掛金です。」と戸田委員） 

○遠藤委員 売掛金だいったって、それが普通、売掛金の場合はかけになっておるけども、

一般的には収入に入っていないことを意味するんですよ、売掛金というのは。入ったもの

を売掛金とは言わないですよ。売ったけども、それが未収になっておるということが売掛

金なんです、あれ。でしょう。だから未収額と同じことになるんじゃないですかというこ

とになるんじゃないの。 

○稲田分科会長 藤岡課長。 

○藤岡下水道企画課長 簿記と同じ考え方ということで、３月に使ったものは３月の収入

として計上する。だけれど、実際のところの現金は３月分の末になりましてから請求が確

定して、４月に送りますので、確定が３月ですので、収入としての調定額は３月分。ただ、

収入は４月になってから入ってきますので、４月に入ってくる金額を収入未済額として計

上するという簿記の制度によるものだとお考えいただけたらと思います。ですので……。 

○遠藤委員 いや、何遍も同じ繰り返しになっている。問題は、その事務報告書というの
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は新しい制度になってからの未済額の計算でしょ、１億８,９００万円というのは、でしょ。

あなたが今、説明されているのは、現年度に置きかえた場合の説明でしょ。だってあなた

にいただいたところの資料を読むと、そういうのが見えるですよ。３０年度に出納整理期

間あった場合の下水道使用料の収入状況というのをあえて出されているんですよ。だから

この収入未済額を見ると、３０年度は２,８６８万５,２３８円と、こう書いてある。とこ

ろが、今見た、おっしゃっている新しい分でやった決算の企業会計でやった未収入額は１

億８,９００万でしょ。だけん僕はこれから見とると説明が合わんのよ、４月分で今までの

出納整理期間あった場合を想定した金額もおかしいし、そこで新しい形で決算した部分の

未収額もわからん。全然違うでしょ、３０年度の出納整理期間があった場合の下水道使用

料の収入状況というのを報告を事前にいただきました。その収入未済額は２,８６８万５,

２３８円となっています。ところが、今聞いた事務報告書は、新しい企業会計によって発

生した簿記でしょ。その計算でいくと１億８,９００万の未収額ということになっておるわ

けだ。これ合わないんですよ、僕が見ておると。 

○稲田分科会長 藤岡課長。 

○藤岡下水道企画課長 特別会計のときは、官会計は出納整理期間がございまして、４月、

５月に収入が入ってきます。ですので、事前にお渡しした資料は徴収率を法適用前、法適

用後でどう推移したかという御説明のために、仮に４月、５月の出納整理期間があったと

したらということで、４月、５月の収入済額を収納額に含めて、仮にで計算をした資料と

お考えいただけたらと思います。法適用に変わりましたので、４月に入ったものは３０年

度の収入の調定には上げますが、実際の現金が入っておりませんので、収入未済額として

計上するというやり方で計上をしたものです。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 問題は、この今、議論しておっても時間がとるばっかりだけん細かくは聞き

ませんが、ちょっと合点がいかない。 

 そこでね、今度からこれに載らなかったんですよね、下水道の場合はね。それで一つ心

配なのは、今言ったような料金滞納収入の問題なのか、徴収率とか、一般会計のほうはみ

んなこのように何年間の分がトータルして、他市と比較したものが載っているんですよ、

資料が。今まではこれに載っておったんです、下水道も。今度はこれに全く載らないで、

事務報告書が来ると今のような結果になるわけです。もう少し、何というですかな、企業

会計に変わったから事後整理も変わっていくかもしれないけども、特に未収金とか徴収率

とかいうのは非常に僕が関心のあるものなんで、それらがきちんと見えるような形のもの

をね、事務整理してもらえんだろうか。この一般会計のような整理の仕方を、他市とも比

較できて、徴収率が何ぼで、未納額が何ぼだとかもきちんと出ているんですよね。今まで

出ておったんですよ。今度企業会計になったらなくなっちゃった、これが。そうすると、

今言ったような形で議論が出ちゃうんです。どうもかみ合わないようになっちゃうんです。

そういうのがあるとかみ合うんです。説明の部分が見えない、これでは。ということが一

つ見えるんで、これ事務改善を求めておきたいと思うんですよ。どうなんですか。 

○稲田分科会長 矢木下水道部長。 

○矢木下水道部長 遠藤委員言われますように、確かに３０年度から会計のやり方が大き

く変わりまして、今の未収金の考え方というか、やり方というのも、今までの特別会計の
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ときの官会計とかやり方が大きく変わっております。では今回ちょっと遠藤委員に事前に

お渡しした資料では、今までどおりの出納整理期間があったらこうですよという数字はお

出ししたんですけども、先ほど言われますように、他都市との比較であるとか、そういっ

たものが企業会計になったがために今回のこの決算の資料から落ちているということでご

ざいますので、そのあたりの資料については今後わかりやすい資料をまた用意させていた

だきたいと思いますので、きょうのところは申しわけありませんけど。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 もう一つついでに言っておきます。徴収率と収納率の言葉の使い方も違いが

あるようなんですけども、僕が言っておった出納整理期間があった現年度の場合だったら

９８.６０％の徴収率ですよと。ところが、監査は９０.７４％ですよと書いておるわけで

す、でしょ。だから全く読み取れないの、そこで。９０％と９８とはがいな違いですから

ね。それで、これが滞納額は幾らですかというと、今のようなややこしい議論になっちゃ

うんで、いよいよ本当の数字は何なんですかというのが見えないんです、ということなん

ですがね。 

○稲田分科会長 矢木下水道部長。 

○矢木下水道部長 先ほどから何回か申しておりますけども、会計のやり方が大きく変わ

ったと。３月末できちっと切ると、出納整理期間というものがないということなので、先

ほどから担当のほうが申しておりますけども、３月分については翌年度になって入ってく

るというやり方に変わりましたので、３月分が丸々当該３０年度には入ってきてないとい

うことで、徴収率でやると９０％ということでございます。それがいわゆる企業会計での、

いわゆる正しい数字ということになりますが、今回新たになりました３０年度から、事前

にお渡しした資料で、それでは今までとの比較がしにくいということで、仮に出納を５月

まで２カ月間の出納整理期間があったときには、その分もきっちり入ってきますので、そ

れと比較するということで９８ということになっておりますけども、今後は徴収率は幾ら

かということを聞かれますと、やはりことしの、３０年度の場合でいいますと９０％とい

う、これが年によって変わってはきますけども、表は１カ月分がその年度に入らないとい

うことで未収金という扱いになるというやり方でございますので、そこのところは御理解

をいただきたいと。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 いや、ますます俺わからん。これ決算審査意見書４２ページのね、予算決算

対比表を読んでください。営業収益、下水道使用料ね、ここのとこに書いてある収入率ま

たは執行率と書いて、９８.６と書いてある。それで、この報告書をもらった、今までの出

納整理期間があった場合の下水道の収納率が９８.６０なんです。こっちの決算審査意見書

のほうは９８.６というのと、出納整理期間があった現年度の水道料金の９８.６というの

は、数字が合致するんですけども、これは同じなんですか。そうすると、監査が言ってい

る９０.７４という徴収率は何を意味するんですか。 

○稲田分科会長 藤岡課長。 

○藤岡下水道企画課長 ４２ページの一番上の行、営業収益の９８.６％のことをおっし

ゃっていると思うんですけれど、これはたまたま出納整理期間があったと仮定した場合の

徴収率と一致をしておりますが、４２ページのほうの９８.６は予算に対しての決算額の、
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この収入率ということでございます。ですので、同じ数字ですが、別のものであるという

ことで御理解いただきますようお願いします。 

○遠藤委員 たまたまって。 

（「たまたまだもん、なるほど理解した。」と戸田委員） 

 次に行きます、委員長。 

○稲田分科会長 そういたしますと、同じ決算審査意見書の５３ページ、財務比率の目標

値について。 

 遠藤委員。 

○遠藤委員 これは水道の関係でも聞かかと思って同じように上げたんですけども、これ

を読んでおると、流動比率は１００％以上が望ましい。当座比率も１００％以上が望まし

いということが書いてありますし、固定資産対長期資本比率が１００％以下が望ましいと

いうふうに基準を含めて説明がされていますが、現実に米子市の決算で見ると、流動比率

は５５.４％、当座比率は５５.４％、それから固定資産対長期資本比率は１０２.４％にな

っておるんですが、これ半分以下の現状というものがあるんですけども、これはずっとこ

のままでいくんですか。それで下水道経営というのは安定していると、そのままでもとい

うふうに受けとめられるんですか。 

○稲田分科会長 金川下水道企画課総務担当課長補佐。 

○金川下水道企画課総務担当課長補佐 財務比率についての御質問でございますが、まず

流動比率と当座比率についてですけれども、これは総務省が策定した経営比較分析表に掲

げる経営指標でございます。３０年度の下水道事業決算書の７ページ、８ページを御参照

いただきたいんですが、この比率につきましては、この貸借対照表の数値によって分析を

したものでございます。まず、流動比率ですけれども、これは流動資産割る流動負債であ

らわされるものでして、流動負債に対する流動資産の割合、これは短期的な債務、１年以

内に支払う債務に対して流動資産、支払うことができる現金等がどれぐらいあるかといっ

た状況を示すものでございます。 

 続きまして、当座比率ですけれども、これもほぼ同じ数字になるんですが、これは短期

的な債務に対して支払うことができる、これは流動資産のうちの現金預金、未収金といっ

たすぐにでも金にかえられるような当座資産という言い方をするんですけれど、この当座

資産が幾らあるかという状況を示すものになります。いずれも支払い能力がどの程度ある

かというものの指標になります。下水道事業……。 

○遠藤委員 ちょっと待って。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 それはもう監査報告書に書いてある、そういうことは。問題は、こういう数

字が出ておるので、これで経営は安定しているということなのか、どうなのかという判断

を聞いておるわけです。これね水道局にも同じものがあるんですよ、企業会計だから。水

道局はね、類似団体と比べると物すごい数字が高いんです、この比率が。だけど、下水道

ぐらいは１００に近づかなきゃいけないということは、半分なんです、逆に言うと。下水

道も初めてこういうのが出たと思うんです、企業会計になってから。初めて気がついたん

ですけども、この数字で安定なんですかと、水道局の場合は他の類似団体と比べても１０

０も２００も大きい数字が、高い数字が載っとります。下水道の場合は全く目標に対して
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半分しかない。これで大丈夫なんですか。そのための対策は必要ないんですかということ

を聞きたいんです。 

○稲田分科会長 金川担当課長補佐。 

○金川下水道企画課総務担当課長補佐 今回、この１００％を大幅に下回る数字が出てい

るというのが、流動負債について建設改良費に充てられた企業債のうち、１年以内に償還

期限の到来するもの、企業債の償還金、令和元年度に支払う企業債の償還金になるんです

が、これは令和元年の収入によって支払うべきものであるんですけれども、分子には、現

金には平成３０年度までの収益からの現金、分母の債務については、令和元年度の債務も

含まれているということで比率が低く出ているものであります。これについては、総務省

がこの経営指導について概要を示しておるんですけれども、こういったように流動負債に

は建設改良費に充てられた企業債が通常含まれておりまして、そのことによって比率が１

００％を下回る場合であっても、その企業債の財源として整理した施設からの使用料の収

入をもって、将来的に返済の原資を得られるということが予定されている場合には、支払

い能力には問題がないというふうな見解が示されております。したがって、本市の指標に

ついても１００％未満であっても問題はないと考えておりますが、支払い能力をより確実

なものとするためには、引き続き使用料収入等の財源を確保に努める必要があるというふ

うに認識をしております。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 ほんなら５５.４％というものは、大体この数字で推移をしていくと、これ

からも、こういう理解でいいですか。 

○稲田分科会長 金川課長補佐。 

○金川下水道企画課総務担当課長補佐 翌年度以降も同様に、流動負債においてはその次

年度以降、次年度に支払う償還元金が含まれますので、同様の数字で推移していくものと

考えています。 

○遠藤委員 委員長、いいです。 

○稲田分科会長 そういたしますと、下水最後ですね、公共下水道特別使用分担金につい

て。 

 遠藤委員。 

○遠藤委員 これはいつかの下水道の委員会で議論したことなんですけども、公共下水道

特別使用分担金というものの、まず制度の仕組みを教えてください。 

○稲田分科会長 遠藤課長。 

○遠藤下水道営業課長 特別使用分担金というものでございますが、これは下水道事業の

計画区域外から下水道に接続をしたいということで申請をいただいて、市から特別使用の

許可を得た方に対しまして課すものでございます。分担金の額につきましては、受益者負

担金と同様に対象となる土地、１平米当たり４８円というものでございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 平成２８年度から３０年度までの年度別件数と分担金額について伺います。 

○稲田分科会長 林課長補佐。 

○林下水道営業課長補佐兼料金担当課長補佐 ２８年度から３０年度までのそれぞれの

数字ですが、平成２８年度につきましては特別使用の許可の件数が１９件、そして金額の
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総計が６９２万２,２９０円でございます。同じく、２９年度につきましては、件数が６件、

金額の合計が１３２万６,７９０円、３０年度につきましては、件数が２１件、金額が４６

３万６,０２０円でございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 下水道の受益者負担金の減免規定というのがありますよね。この減免規定は

どのような定めになっているんですか。 

○稲田分科会長 林課長補佐。 

○林下水道営業課長補佐兼料金担当課長補佐 下水道事業の受益者負担金に関する条例

の中で、第２０条として「国又は地方公共団体が公共の用に供している土地については負

担金を徴収しないものとする。」、第２項に「市長は、次の各号のいずれかに該当する受益

者については、その負担金を減額し、又は免除することができる。」、２項１号から６号ま

で各減免の該当するものついてが列挙されております。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 つまり土地物件等の提供を受けた場合には、受益者負担金は減免するという

ことになりますよね、整備区域内において、個人負担を求めた場合には。訳するとそうい

うことでしょう。整備区域内において市のほうがまだやっとらんけども、個人でやられた

場合にはね、今度は米子市がそれにつなぐというか、管理するに当たっては受益者負担金

を免除しますと、こういうことになっているでしょう。物件を供与した場合、寄附した場

合、ですよね、あれは。 

○稲田分科会長 遠藤課長。 

○遠藤下水道営業課長 物件の提供、具体で言いますと管の施設の提供を、下水道の計画

事業区域内においてそういった提供があった場合につきましては、その物件の相当額につ

きまして受益者負担金から減免をするということでやっております。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 そうすると、この特別負担金の場合は、計画整備区域内でないためにこうい

う名称でとっておるということになりますよね、この制度を。ところが、寄附を受けたと

きの、逆に物件の提供を受けたときの管理はどうされますか。それはあくまでも個人です

か。 

○稲田分科会長 遠藤課長。 

○遠藤下水道営業課長 管の施設、市のほうに提供があった場合、これは市のほうで管理

をするということになります。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 そうすると、もう一度言いますよ。もっと具体的に言うと、ＪＲＡの崎津の

受益者負担金が減免適用するということで２年後になりますよね、来年度ですか。この場

合はＪＲＡがまだあそこになって下水道料的には整備区域ではなかったんでしょう、ＪＲ

Ａが工事に入ったときは。後から整備区域に入ったんでしょう、あそこは。違いますか。

そういう歴史の経過を見ておったときに、今の説明のあった整備区域外で本人さんが早く

下水道を使いたいんで許可をしてほしいと、下水道使わせてごせっていって投資された分

については、分担金でいただきますということになっておるけども、しかし今度は、工事

が完了して接続したときには、今度は管渠は市が管理すると、こういうことになるわけで
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すよね。事実上、整備区域というものの範囲に入れなきゃならない条件が備わっていくと

いうことになりませんか、これ。 

 僕はね、この受益者負担金の減免規定と、そして区域外であるからあなたの負担ですか

ら減免適用しませんよ、後から管渠をもらってもというような形のものが残っておること

は、僕は公平性に欠けるんじゃないかと思うんです。だってＪＲＡの場合そうでしょう、

あれは最初ＪＲＡが来たときには、まだ下水道整備区域に入ってなかったんです。だけど

も、今は整備区域に入っておるんで、米子市が今回新たに下水道を整備、管を整備したの

で、今までにＪＲＡは入らなかった分の工事費と受益者負担金を相殺するという方法に決

まったんでしょう。今の特別使用分担金の場合も、整備区域じゃない状況の中で個人の方

が下水道料を支払われる場合には分担金として徴収させていただきますと。だけど、それ

を寄附された場合には受益者負担金というような形の減免には適用しません、こういう結

果が出てくるでしょう。これおかしいと思いませんか。 

 なぜかというと、これは三柳地区にもあるんです。それはたまたま全部が整備区域のよ

うになっておるような形になっておっても、実際には細かく言うと、全くその整備区域に

色が塗ってないとこが出てくる。そこに家が建ったときにはそういう問題点が出てくる。

そうすると、隣の人は下水道できちんと自分がやらんでも下水道がやってくれておるのに、

自分たちはそういう色が、整備区域に入ってないために自分たちがやらなきゃいけないと

いう規定になっておる。そうするとね、道路を挟んでこの方は下水道のほうでやってもら

うと、この方は分担金でやったと、こういう話が出ちゃう。ＪＲＡに置きかえますと、Ｊ

ＲＡの場合はそうだったけど、後から整備区域なんで受益者負担金を免除しますよ、こう

なっちゃったわけ。だけど、そうでない方は同じ整備区域に入ってもしませんよと、こう

いうことが残るわけですよ。これでいいかなという気がするんです。 

○稲田分科会長 宮田整備課長。 

○宮田下水道部次長兼整備課長 ちょっとＪＲＡの接続に関してですけども、ちょっと経

緯がございます。ＪＲＡの接続につきましては、ＪＲＡさんが以前の委員会でもちょっと

資料が手元にないので定かではありませんけども、当時ＪＲＡさんが接続されるに当たっ

て、まず下水道の認可施設、認可に合った、事業計画に合った施設を入れていただいてお

ります。その時点で、将来的に下水道区域に入ったときには、いわゆるそういった減免を

行うという覚書、協定でしたか覚書かちょっとはっきりと覚えてないですけども、そうい

う文書を交わした上で、そういうやりとりが行われているということでございます。 

 片方で、先ほど委員言っておられましたぽつぽつ後で家が建ったときはどうするのとい

う、ちょっと多分公平性に欠けるんじゃないかというお話だと思いますけども、その調整、

特別使用の多くは、調整区域において後で個人で家を建てられて下水道の区域外から接続

されるということでございますけども、そのＪＲＡと大きく違うのは、その家が個別にい

つごろどんな家を建てられるかなんていうのは、ちょっとその想定ができないわけです。

片方で、ＪＲＡさんというのは、そういう、もう自分でつなぐけんという前提がある中で、

将来区域に入ったときにはこういう扱いをしましょうということで協議を進めております

ので、ちょっと個別の一件一件の接続とは状況が違うというふうにお考えいただきたいと

思うんですけども。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 
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○遠藤委員 僕、今の説明は全く理解ができない。ＪＲＡさんの場合は、将来に整備区域

に入れれますときには受益者負担金を軽減するという形の内容でしょう。だけど整備され

るのは、将来整備区域に入れたときにはちゃんと下水道の規格に合った施設をつくってく

ださいねと、こういうことでしょう、お願いしておられるのは。だって個人の場合も同じ

でしょう。個人の場合も、下水道に寄附してもらうためには規格に合った整備をしてくだ

さいねというのが前提でしょう。道路を寄附受けるのと一緒なんですよ。だって規格に合

わないものまでみんなとっているの、そんなこと許可しないでしょう。 

 例えば、遠藤さん、あんた区域外だけども、あんたが急いで下水道使いたいならされて

もいいですよと。許可してあげますよ。しかし、その規格はちゃんと下水道の設計に合っ

たものをしてくださいねと、そして市に寄附してくださいねと、これ条件をつけるんでし

ょう。 

○稲田分科会長 宮田整備課長。 

○宮田下水道部次長兼整備課長 説明がちょっと不足しておりますけども、いわゆる市街

化区域、市街化調整区域というのがその要件の大きな違いとしてございまして、市街化区

域につきましては基本的に下水道を都市施設として整備していくということでございます。

ですから、ＪＲＡの部分についても、あそこは市街化だったよな、ということで事業区域

に入れたわけですけども、片方で調整区域ですね、線引きの調整区域については、これは

やはりちょっとしゃくし定規な言い方になるかもしれませんけども、市街化を抑制する区

域ということでございますので、そこからの接続と、その市街化区域の接続については、

減免という扱いについて差を設けておるということでございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 僕は全く説明わからないね。市街化であろうと調整であろうと、米子市の場

合はどちらにも施設をつくるということには変わらないでしょう。抑制するんですか、市

街化調整区域だけ下水道を。でしょう。下水道の施設を埋設するのを公にするのか個人で

するのかという問題があって、今の特別使用というのは、個人でおやりになる場合につい

ての分担金扱いでしょう。だけんそれは調整区域だろうと市街化であろうと関係ないじゃ

ないですか、これは。土地の用途が変更を求めるわけじゃないんですから。問題なのは、

下水道をしちゃう、いわゆる受益者負担金というもの、これが分担金になり変わっておる

けども、事実上受益者負担金でしょう、これは、調整区域であっても、整備区域であれば。

整備区域外であるから分担金という名称を使っておるだけでしょう、計算の根拠は全部一

緒でしょ、受益者負担金も分担金も。いうことを考えれば、真に物件を提供された場合に

は、減免規定で受益者負担金を減免しますよという規定が設けてあるわけだ、１項では。

物件を提供されて、分担金の方については適用しないというのはおかしいじゃないかとは

なぜか。提供を受けたときには、それを整備区域として管理せにゃいけないんでしょう、

その１軒の入れたのを、２軒の入れたのを。整備区域外に置くわけにはいかんでしょう、

管渠を寄附された場合には。整備区域に入れておらないから分担金処理しておきます、で

やってくださいと。 

 だけども、寄附を受けたならば、その整備区域におる、分担金の区域も整備区域として

は管理せにゃいかんでしょう、今度は。ということは、受益者負担金の減免適用になる対

象じゃないの。たまたま区域に入れてるか入れてないかは別にしても、管理するというこ
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とに対しては市が入るわけだから。そうすると受益者負担金の減免というものが適用でき

るんじゃないの。だけんそれを何であえてかたくなにそういうふうに分けていくんですか

と。例えばそこに連担して二、三軒ぼんぼんとできたときにはどうするんですかと。いや、

区域外ですって線が引けますか、どうですかという話になっちゃうんじゃない。現に言っ

たように、こちらの家は分担区域でしたから自己負担でした。こちらの区域は米子市がい

たしました。だけど、私は寄附をいたしました。だけど、減免規定があっても対象になり

ません、こんな話になるよ。 

 それからＪＲＡの場合だって、規格と同様の施設を求めて三者協定があったかもしらん

けども、そういう協定があったか知らんけど、結果的には整備区域として管理する区域に

なっちゃったわけでしょう。調整区域と市街化区域は、関係ないと思うよ、これ。 

○稲田分科会長 宮田整備課長。 

○宮田下水道部次長兼整備課長 同じ答弁になりますけども、そこは市街化区域、市街化

調整区域ということで、それは区別する問題だというふうに考えます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 条例の減免規定にはそれが書いてありません。市街化ですから減免適用いた

します。調整区域がそれに該当しませんということは、一つも条例上には明記されていま

せんよ。今のことをおっしゃるなら、条例上にそれをちゃんと明記しておかれなきゃいけ

んじゃないですか。条例に減免規定があるのは、物件を受けた場合には受益者負担金を減

免しますと書いてある。 

○稲田分科会長 藤岡課長。 

○藤岡下水道企画課長 先ほどの宮田次長の御答弁を補足いたしますと、まず、ＪＲＡの

件ですけれど、これは平成１３年度の覚書のときの時点からのお話になりますが、受益者

負担金を今回減免しようとしております部分は、もともと下水道の事業計画であった部分

の整備を当時の旧ワイリスさんがされた部分について、覚書に基づいて今回減免をするも

のでございます。ですので事業計画区域内の部分についてをするものであって、事業計画

区域外のものを減免するということではございません。ただ、特別使用の分担金について

は、今おっしゃった御意見があるというのも伺っているところではありますが、現在の制

度ではＪＲＡの場合はあくまで事業計画区域内の部分、それからその先の部分については、

企業が御自分で管を引かれた部分がありますけれど、途中までの分、減免を行った部分は

計画区域内であったということを補足で御説明申し上げます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 僕が地図をもらっておるのは、それが出てないんですよ。整備区域あったの

は最近でしょ、１３年度に整備区域で色が塗ってありましたか、塗ってないですよ、地図

の中では。 

○稲田分科会長 藤岡課長。 

○藤岡下水道企画課長 今回は新しくＪＲＡの近くのほうを追加で事業計画区域に入れ

ましたが、崎津の全体のいわゆる米子寄りの半分のところにつきましては、こちらについ

ては以前から事業計画区域に入れておりました。ですので、２カ年の事業計画区域の図を

比較していただきますと、片方は半分まで色が塗ってあって、そして最新のものは全部色

が塗ってあるというふうになっております。 
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○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 図面が今持ってきてないけんわからんけども、僕が判断するとそういうふう

になってないという気がするんですよ。それで、この減免規定をきちんと整理すると、今

言っておるような僕のような議論が成り立つんですよ。そうすると私はやっぱり市民に対

する公平性を担保する以上は、この減免規定の適用のあり方を再検討をされるべきだと、

このことを申し上げておきたいと思うんです。それで指摘事項にしておきたいと。 

○稲田分科会長 下水道部は以上で。以上で下水道部所管部分の審査を終了いたします。 

 予算決算委員会都市経済分科会を暫時休憩いたします。 

 執行部の入れかえをお願いします。 

午後６時５５分 休憩 

午後７時００分 再開 

○稲田分科会長 予算決算委員会都市経済分科会を再開いたします。 

 議案第８０号、平成３０年度米子市水道事業会計の決算認定について、議案第８１号、

平成３０年度米子市水道事業会計剰余金の処分について、議案第８２号、平成３０年度米

子市工業用水道事業会計の決算認定についてを議題といたします。 

 通告書の４ページになります。ここから水道事業年報の１１ページ、財政状況について。 

 戸田委員。 

○戸田委員 それで、年報をまず見させていただいて、事業報告書の中で中ほどのところ

なんですが、収益勘定につきましては前年度に比べて約４,６３９万５,０００円というこ

とで減となったということなんですが、この要因については、今の凍結による収入増とな

った前年度に比べてというような理由があるんですけれど、このような本当に要因だった

のか、どのような分析をされたのか、どのような検証をされたのか、その辺をちょっと伺

っておきたい。 

○稲田分科会長 金田次長。 

○金田水道局次長兼総務課長 収入総額におけます減収の検証についてでございますけ

ども、今御指摘いただいたとおりといいますか、やはり単年度比較としましては、天候に

左右される部分が大変大きいのがございます。今、委員さんおっしゃいましたように、前

年度は冬の寒波によりまして、その前の年、２年前の凍結災害、随分と被害がございまし

たけども、その凍結予防のために少量深夜も流されたということが、結果的に配水の増、

結果収益の増となっておりますし、３０年度、今年度につきましては、比較的暖冬であっ

たと、通常の冬場のお使いであったということによって、このプラス要因、マイナス要因

ということで、この差になったものと考えております。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 私、そういうふうに、言葉は適切でないかもしれません、こじつけみたいな

感じであったのかなと。本会議でもこの問題いろいろと質問があったと思うんですけど、

議論があったと。その中で水道管理者のほうから、やはり節水対策、それと機器がいろん

な分野で今の新しいものが出てきて、いわゆる水道の使用量がどんどんどんどん落ち込ん

でくるんじゃないかというような危惧をしておりますよということだったんですが、その

辺のところは分析されておられませんか。 

○稲田分科会長 細川水道局長。 
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○細川水道局長 今、委員言われましたように、うちの方も答弁したように、たまたまで

すけども、うちのシミュレーションした平成２９年度、３０年度とも、今言いましたよう

に寒波の影響等で給水収益等も予想を上回る形で推移しているという状況ですけども、今、

委員言われましたように、例えばことし今見ているんですけども、ことし非常に猛暑でな

かったということで、夏場の使用量も昨年と比較すると全然落ちてますし、やはり今、委

員言われましたように節水機器とか、人口減少がどこまで影響しておるかはまだ見えない

んですけども、節水機器の影響で使用量そのものは落ちてきているというふうに分析して

おります。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 それで、今の米子市の水道事業会計決算説明書の３ページを見てください。

水道事業の会計決算概況というのがそこに表示されておるんですけれども、そこで資本的

収支のバランスを見ると、これから平成２９年度から企業債の償還金が約５億８,０００万、

平成３０年度が５億４,７６０万ということで、差し引き不足額が約１０億１,０００万生

じておるわけですね。補填財源としては、そこで下の段を見ますと、損益勘定が留保資金

９億１,４７９万２,０００円で、平成２９年度は８億２,０００万というような状況なんで

すが、この辺のところはどのように理解しておられるんですか。わかりませんか。 

 米子市水道事業会計決算説明書の３ページ、水道事業会計決算概況。概況のところを見

ていただくと、企業債が２億８,８２０万ですが、企業債の償還金が５億４,７６０万、平

成３０年度で、平成２９年度が５億８,０００万で、資本的収支が差し引き総額が約１０億

１,０００万生じております。それで補填財源が損益勘定の留保資金で９億１,４００万充

てておるんですが、これは借り方、貸し方の中でわかるんだけれど、この辺のところをど

のように将来的に分析されておるか、その辺を伺っておきたい。 

○稲田分科会長 細川水道局長。 

○細川水道局長 まさに言われますように、建設改良、老朽管の更新とかいうような、や

っていかなければならないことをやるに当たって、先ほど委員言われましたように２億８,

８００万、２億９,０００万ぐらいの借り入れを行って、過年度の起債ですね、企業債の償

還に５億４,７００万ぐらい充てております。さらにいろいろな建設改良工事に損益勘定の

留保資金９億１,４００万充てておるという状況ですけども、今年度、３０年度の決算でも

結果として純利益を上げて剰余金を積んでいるという状況でございます。 

 逆に言うと、こういう形でいけば、またしばらくは黒字決算を続けることができると思

っております。ただ、ここで企業債の償還が少しこれから上がってくるのかなというとこ

ろは思っております。べらぼうに上がってくるわけではございませんが、そういう状況が

あるのと、あとは老朽管対策等で改良工事をどんどんふやしていけば、やはりバランスが

崩れてくるだろうというふうに考えておりますが、今のところはこれに似通った形で推移

できればというふうには思っております。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 それでね、その上段を見ていただきますと、収支の中で差し引き純利益が４

億７００万で、前年度は６億、約２億減ってきておるんですが、この要因はどのように考

えておられますか。 

○稲田分科会長 湯崎総務課長補佐。 
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○湯崎水道局総務課長補佐兼財務担当課長補佐 こちらの平成３０年度と２９年度を比

較した純利益の差でございますが、平成３０年度におきましては不要となりましたが、大

きな施設の撤去工事費としてちょうど１億の差額分ぐらいを支出した年でありましたので、

平成２９年度と比較しまして純利益のほうが減っております。この工事といいますのが、

水源地の撤去工事費あるいは水管橋の撤去工事費、こちら２つでございます。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 それは当初から計画をしておって、実施計画上にきちっと適切に実施された

ということですか。 

○稲田分科会長 湯崎課長補佐。 

○湯崎水道局総務課長補佐兼財務担当課長補佐 そのとおりでございます。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 それで今の説明の中で、そういう管接続とかいろんな改良工事が出てくるわ

けですけど、純利益がこれだけ２億減ってくるということなんですが、将来的にその大規

模改修とかある程度済んだんでしょうけど、漏れ聞くには、まだ大きな水源地の改修工事

もあるというふうに伺っておるんですが、この将来的収支バランスの財政シミュレーショ

ンという１０カ年というのは、そういうふうなことは描いておられますか。 

○稲田分科会長 細川水道局長。 

○細川水道局長 まさに言われますように、今回計画立てるに当たって今言われたような

ところを今、盛り込んでおります。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 それで、盛り込んでおりますという答弁なんですけども、先般の本会議の中

でも将来的には大規模改修なり投資的経費が出てくるのが見込まれるので、それと逆に支

出がふえてきますけど収入も減になってくると、その要因が見込まれるということだった

もんですから、それで令和８年から１０年ぐらいにはその料金改定、前にもそういうふう

なことに触れたんですけども、料金改定も視野にせねばならない状況が出てくる可能性が

あるということの答弁があったんですが、その辺のところはどのように対応しようと考え

ておられますか。 

○稲田分科会長 細川水道局長。 

○細川水道局長 まさに言われましたように、私としますと、今、配水量が下がってくる

と、一定のところで頭打ちになってくれれば一番ありがたいんですけど、多分そうはなら

ないだろう、人口減少も始まってきておりますので、やはり排水量が今後１０年のうちに

は下がってくる。要するに、今の料金体系ですと収入はどんどんどんどん減ってくるだろ

うというふうに思っております。先ほど言いましたように、２９年、３０年、予想よりも

よかったんですけども、その状況も見ながらですけども、下がる収入ばかり気にするわけ

じゃなくて、今言われたように支出の部分も精査しながらになると思うんですけども、検

証作業をこれからやって、続けていくという作業を一つ行います。ただ、その検討結果も

見ながら、さらに引き続き経営努力というんですか、削減できるところは削減していくん

ですけれども、やはり大規模改修というよりは老朽化対策ですね、これをやはり一定程度

はやっていかないといけないだろうというふうに思っております。 

 そうしますと、計画期間内の早い時期じゃないんですけども、やはり今、公表している
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後半になるとは思うんですけども、そういったときにやはり適切な料金改定というのにも

踏み込んでいかなければいけないのではないかというふうに今思っております。事業を明

言するところまではまだいっておりません。努力もせんといかんと思いますけども、そん

な状況だと今考えております。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 それで視点を変えますけど、先般のシャープの工業用水もとめたんですけど、

その収入というのはそんなに収支バランスの中に影響ないんですか。 

○稲田分科会長 細川水道局長。 

○細川水道局長 シャープさんの工業用水と、我々上水道は別々の会計でやってますんで、

やりとりはしていないので、独立しておるという形です。 

○戸田委員 独立採算ね。 

○細川水道局長 はい。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 それで、聞き取りなんかでもよく話しするんですけど、値上げ時期を言及せ

ということではなくて、やはりそういうふうな市民に対してのある程度のそういう情報提

供をやっぱりしていかにゃいけんじゃないかと。私たちも節水、節水、私たちも節水して

機器もかわって、水道料金が約２,０００円ぐらい落ちたんですかね。家族も減ったからそ

ういう要因はあるんでしょうけれども、やっぱりそういうふうな効果が出てきておるのは

如実に私たちも体験しておるわけですよね。そうした中で、やっぱり工業用水、やっぱり

生命の源ですので、水の供給というのは一番大事なことだと私、認識しておるんですよ。

ただ、そういうふうな中で、職員さんも従事している中で頑張っていただかねばならない

んですが、やはりそういう中で収支バランスが崩れてきたときには、じゃあ手当てをどう

するだということになって、検証した結果で値上げもやむなしだというようなスタンスも

これからは肯定をしていかなければならないんではないかなと私は思うんです。そういう

中で、計画もきちっと整備されて、その中で私たちにも提供していただいて、さらなるど

ういうふうな今の修繕なり大きな改修工事も見込まれるというような計画も示唆されて、

その中で料金体系もどうしていくかというようないわゆるバランス的なものも私は示され

るべきではないかと思いますが、いかがでしょうか。 

○稲田分科会長 細川水道局長。 

○細川水道局長 どこまでできるかということはあるんですけど、まさに今言われますよ

うに、ちょっと私ども考えていますのは、最近ちょっとマスコミにもちょろちょろは出始

めているんですけども、水道管が老朽化して非常に問題だというようなところをみずから

市民の皆様にもアピールしていきたいですし、今現在、一番よかったときから４億から５

億ぐらい収入は減ってきておるという、そういう現状、さらに今言われましたように、こ

れからもどんどん下がってくるという中で、私はもう先人が結構努力されたのかなと思う

んですけど、今２５年ぐらい値上げしていないと。このままいけば多分３０年ぐらいは何

とか頑張れると思うんですけど、そういった頑張ってきたことなども含めて、少しこれか

ら、この何年かＰＲしていきたいなということはちょっと思っております。そうしないと

なかなか理解も得られないのかなということは話はしておりますので、そういうふうに向

かっていきたいと思います。 
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○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 ちょっと視点を変えますけど、ちょっと教えてください。石綿管はもうほと

んど塩ビ管に変わったんですかね、１００％。その状況をちょっと伺っておきたい。 

○稲田分科会長 石田施設課長。 

○石田水道局施設課長 現在残っているのが１００メーターぐらい残っておりまして、あ

とは更新しております。 

○稲田分科会長 戸田委員。 

○戸田委員 私がそう言いますのは、先般の千葉の状況や佐賀の状況なんかで、いわゆる

災害が起きて、まずさっきも言いました生命の源の水と電気、水が本当に大切だというこ

とで、きのうも市民の方が二人来られて、米子は大丈夫ですかって、たまたまきょうの話

になったのは、いや、大丈夫ですよというお話をさせていただいたんですが、やっぱりそ

ういうふうなところもＰＲされて、それと附帯設備で、附帯の意見としてそういうふうな

ことも、小出ししちゃいけませんけど、市民には理解していただくような手法もとられた

ら私はいいんじゃないかなと思います。これは要望しておきたいと思います。 

○稲田分科会長 では、次に移ります。決算審査意見書３ページ、増収に直結しない投資

の財政需要が今後も見込まれるのかについて。 

 遠藤委員。 

○遠藤委員 長い間お待たせをして申しわけございません。今、委員長が基本事項を読ん

でいただきましたけども、それにあわせて配水管の維持管理、老朽化施設等の事業の見通

しということについて伺いたいと思うんですけども、決算審査意見書の８ページを見ます

と、資本的収入及び支出において２９年度と３０年度の決算対比表がありまして、この中

に建設改良費、２９年度は１６億５,０００万、３０年度は９億６,０００万という数字が

載っておりますけども、２９年度、３０年度にどれだけの差がついたかという中身もわか

れば教えてもらいたいんですが、今後このどういう、数字的に見て、額が平準化されてい

くのか、あるいは監査が言っておるように、さらに特に財政需要が今後も見込まれるぞと、

ふえるという状況の中で、この辺の改良費の事業をどう見定めていかれるのか、こういう

ところをちょっとお聞かせいただきたいと思います。 

○稲田分科会長 松田副局長。 

○松田水道局副局長兼計画課長 老朽化施設、それから配水管の計画的な更新というのは

あるんですけれども、これは水道の安定供給を持続していく上では必要不可欠であるとい

うふうな認識をしております。本市は平成２６年に資産管理の手法でありますアセットマ

ネジメントを定めておりまして、計画的に老朽化した施設の更新を進めているところでご

ざいます。それから、また昨年策定をいたしました水道事業基本計画ですね、新水道ビジ

ョンに基づきましても、平成３０年から１０年間の総額６３億３,０００万円余りを使いま

して、おおむね１００キロメートルの老朽管更新を計画しておるところでございます。 

 平成３０年度の実績としましては６億６,０００万円で、約１３キロメートルの更新を実

施をいたしております。これらの老朽管更新に関します建設改良事業の財源といたしまし

ては、企業債の借り入れ、それから一部国庫補助金の活用を見込んでおりますけれども、

いずれにしましても将来にわたり持続可能な水道事業を運営していくためにも、経営上の

収支を十分に分析をいたしまして、今後ともバランスのとれたけ事業運営に努めてまいり
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たいと、そのように考えております。 

○稲田分科会長 湯崎総務課長補佐。 

○湯崎水道局総務課長補佐兼財務担当課長補佐 先ほどの委員の御質問の平成３０年度、

平成２９年度の建設改良費の差額についてでございますけども、平成２９年度のほうが多

い数字になってございますが、この差額につきましては、平成２９年度につきましては配

水池設置事業を行いまして実施しました中央送水ポンプ場、あわせて庁舎建設の費用がこ

ちらには含まれておりますので、この差額になっております。以上です。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 今、松田さんが御説明いただいた、６０億で１００キロという数字でしたか

ね。ところが、実際に配水管の維持管理の延長は１,３００キロメートルとここに載ってお

りますが、１００キロで６０億、それを１３倍していくと７００億ぐらいという数字にな

りますけども、これらの状況から見たときに、今のいろんな基本的な計画なんかを組んで

いらっしゃいますけども、賄えるという、今の水道料金の維持ということも含めた中で賄

えるということに成り立つんでしょうか。 

○稲田分科会長 細川水道局長。 

○細川水道局長 これはビジョン、基本計画つくるときに１０年間で１００キロ、１０キ

ロということで試算しておるものでございます。先ほど言いましたように、３０年度にお

きましては６億６,０００万使って、大体１３キロぐらいやっております、実績として。私

の気持ちとしては、やはり今まさに遠藤委員が言われましたように、年間１３キロぐらい

はやっていきたいと。そうすれば１００年でつく。できれば１５キロぐらいやりたいとい

うこともあるんですけども、そうすると今度建設改良費が膨らんでくるという状況がござ

います。まさにこれから先のことを考えたときに、今は大きな庁舎建設、配水池が終わっ

たものでして、老朽化している水源地関係、建物関係もこの１０年に今は入れ込んでいる

んですけども、そこらを少し延ばしたりとか、管路のほうに持ってくるとかというような

こともシミュレーションの中で検討して、できる限り年間１３キロぐらいはやっていきた

いというふうに思っているところです。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 ちょっと２番目のところと関連してきますので、委員長、入りますけども、

今、局長の言われた内容を含めて、ほんなら水道料金というものをどういうふうに設定し

ていくのかと、収入面でですね。もちろん国の補助金等も適用される部分はあったとして

も、主体はやっぱり水道料金だろうと思うんですね、財源は。そうなったときに、今の現

状の水道料金というものがいつごろまで維持できるのか、今言った１３キロでずっと工事

を続けていくということを含めて、いつまで維持できるのかということと、もう一つは、

監査の財務分析を見ますと、この内容がわかりませんけども、流動比率とか当座比率とか

いうものなんかを見ておりますと、資本構成比率とか、比較的類似団体に比べて数字がい

いんですよね。こういうものから見たときに、水道料金は今のままでも十分ずっと将来ま

でとは言わないまでが、３０年先ぐらいまではやれるんじゃないかなと、短絡的にこの数

字を見て受けとめるんですが、そこら辺の関連というのはどういうふうに考えておられる

のか。 

○稲田分科会長 金田次長。 
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○金田水道局次長兼総務課長 最初に、今お尋ねがありました流動比率、当座比率、類似

団体と比べて当市は高いという件についてでございますけども、類似団体の最小負担額は

平均しますと約８億円でございます。我々といたしましては、そこをできるだけというこ

とで、五、六億円から６億円程度に抑制してやってきておりまして、できる限り健全化に

努めてきたといったところでございます。そうした中、いろいろ話が出ております配水池

設置事業ですとか、庁舎ですとか、そういった大型の改良工事につきましては、金利が１％

以下と、それが平均ということもございますので、一定程度、後年度負担もそれは考慮し

た上で起債を財源としてやってきたところでございます。そうした結果が繰越利益剰余金

として積み上げてこられましたので、こういった数値になってあらわれてきていると考え

ております。しかし、残念ながら、いろんなところをやっておりますので、これからはそ

の数字は少しずつ減少していくということを想定をいたしております。 

○稲田分科会長 細川水道局長。 

○細川水道局長 引き続き料金改定の話につながってくるんですが、今言いましたように、

いろいろな努力しながら剰余金まで積んできておるというのが実際の状況でございます。

委員言われますように、経営指標については今現在、他の団体に比べると比較的同水準あ

るいはいい水準にいるというのも現実でございます。一方で、先ほど言いましたように老

朽施設、老朽対策というのはもう絶対必要だというふうに思っております。料金収入どん

どん下がってくると思うんですけども、水道施設のダウンサイジング、要らないところに

はちっちゃな部材に切りかえるとか、安い部材使ったりというような節減をやっていくん

ですけども、多分、多分という言い方はおかしいですけども、このままどんどん料金収入

が減ってきて、２億、３億減ってきますと多分相当厳しい状況になって、そこまで減らな

くても厳しい状況になってくるだろうということで、どうしても先ほど戸田委員も言われ

ましたように、きちっとした老朽化対策やっていくためには、やはり料金改定が必要だろ

うと。どのあたりだと言われると非常に答弁しにくいんですけども、今言いましたように

今後１０年の後半にはというふうには思っているところでございます。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 余分な話になるかもしれませんが、ニュースなんかであちこちで水道管の破

裂とかいろんな問題が、事件が起きていますよね。今、計画的にやっていくというふうに

おっしゃったんですけど、１３キロなら１３キロ、例えば緊急的に２０キロでもしていか

ないけんよというような、そういうような状況というのは想定はされていないんですか。 

○稲田分科会長 細川水道局長。 

○細川水道局長 非常に米子市の水道局、老朽化対策を早目にやっておりまして、危ない

ような４３１号の水管橋とかいうようなところには、早目に手を入れて今やっていってお

ります。ですので、大きな管についてはいち早く手をつけていっていると思っております

ので、非常に大きな被害は今のところ出ないんじゃないかなというふうには思っておりま

す。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 わかりました。委員長、次に行きます。 

（「ちょっとほんなら関連して。」と矢倉委員） 

○稲田分科会長 矢倉委員。 
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○矢倉委員 今、話聞いておったら、ちょっと方針、考え方が変わったのかなと思ってね。

庁舎を新築するときに、いろんな懸念があった。そのときにも老朽化もあるし、水道管を

かえる、どうこうあってもこれは十分に値上げせんでもいいですよということで、たしか

これは庁舎はゴーサインした気がするんだけど、今、情勢が変わったというふうに理解し

ているんですか。 

○稲田分科会長 細川水道局長。 

○細川水道局長 まさにそれ、細川、私の前の前の前のとき、田中さんのときだと思うん

ですけども、同じように最初の１０年計画、基本計画をつくられたときに、まさに言われ

ますように、老朽化した庁舎の改修しないといけない、それから配水池もつくらないとい

けない、ただ、この１０年では料金改定しなくていけますよということを声高に言ってお

られて、そのとおりに推移してきております。ただ、やはりその次の段階、局面に今、私

の段階になっておるんですけども、やはり今言った人口減少がもう目に見えて収入が減っ

てくるということで、なかなか厳しい状況に移行してきているというのが実情でございま

す。ただ、今言った田中さんのときにも、収入が減ってきて厳しい状況になるだろうとい

うのは水道局としては予測していたようでございます。 

○矢倉委員 まあいいです。 

○稲田分科会長 では、遠藤委員。 

○遠藤委員 今、細川局長がおっしゃったことは、当時の田中局長からもいろいろ議論し

て聞いておりました。ただ、将来的には老朽化対策で大きな需要が見込まれてくると。そ

のためには１０年間のうちになるのか、１０年以降になるかわからんが、水道料金には手

をつけなきゃいけなくなるだろうということは、彼自身もそういうことは予測しておった

中の計画書だったいうふうに思っておりますけども、そこで受託工事収益の収入済額の減

少について、これは監査の１８ページに載っておりまして、想定額が１億１,３１５万７,

０００円に対して、収入済額は６,６５４万５,０００円で、収納率５８.８％になっている、

こういうふうに今、監査のほうで書いておられるんですけども、これの理由がちょっと見

えにくいもんで、これはどういうことでこういうふうになっておるのかということを説明

していただきたい。 

○稲田分科会長 金田次長。 

○金田水道局次長兼総務課長 受託工事費の調定額、今おっしゃいました１億１,３１５

万７,０００円のうち、原因者、すなわち米子市ですとか境港市さん等が行われます下水道

工事等に起因した水道工事の負担金がそのうち１億３０７万７,０００円となっておりま

す。今お尋ねの収納率が前年度に比較して下がっている要因としましては、平成３０年度

につきましては、年度末間近を工期とする工事の割合が前年比２割増となったため、結果

３月３１日時点での未収金の差額が大きくなり、収納率の低下となってあらわれたもので

ございます。なお、この原因者負担金につきましては、その後の５月末現在で１００％の

収入となっております。以上です。 

○遠藤委員 わかりました。結構です。 

○稲田分科会長 次に進みます。決算審査意見書３７ページ、工業用水道事業会計につい

て。 

 遠藤委員。 
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○遠藤委員 ことしの７月ですかね、シャープの関係で休止ということになってきたわけ

ですけども、その事業のこれからの展開というのを聞くのが決算委員会としては適当かど

うかわかりませんが、そういうようなことがもしも検討されておる中でどういうふうな状

況が起こっているかということをお聞かせいただければ、それをお聞かせいただきたいで

すが、問題は事業が休止した状況の中で３０年度の剰余金が１億１,０００万ほど出とるん

ですけども、これの処理というのはどういうふうにされるのか、これをまず伺っておきた

いと思います。 

○稲田分科会長 細川水道局長。 

○細川水道局長 まず、シャープさんの今、使用中止という状況でございますけども、御

存じのように米子の工業用水はシャープ１社さんに使っていただいているという状況でご

ざいます。ただ、シャープさんのほう、再開が全くゼロかというところについては、まだ

ゼロではないということを言っておられるということで、今のところ私の考えとしまして

は、どうしても当面の間は一定の水準で維持管理をしていかざるを得ないのかなというふ

うに考えております。ただ、今後どうやっていくのかは、シャープさんがどうなっていく

のかというようなところは、やはりちょっと経済部とも連絡を密にとりながら見定めてい

くしかないのかなというふうに考えております。ただ、なかなか急いでも結論はなかなか

出ないと思っています。ある程度数年というようなスパンで物事は考えていかんといかん

のじゃないかなというふうには考えているところでございます。利益剰余金が今１億１,

０００万ほどありますけども、今言ったこれは工業用水事業で生じてきました利益を積み

立ててきておるもんですけども、このたびの休止を受けて、今言いました当面の間、維持

管理をしていかないといけないということで、この費用にしばらくは充てていくのかなと

いうふうには思っております。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 維持管理費というのは、年間どのぐらい見込まれていくんですか。 

○稲田分科会長 細川水道局長。 

○細川水道局長 まだこれはどこかでお話ししたんですけども、予算の変更もまたこちら

にお諮りせんといかんと思うんですけど、まだ正式、正確には出ておりませんけども、人

件費等を入れますと１,０００万程度になるんじゃないかなと思っております。 

○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 私が思いついたのは、例えばこの休止して会計もとまるわけですね、事実上。

だけど維持管理部分の事業が動くわけですけども、例えば１億円あれば、そのうちの何ぼ

かはね、やっぱりきちんとして積み立てておくということも安全管理上いいじゃないかな

というふうに思ったんですけど、そこまでの余裕がないということになりますかね。 

○稲田分科会長 細川水道局長。 

○細川水道局長 基金で積むというよりは、今、工業用水道会計の中の貯金という形でお

りますので、この中から維持管理費を出して、しばらくはいけるかなというふうに思って

おります。それで、今１,０００万というあれを言いましたけども、減価償却費も含めてと

いうところですので、多分、減価償却を除けばそれの半分から６割程度が、これで実際に

出てくる。実際には今言ったように減価償却費をカウントしておりますので、実際に動く

お金というのはそれの５割から６割ぐらいかなというふうな。 
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○稲田分科会長 遠藤委員。 

○遠藤委員 こだわりませんけども、素人判断ですけども、一般会計だったらある程度そ

ういう金が余った場合には基金に積み立てて安全管理されるんですよね。ところが、剰余

金というのは会計上の記帳には残るかもしれないけども、一般的に見えないじゃないです

か。ところが、工業用水の特別会計資金ということになれば、これはきちんと資産、土地

が名目として公共的に見えるんじゃないですか。帳簿の中でこういって積立金という形に

なるのか、そういう基金という形できちんとした管理していくのかによっては、随分と何

か見る角度が違うような気がしておるんだけども、同じなんでしょうかね。という思いを

しながら聞いておるわけです。 

○稲田分科会長 湯崎総務課長補佐。 

○湯崎水道局総務課長補佐兼財務担当課長補佐 先ほどの御質問ですが、一般会計のほう

ではよく基金という形で積み立てられることになります。公営企業会計の場合では、多く

の場合は例えば建設改良積立金、あるいは減債積立金、あるいは特別な名前をつけて庁舎

の建設費用積立金という名義上預金にしっかりとした目的をつけて積み立てるのが一般的

な形となっております。 

○遠藤委員 了解しました。 

○稲田分科会長 では、予定をされたものは以上で終了ですね。 

 以上で水道局所管部分の審査を終了いたします。 

 予算決算委員会都市経済分科会を暫時休憩いたします。 

 執行部の皆さんは退席してください。 

 このまま引き続きでやりますので。 

午後７時３７分 休憩 

午後７時３９分 再開 

○稲田分科会長 予算決算委員会都市経済分科会を再開いたします。 

 これまでの審査をもとに指摘事項とすべき項目について皆様からの意見をお願いいたし

ます。 

 まず私のほうから、確認をさせてください。きょうの朝からのやりとりの中で、指摘と

いう文言が入って、その項目にとりあえず大丈夫かどうかの確認でございます。 

 ３１２番が指摘、その下の決算附属資料のところの墓地の関係も指摘、それから印刷物

には載っておりませんが、遠藤委員からの申し入れ事項が指摘、それから３１６番の都市

公園事業管理、指摘、３２５番、同じく指摘。飛びまして、国県要望、加茂新川河川の河

口整備についてが指摘、それから３０６番の排水路維持補修事業が指摘。めくっていただ

きまして、３２６番、市営住宅管理事業が指摘、３２７番、市営住宅長寿命化が指摘。め

くっていただきまして、２７１番、伯耆国「大山開山１３００年祭」推進事業が指摘。一

番下の３１３番、下水道事業会計繰出金が指摘。めくっていただきまして、番号ございま

せんが、遠藤委員から提出の下水道営業課、公共下水道特別使用分担金について指摘。以

上、手元の確認ですが、皆さん、これはよろしいですか。 

〔「はい」と声あり〕 

○稲田分科会長 ここから委員会として指摘事項、３０年度の指摘事項というものに最終

的にそれに値するという言い方が適当か、要は選択しなければなりませんが、それについ
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て１つずつ諮るというか、意見をまとめながら進めるでよろしいでしょうか。 

○戸田委員 １つずつ行きましょう。 

○稲田分科会長 では、３１２番、駐車場について。 

 戸田委員。 

○戸田委員 もう私は、これは繰上充用をもう何十年間も続いていますので、答弁も検討

するということでしたけども、これは必ず指摘したいと私は思っておりますが、いかがで

しょうか。 

〔「はい」と声あり〕 

○稲田分科会長 はい、では。 

○戸田委員 じゃ、これは私、書きます。 

○稲田分科会長 ありがとうございます。戸田委員によって作成されるということで。 

 その下、市営墓地についていかがですか。 

○遠藤委員 指摘事項にしていただければ、私が書きます。 

○稲田分科会長 皆さん、よろしいですか。 

〔「はい」と声あり〕 

○稲田分科会長 続いて……。 

○遠藤委員 市道管理のやつも私ですね、借地の問題ね。 

○稲田分科会長 今のでよろしいですか。 

○遠藤委員 違法の状態のものを議会も知らん顔しとるわけにならんと思うよ、あれ。も

う明確に法律上も裁判例も出てきとって、彼らもそれを知っておるわけだけんね。 

○稲田分科会長 ただ、指摘事項に違法と書かれますか。 

○遠藤委員 私が文章を工夫しますわい。だけども、本筋からいけば、表現してもおかし

くない。 

○稲田分科会長 最終的なところは、底地買い上げなさいよということ。 

○遠藤委員 底地をね、買い上げんでもいいんですよ。違法ですけん、借地権というもの

が存在しないし、契約も存在しないし、法律からいったら。それをやっていることが問題

なんだということの状況が今出てきちゃったんです。借地権というのは、市のほうから言

うことでしょう、あれは借地権というのは。市のほうは相手側の地権者に借地権があるわ

けじゃないわけで、借地権は借りる側に借地権があるわけで。 

○前原委員 でも、副市長の指摘では、最後に法的にちょっと確認するみたいなことがあ

ったから、その回答を待ってからでもいいんじゃないですかね。 

○遠藤委員 法的に確認するといっても、法的の判例文書なんかみんな僕のとこへ持って

きておるで、こういうふうになっておる。今度それ見ておったら……。 

○前原委員 だけど、それは法律家によって判例の解釈が人によって解釈が違うようにな

るので、それは遠藤さんの解釈の……。 

○遠藤委員 行政実例と。 

○矢倉委員 あれは戦前の法律で、戦前やっているでしょう。 

○遠藤委員 いやいや、新しいものがクローズアップしている。 

○前原委員 判例はない、あれです。 

○遠藤委員 判例はあるよ。だから、判例の場合は第三者が取得して所有権を持った場合
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でも、それを持っとって、市道になっておって、市議会が文句言うことはできませんとい

うこと、それは収益権そのものを制限しておるわけだ、道路法は。 

○前原委員 私はまず専門家の解釈というか、意見を聞いてからのほうがいいと思うんで

す。ちょっとおかしなことになっちゃうんでね。 

○稲田分科会長 どうでしょうか。 

○遠藤委員 違法という言葉を使うことが難しいならば、そういう法にのっとってきちん

と何を整理して、そげしてただし適正な事務運営を図れというようなこともあり得るだで、

適正な。 

○戸田委員 適正な事務対応をされたいというんでいいだ。適正かどうかは、言われるま

でだったら、わしそれで黙っておっただけん。 

○遠藤委員 いや、それは前からそういうふうに言っておるけど、この法律よく読んでみ

なさい。それは誰が言ったって、それは変えることはできんだ。どこの自治体もそういう

ことでやっておるわけだけん。米子市がそういうことをやったことは異常だ。 

○前原委員 イレギュラーということは、多分イレギュラーだと思うんですよ、明らかに

おかしいと思うんですね。 

○遠藤委員 イレギュラーじゃない、おかしいことないと思うよ、正当なエラーだよ。 

○戸田委員 道路法に基づいてきちっと適切に市道の認定を起こしておるかどうかとい

うことだ。それを問っとうなる。そこが借地が生じとうけん、借地のところに市道認定が

起こされるかだ。 

○遠藤委員 借地を認定することは、道路法は認めてない。主権というのは一切認めてな

いだ。それが道路法だ。これはどんな弁護士に聞こうと、誰に聞こうと、それはそのとお

りだと言わはる。最高裁もそう出しておるわけだ、４１年に。どうしようもない、動かん

よ。それをどげだかこげだかと言っているのは、副市長は現場の今の事務統括者だけん、

今まで議論したことと全く逆転のことを行わないけんので困っておることは事実だ、そこ

を突かれたけん。それだけのことだ。それは時間稼ぎをしようという話だ。 

○戸田委員 まあ書いてもらって、文言でその辺のところを目通して。 

○遠藤委員 だけど、知らん顔するわけにならんで、これは。 

○稲田分科会長 いや、僕は慎重にいきたいね。 

○遠藤委員 議会が黙っちょってはいけません。議会はこういうときにこそ力を発揮すべ

きです。 

○矢倉委員 委員会の合意だけんな。できるだけ通してあげにゃいけんだけど、どうも人

数的に難しいじゃないかな、これは。また遠藤さんに議論してもらうことにして。 

○遠藤委員 いや、そげな、俺はこういう問題こそ議会がどういうふうに指摘するかとい

うのは大事だと思うよ。今までの借地料問題で指摘したことは事実だ。ただ、今までは減

額します、そのために努力しますよ、回答になっておるだけだ。しかし、減額の努力なん

て不必要だ、それ自身がもうはや時代に乗らんだがん、法律上からは。それを議会側がね、

いや、まあわからんけん、また次の段階だわっていうようなことをやっておる自身は、こ

れは議会の存在をかけた、存亡をかけるときかなと思うよ、俺は。一番大事な部分だと思

うよ、俺は。俺がやっとるからというわけではない、こういうところを議会みんなが共有

して、それはそうだなと、最大限こういう形でいこうなと言ってこそ議会の存在があると
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思うよ、俺は。法令違反というのはちょっと鋭いというなら、それはそれでスルーしても

いいけども。だけど土台だけはしっかりしちょって、どういうふうに指摘してきて、正さ

せるかということ。このスタンスまで放棄してはいかんと。 

○前原委員 委員長、どうですか。 

○稲田分科会長 多数決しかないけどね、あんまりそういうやり方はしたくはないんです

けど。 

○遠藤委員 市長さんを守る気持ちはいいかもしれんけども、市民の皆さんの立場に立っ

て考えにゃいけんだ。市民の税金を違法に支出されるということだよ、もっと厳格に言え

ば。だけん、議会としてのスタンスをどう持つかということだ。それを表現上どうするか

ということだ。委員長、がいに悩むことじゃないんじゃないの。議会の指摘事項とはどう

いう意味合いで指摘事項ということになるだ。いいことをやっておるけんって指摘事項は

ない。 

○稲田分科会長 それはないです、それはないです。 

○遠藤委員 おかしいことをやっとうけん、指摘事項でしょう。 

○稲田分科会長 挙手でとらせてもらってよろしいでしょうか。 

○遠藤委員 僕は納得しないよ、そういうやり方は。みんなが何で共有できないのかとい

うのがわからんに、こういう問題を。明確に、まず俺の思いだけ語っとるだけでなく、具

体的に資料も提示した中で、具体的に法律上からもきちんとそういうものがなっとると。

それと合わんじゃないかということを現実があらわれておるわけだ。 

○稲田分科会長 法解釈ですよね、実態があるからそれに対して。 

○遠藤委員 法解釈は、４条の３で私権の制限をすると書いてある、道路法。これが一番、

私権とは何かといったら、収益権を否定しますよということだと。 

○前原委員 話の中で違法性を認めたかどうかというと、認めてないと思うんですよ、当

局側は。だけんもう話がそこで平行線のままだから、指摘するのがどうかというのは、僕

は指摘に当たらない、指摘はできないと思うんですよ。完全に自分たちがおかしいとか、

違法性があるという認めた場合は指摘できると思いますけど。 

○遠藤委員 議論の中で相手方が違法性を認めたら、それは完敗もええとこだよ、それは

もう。完敗もいいとこだよ。相手が認めたけん、ほんなら指摘ができるって話じゃないの。

相手が認めなくても指摘する部分。 

○前原委員 で、私は困るんですけど。 

○稲田分科会長 私もそこはちょっと踏み切るには、ちょっとためらいますね。 

○遠藤委員 何でこういうことが共有できんだろうか、議会は。 

○戸田委員 まあそれぞれの意見ですので、仕方がないが、意見、遠藤さんは決をとるの

はいけんと言いなるけども、仕方がない、決とらにゃ前へ進まんが。 

○遠藤委員 いや、文章はもうつくってみて、その上でどうするかという判断ができんか。 

○戸田委員 それやってみないな。 

○前原委員 そうしましょうか。 

○稲田分科会長 でも、それどう判断するかです。どの場面で。次の委員会で間に合うの。

では、その方針案を見て。 

（「まとめてよ。」と声あり） 
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○稲田分科会長 次、３１６と３２５、これは一括でいいんじゃないかと思うんですが。 

○伊藤委員 一括でいいんじゃないかな。 

○稲田分科会長 で、取り上げるか取り上げないかですけど。 

○戸田委員 私はこの公園の管理のね、一元化をどうでもこれは上げたいなと思っておる

ですけどね。 

○稲田分科会長 きょう出ましたね、答弁にも入ってましたし。 

○矢倉委員 それは前から言われちょうことで上げたほうがええ。 

○稲田分科会長 では、３１６、３２５は一括して、タイトルは。 

○戸田委員 一元化だけでいいですか。 

○伊藤委員 何ですかね。 

○戸田委員 管理委託への検討、複数の管理委託が…。 

○伊藤委員 検討と、日常点検と定期点検の、入れていただくとありがたいです。 

○戸田委員 難しいな、点検と、またこれわし書くだな、ほんなら。 

○伊藤委員 お願いします。 

○戸田委員 一元化と点検の状況と、点検の不備と管理委託の不備ということだね。 

○伊藤委員 はい。お願いします。 

○戸田委員 で、いいですか、皆さん。 

〔「はい」と声あり〕 

○稲田分科会長 最初に出たので表示がわかりづらいからというのがあった。窓口の一元

化は出ました。指定管理者が１６０カ所見てて回り切れないような言いわけということも

ございました。それから、健康遊具の話が出ました。除草が追いついてない等、あと指定

管理者が１者のみであるということが、分割することを考えているという答弁がございま

した。あとは、点検について出ましたよね、日常点検と。それから有資格者の話が出て、

あとアンケート結果のことも出ました。 

○戸田委員 まあそげに全部書けんだけん。 

○稲田分科会長 最後、副市長が一元化を考えたいとおっしゃいました。 

○前原委員 いいじゃないですか。 

○稲田分科会長 では、次に行きます。遠藤委員から、国県要望、加茂新川河川の河口整

備についてです。 

○遠藤委員 これはぜひ指摘させてもらわにゃいけんで。 

○稲田分科会長 遠藤委員の作成でよろしいですか。 

○遠藤委員 いいですよ。都市公園のとこの３１６、３２５は戸田さん。 

○稲田分科会長 ３１６と３２５が戸田さんです。 

○戸田委員 ３１６と３２５をね。 

○稲田分科会長 ３０６番、排水路維持補修事業。 

○戸田委員 これは指摘しましたけど、いいですよね。 

○稲田分科会長 指摘取り下げる。 

○戸田委員 はい。もうよく書いておったって。 

○稲田分科会長 次、３２６と３２７一括かと思いますが。 

○前原委員 何かこれも釈然としなかったよね、説明がね。 
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○稲田分科会長 空き家の、その政策空き家の。 

○遠藤委員 伊藤さん、これ書いてごすか。 

○伊藤委員 はい、承知しました。 

○稲田分科会長 そうしますと、するでいいですね。 

○伊藤委員 はい、お願いします。 

○稲田分科会長 伊藤さんですね。 

 めくっていただいて、２７１の伯耆国「大山開山１３００年祭」これを取り上げるか、

そうでないか。 

○戸田委員 事業効果がなかったか。 

○遠藤委員 大山、これやっぱり言わないけんわい。経済関係は特にね、データというの

をちゃんと把握しとらにゃいけん、ゼロに近い。 

○戸田委員 遠藤さんですか、書いて。 

○遠藤委員 わしが書くだ。 

○戸田委員 言いなった人ですがん。 

○稲田分科会長 次、同じページの一番下、３１３番、下水道事業会計繰出金。取り上げ

るでいいですか。 

○伊藤委員 いいですか、いいでしょうか。 

○稲田分科会長 ３１３で、伊藤さんに書いていただく。 

○伊藤委員 はい。お願いします。 

○稲田分科会長 最後のページの遠藤さんの提出、公共下水道特別使用分担金について。 

○遠藤委員 どげな。だけど、不審に思わんか。だけど、こういう区分けをしておるって

いうこと。今もね、僕の部屋へ帰って、見たのよ、下水道の地図を、佐藤さんと一緒に。

３０年のときに配ってごいた下水道の地図と、３１年の５月に配ってごいた下水道の地図、

２つ張ってあるだ。崎津団地のとこを見た。３０年のだけ白で、３１年のは赤になってお

るだ。俺はそのことを言っておるだが、事業整備区域にしておりました当時、平成１３年、

違うんじゃないの。かわいそうだと思うだがん、寄附してもらえたらな、これは管理区域

に入れにゃいけませんって言っておるだで。片一方は管理区域にあったけん自己負担され

ますという話だ。こんな論理は通らんと思う。 

○稲田分科会長 では、確認に入ります。もう一度最初のページにお戻りください。３１

２番、駐車場事業特別会計は、取り上げるで、戸田委員が案をされます。その下、市営墓

地事業特別会計を取り上げる、遠藤委員が作成担当されます。それから、遠藤委員提出の

資料の認定は、文案を見てという条件がつきますが、取り上げるで遠藤委員が作成されま

す。それから、３１６と３２５の都市公園と公園施設長寿命化は２つセットで一括で取り

上げるで、戸田委員が作成されます。それから、加茂新川のやつは取り上げるで、遠藤委

員が作成されます。それから、飛んで３２６、３２７、市営住宅は、これ一括して伊藤委

員ですね。めくっていただいて、２７１、伯耆国大山開山は遠藤委員にて作成。３１３番

の下水道事業会計繰出金は伊藤委員によって作成される。最後、公共下水道特別使用分担

金、遠藤委員によって作成されるということで、ここまで確認させていただきました。 

〔「はい」と声あり〕 

○稲田分科会長 あと、最後の……。 
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○戸田委員 いつまでにとか。 

○稲田分科会長 そこそこ、そこです。これは提案になりますので一応読み上げます。文

案を作成される委員は、指摘事項（案）を委員提出表、事前に配られている用紙ですけど

も、一応言いますね、９月２４日火曜日午後５時までに可能な限り電子メールで事務局へ

提出いただきたい、お願いいたします。 

 なお、文案については、分科会の中で述べられたことしか記述できませんので、御了承

ください。 

 提出された文案については、２６日の分科会で文言調整等の整理を行いますので、あら

かじめ御了承ください。というとこなんですが、今の読み上げた内容でよろしいでしょう

か。 

〔「はい」と声あり〕 

○稲田分科会長 では、２４日火曜日、３連休明けですけど、午後５時までに事務局へメ

ールで出してください。 

○遠藤委員 連休遊んどられんな。 

○伊藤委員 音声データとかは聞かせていただけるんでしょうか。 

（「はい。」と森井議会事務局議事調査担当事務局長補佐） 

○遠藤委員 まあそんなに長文書くじゃないだけんな、５行ぐらいのもんだよ。 

○稲田分科会長 では、以上で予算決算委員会都市経済分科会を閉会いたします。お疲れ

さまでした。 

午後７時５９分 閉会 
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